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大都市域のサステ ナ ビリティ実現に 向けた地域エネルギーシステムの 

構築に関する 研究 
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本研究における 言葉の定義 

東京都の特別行政区 23 区を示す。 

整備法の定める 区域とし、 東京都。 千葉県。 埼玉県，神奈川県， 

茨城県。 栃木県。 群馬県，山梨県の 全域とされる。 本研究では、 東京都とその 周辺を含む地域の 

内 、 都市の機能が 密集しており、 エネルギー負荷が 高 い 地域を指す。 

地区 ) 地域冷暖房の 導入対象となる 広さと密度をもった 建物群で構成される 区画及びそれらの 

集合体を示す。 

地域循環型システム ] 地区内で発生する 水 ・エネルギーと 廃棄物を、 地区内において 循環再利 

用を積極的に 図ることにより、 環境負荷を軽減するシステムを 循環型システムと 定義する。 

都市の中でも 特に多くの人々が 産業活動や生活のために 居住し、 業務、 商業、 

病院、 宿泊、 住宅などの都市機能が 高度に 蜜穏 し、 

インフラ。 ストラクチヤ 一 ) 法令に定める 都市基盤施設のことを 言い、 ユー ティリティ一の 供 

給処理施設系に 近い概念で用いられる 場合が多い。 本研究では、 都市施設、 都市装置などの 都市 

生活を支える 水、 エネルギー、 ごみ、 情報の供給及び 処理のサービスを 行 う 施設、 設備をい う 。 

ワイフライン と 呼ばれている 基盤維持装置は、 インフラ・ストラクチャー と道 

義の意味を指す。 

地域冷暖房 ) 一ケ所 又は数 ケ 所の熱発生所 ( プラント ) から複数の建物などに、 導管で結んで 

冷房・暖房・ 製造などに使用するために、 冷水。 温水・蒸気を 供給することをい う 。 

[ 地域エネルギーシステム ] 一ケ所 又は数 ケ 所の ェ ネルギ一発生所 ( プラント ) から複数の建物 

などに、 熱に加え、 電力などの様々な 形のエネルギーを 製造，供給するのを 地域エネルギーシス 

テム という。 

 
 

  

[ 熱 負荷密度 ] あ る地域での熱の 需要量を算出し、 単位面積 lha 当りの年間 熱 需要量とし表す。 

地域或いは地区の 熱負荷の大きさを 表す指標で、 年間熱負荷量は、 冷暖房、 給湯を合わせた 熱負 

荷の二次 ェ ネルギ一であ る。 



[ 一次エネルギー 使用量 ] ユーザ 一の利用 端の エネルギー使用量だけではなく、 製造段階および 

供給段階に使用した ヱ ネルギ一の全てを 含む、 エネルギー使用量をい う 。 

Ⅰエネルギー 換算 値 ] 一般に、 建物で使用されるエネルギー 源は大別すると 電力、 ガス、 石油で 

あ り、 これらの計量単位は、 それぞれ「 k №」、 「が」、 「 姥 」であ る。 建物で消費されるエネルギー 

量を総合的に 比較したり、 方式ごとの効率を 考える場合、 同一の単位で 取り扱う必要があ るため、 

用いられる。 一次エネルギー 換算と二次エネルギー 換算があ るが、 本研究では前者を 用いる。 

1000@ kJ/MJ 
1000@ kJ/MJ 
1000@ kJ/MJ 

省エネルギ一 ) 地域まだは建物において 比較対象になる 基準システムに 比べ、 新たなシステム 

などの導入により 達成される、 一次エネルギー 換算のエネルギー 消 量の削減を指す。 
[ 「夏期」、 「冬期」、 「中間期」 ] 本文の中で特にことわりのない 限り、 6 ～ 9 月を夏期、 12 ～ 2 月 を 

冬期、 3 、 4 、 5 、 10 、 11 月を中間期と 定義する。 

[ 熱電化 ] 電力需要に対する 熱 需要の割合で 表し、 エネルギー需要特注を 示す。 このとき、 電力 

需要 は 二次エネルギー 換算値を用いる。 lk № =860k 。 "1 

[ 冷温 比 ] 全熱 需要に対する 冷熱の割合で 表し、 エネルギー需要特性を 示す。 

[ 排熱 ) 「 排熱 」と「廃熱」は 区別して扱い、 前者はエネルギー 使用によって 排出される熱を 総合 

的に指し、 地域熱供給などに 有効活用な可能性があ る「 熱 」を言 う 。 後者は有効活用可能性がな 

ぃ 通常は廃棄されている 熱を総じて指す。 

[ 災害 ] その要因 ( 素因や原因など ) が自然的なものであ れ人為的なものであ れ、 人間および 人 

間 社会に何らかの 破壊力が加わって、 任命が失われたり 社会的資産などが 失われることによって 、 

これまでに構築されてきた 社会的均衡が 崩れることを 指す。 

( 防災 ] 災害対策基本法 (1961 年 11 月 15 日に公布 ) の第 2 条 2 項に防災の定義がなされている。 

す なむち「災害を 未然に防止し、 災害が発生した 場合における 被害の拡大を 防ぎ 、 及び災害の復 



旧を図ることをい う 。 」と指している。 

平常時 ] 通常の状態で 建物物が機能し、 上下水道、 電気、 ガスなどのライフラインの 機能が維 

持されている 状態を指す。 

非常時 ] 大災害等で建物物が 必要最低限の 機能し力 桁 わず、 上下水道、 電気、 ガスなどのライ 

フラインの機能が 停止した状態を 指す。 

地域自立型システム 災害時に電力、 ガスなどの広域のエネルギー 供給が途絶えた 場合でも、 

地域の最低限の 活動が可能であ るよ う に、 自家発電設備との 兼用によるコージェネレーション や、 

防火水槽との 兼用による地区 熱 槽などを持つシステムのことをい う 。 
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づけ 

L 一 l  概要 

地域エネルギーシステムは 都市機能の多様 ィ ㌣。 高度化に伴い、 エネルギーを 供給システムだ 

けの機能に止まらず、 総合化された 機能が要求されるようになる。 

都市は機能維持や 快適な環境確保のため、 大量のエネルギーを 消費している。 機能が密集す 

ることにより、 より多いエネルギーを 必要とすると 共に 、 源 枯渇、 地球温暖化、 ヒートアイラ 

ンド現象などの 深刻な環境問題の 原因となっている。 ヱ ネルギ一の有効利用が 工夫された ェ ネル 

ギ一 供給システムの 環境性はもっと 要求されるようになるだろう。 また、 インテリジェンス 化 、 

高度化していく 都市はより高いエネルギー 供給の信頼性を 要求している。 特に、 大都市、 首都 

大都市は一つの 国の心臓部の 役割を果たすだけではなく、 国際的に重要な 役割を果たす 事務所 ビ 

か などが多い。 また、 地震などの非常時には 人間の安全を 確保。 防災拠点として 機能をすべき 建 

物の重要性は 極めて高い。 東京のように 日本だけではなく、 国際的に重要な 役割を果たしている 

大都市域は、 まずエネルギー 供給の地域自立性を 持つべきであ る。 非常時でも機能維持や 最低限 

の ェ ネルギ一の確保は 非常に重要であ る。 

このような課題に 対し、 地域エネルギーシステムは、 環境負荷の軽減、 省エネの推進、 都市 

防災、 エネルギー供給信頼性・ 自立性の向上などを 図りつつ、 快適で質の高い 都市づくりを 支え 

る 重要な都市基盤としての 役割が果たすべきであ る。 

今までのエネルギー 供給システムは ェ ネルギ一の節約などの 環境性が強く 求められ、 それら 

の研究が行われているが、 今後、 地域エネルギー 供給システムが 都市のサステ ナ ビリティを実現 

システムとして 発展するためには、 「エネルギー 供給信頼性」と「環境性」の 

両方の観点で 構築される必要があ ることから、 「エネルギー 供給信頼性」の 検討に含めた 地域エ 

ネルギーシステムの 評価を行 う ことを本研究の 目的とする。 
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第 1 章、 従来研究と本研究の 位 健 づけ 

1 一 2  本研究の墓木的な 考え方 

1 一 2 一 Ⅰ サステ ナ ビリティとは 

1) 東京首都圏の 持続可能， 陸 

サステ ナ ビリティとは 持続の意味を 持っ。 「持続」の辞典的意味は「あ る状態がそのまま 続 

くこと。 また、 保ち続けること。 」であ るが、 都市は生きている 生命体のように 変化を積み重ね 

ている。 物理的、 社会的条件が 相好作用により 循環しつっ、 発展していく。 すな む ち、 都市の「 生 

物の生存環境・ 地球環境」「都市の 経済環境」「地域の 生活環境」などの 要素が調和し、 発展して 

いく状態を都市の「サステ ナ ビリティ」と 言える。 

生物の生存環境，地球環境 
( 省エネ， 低 環境負荷 ) 

都市の経済環境 地域の生活環境 

( 安定・安全・ 利便・活力 )   

図 1 一 2. 1 都市の持続可能性の 成立条件 

また、 小さいスケールの 人間から建物、 地域、 都市、 国、 バイオリージョン、 地球に至るま 

で、 同じ時間軸を 共有している 空間が相好間の 影響力を持ちっ っ 、 それぞれが追求する 防災性、 

環境性、 快適性などを 持続・発展していくことがサステ ナ ビリティとも 言文 る 。 

図 1 一 2. 2 サステ ナ ビリティの概俳 

  

1 一 8 



第 1% 、 従来研究と本研究の 位 俺 づけ 

ェ ネルギ一に関する 社会的な動向をみると、 国の行政府や 立法府がどのように 取り組み問題 

解決を図っていくかを 方向つけるために、 「 ェ ネルギ一政策基本法」が 2002 年 6 月に公布され、 

それを受けて 2003 年 10 月に「エネルギー 基本計画」が 閣議決定されている。 

エネルギー基本計画の 目的は次のように「エネルギーが 国民生活の安定向上並びに 国民経済 

の 維持及び発展に 欠くことのできないものであ るとともに、 " ( 省略 ) … ェ ネルギ一の需給に 関 

する施策に関し、 基本方針を定め、 並びに国及び 地方公共団体の 責務等を明らかにするとともに、 

… ( 省略 ) … ェ ネルギ一の需給に 関する施策を 長期的、 総合的かつ計画的に 推進し、 もって地域 

及び地球の環境の 保全に寄与するとともに 我が国及び世界の 経済社会の持続的な 発展に貢献す 

ることを目的とする。 」 第 Ⅰ条に示されている。 

この基本法と 基本計画では、 ェ ネルギ一政策における 基本的な課題として、 「安定供給の 確 

保」「環境への 適合」と「市場の 原理活用」などを 挙げられ、 「 国 、 地方公共団体、 事業者、 国民 

務 および相互協力」「 ェ ネルギ一に関する 知識の普及」などを 求めている。 この 3 つの同時 

的な達成は困難であ るが、 時間的範囲を 明確 ィ 比し、 具体的にど う 実現するかを 検討するべきであ 

る 。 

従って、 本研究では都市のサステ ナ ビリティ実現に 向けた地域エネルギーシステムの 構築の 

あ り方について 考察することを 目的とする。 

2) 地域エネルギーシステムのサステ ナ ビリティ 

都市、 地域におけるエネルギーシステムはどのようなものであ るべきなのか。 

「地域冷暖房とは、 一定の地域内で 冷房、 暖房、 給湯およびその 他の熱需要を 満たすため、 

一ケ所 または数箇所の 熱供給設備 ( 地域冷暖房プラント ) で集中的に製造された 冷水、 温水、 蒸 

気などの 熱 媒を地域導管を 用いて複数の 需要家建物へ 供給するシステム」と 定義されているほ 献 

、 ) 。 日本の地域冷暖房は、 1970 年同時は都市の 大気汚染防止策としての 役割が大きく 期待され 

た 。 石油ショック 以降には、 これらに加えて 省エネルギーが 世界的な課題になり、 地域冷暖房の 

効果も省エネルギ 一の推進が重点となる。 地域スケールとしての 省エネルギー 化が大きく期待さ 

れると共に、 清掃工場の排 熱 、 発電所や下水。 河川。 海水利用などの 未利用 ェ ネルギ一の有効 活 

片手段として 期待され、 今日に至っている。 

しかし " 地域エネルギーシステがを 明確に定義した 文献はみられないが、 地域冷暖房に 加 

え 、 地域の特性を 考慮して電気の 供給マネジメントを 含めたエネルギー 供給・処理システム と考 

えられる。 地域エネルギー 設備の計画に 加えて、 その運用、 設備の適切な 更新も含めて、 長期ビ 

一 ジョンを提示できるように、 地域のニーズと 地域にあ る 源 ( エネルギー源となる 資源とェネ 

ルギ一関連設備の 両方を含む ) に介在し、 地域全体のエネルギーを 効率よく利用することなどに 

よるサステ ナ ビリティに資するシステムと 言える。 
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第 1 章、 従来研究と本研究の 位 展 づけ 

2 。 環 樹こ 優しい 
「 ぬ然皮が窩く 、 軽幾 負荷 を亜 低化 t, だヱ ・ ヰ，，し 。 

1. 都市の高度化、 多様 ィヒ 、 密集化など @ 」                                             スデムリ 

よる都市インフラ 施設も複合 ィヒ 、 総合化す 

べき。 
@" 靱合化 、 総 俺 化され "/,.,, ネ ， 1., 吉 。 ", イ ン : ァ 
うとしで機能を 斡っヱ ネルギ @ ジ・ ズデム 

「地域の特 楠 % 台わせ、 特拙 を理大活が L, で 

4. エネルギー供給に 止まらず 
Ⅱ製造…供給…マネジ． メシト …処理Ⅰの循環 
  ジス ヂふ かしで 弗ヱ ・ 子ルギ ・シス 甲ょ 。       

図 ] 一 2. 3 地域エネルギーシステムの 未来像 
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第 1% 、 従来研究と本研究の 位 綾 づけ 

1 一 2 一 2  複合熱源を活用した 地域エネルギーシステム 

日本での地域エネルギーシステムは、 1965 年頃 の高度経済成長期に、 過密化した都市の 大 

気汚染防止対策としての 地域冷暖房の 役割が大きく 期待されるよ う になり、 東京都では 1969 年 

私 に地域冷暖房計画数 進 委員会が設置されることからはじめ、 1972 年 12 月に熱供給事業法が 公 

布されて地域冷暖房が 公益事業として 位置付けられた。 また、 1970 年に行なわれた 日本万国 博 

余 で地域冷房が 導入されるなどから 現在に至る。 

しかし、 電力中央研究所報告書による 日本の地域冷暖房の 普及率は l,nod2m であ り、 アイスラ 

ンド 85% 、 ロシア 70% 、 ドイツ 12% などに比べて 極めって低い。 

アイスランド     
ロシア "" 穏雙雙翠雙 恩 。 " 臆 ""                     。         。         @sss """"""                           幣装                       。           '"     揺澤 "                                                                                               一 70 

 
  
 

 
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

      20     40 50 60         90 Ⅰ 00 

出所地合協会資料より。 

図 1 一 2.4 地域冷暖房普及率 ( 出展 : 電力中央研究所報告 俺他 ) 

世界の地域冷暖房は 1877 年、 ニューヨークのロックポートにおいて、 数軒の建物に 中央 プ 

ラントから地下配管によって 蒸気を供給したのが 世界で初めての 地域冷暖房であ ったという。 以 

来、 約 100 年を経て、 地域冷暖房はヨーロッパ 大陸、 アメリカ大陸を 中心に普及してきている。 

地域エネルギーシステムの 導入要因は、 各国、 各都市、 さまざまであ るが、 地域冷暖房が 来たの 

寒冷地の先進諸国の 大都市に多く 見られることから、 厳しい気象条件が 大きい原因と 言える。 

しかし、 ヨーロッパにおえて 温 熱供給中心の 地域暖房ネットワークが 整備されているからと 

言って、 日本においてもそれをそのまま 当てはめて考えるのほ 危険であ る。 日本の年間平均気温 

はヨーロッパに 比べて高く、 需要側の建物用途として 業務系施設 ( 事務所 ) や商業施設が 支配的 

な 割合で構成されていることが 多い。 その ょう な需要家は温熱より 冷熱の方が高いことから、 東 

京には東京にあ った地域エネルギーシステムを 考えるのが必要であ る。 

現在はコージェネ、 レーションなどにより 無だけを供給することに 止まらず、 電力も一緒に 供 

給 できるようになったため、 系統電力を補助する 非常用電源としての 役割も期待きれる。 また、 

ヒートポンプなどを 用いることにより 河川水、 下水などの未利用エネルギー 源の活用ができ、 よ 

り 環境に優しい 地域エネルギーシステムの 構築が可能となった。 
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第 1 車 、 従来研究と本研究の 位 健 づけ 

5 に示す。   
i.     捜 生玉杢 % キ 亡俸緯 ㌢ さ 王女                           

  
地域エネルギーシステムの 概念を図 ト 2     

                          留別エネルギー 供始 システム                             

 
 
 
 

１
 
l
 

図 Ⅰ 一 2. 5 地域エネルギーシステムの 概念図 

地域エネルギー 供給システムのメリットは 次のように挙げられる。 

① ェ ネルギ一の有効利用 

供給対象が広く、 建物の用途も 様々であ ることから、 負荷の平準化が 図られエネルギーが 節 

約 できる。 また、 大型機器の採用や、 機器の群管理制御により、 高 効率運転が可能であ る。 また、 

未利用エネルギーを 有効活用し、 エネルギー消費の 低減を図ることが 期待される 

②熱の安定供給 

昼夜の区別なく 空調を利用する 建物が年々増加している 中、 熱供給事業法で 熱媒の安定供給 

が 義務付けられている 地域熱供給は、 運転保守管理にも 安定性が期待できる。 

③省力化 

需要側の各建物には、 熱源設備、 貯 油 設備などがなくなることから、 一定の資格を 持っ主任 

技術者や運転管理要員が 不要になり、 人件 を 削減できる。 また、 プラント要員も 個別冷暖房 方 

式 における個々のビル 要員総計よりも 少なくて済み、 地域全体での 省力化が図れる。 

④都市の環境保全・ 改善 

個別ビルの設備を 集中 ィヒ きせ、 燃料の良質化、 ボイラの大型化を 図ることによって、 sox 、 

NOX 、 co 、 すす、 などの大気汚染物質の 排出を削減できる。 更に、 騒音、 振動などの対策も 集中 

的に管理できるため、 公害防止にも 寄与する。 

⑤都市の災害の 防止 

燃料を使用するのがプラントのみであ ることから、 需要家側の各建物では 危険物の貯蔵 及 び 

取り扱いが不要となり、 タンクローリ 一などの出入りもなくなることから、 安全性が増す 

⑥スペースの 有効利用 

各建物の冷凍機、 ボイラ、 冷却塔、 著 有 設備などが不要になることから、 その分のスペース 
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の 有効利用が図れる。 また、 プラントを設置する 建物に対してほ、 プラント面積に 相当する容積 

率 が緩和される。 
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第 1 章、 従来研究と本研究の 位置づけ 

1 一 2 一 3  非常時を備えた 地域エネルギーシステム 構成の重要， 性 

1) エネルギー供給信頼度の 基本的な考え 方 

現在の生活様式では、 電気を欠いては 成り立たない。 都市機能の多様化・ 高度化により、 地 

震や台風等の 大災害でエネルギー 供給に支障が 生じた場合、 社会に及ぼす 影響は図り知れないも 

のであ る。 災害時に停電になると、 誘導灯などの 非難設備や各種の 消 4% 設備などが作動しなくな 

@ もっと被害を 拡大する恐れもあ る。 さらに現代社会では 情報社会としての 都市機能が高まっ 

ており、 非常時に限らず 平常時でのエネルギー 供給の信頼度の 要求は非常に 高くなっている。 

阪神・淡路大震災から 早くも 10 年が経過したが、 中越地心にっづき、 昨年来の度重なる 台 

風災害などもあ いまって、 日本はまさに 災害列島の常態化であ る。 

地震、 自然災害などの 大震災に見舞われる 可能性が高 い 地区で、 官公庁施設、 医療施設、 学 

校 、 コミュニティ 施設などは非常時に 避難場所として 重要な役割を 果たす施設が 集申している 他 

域や避難場所、 災害に よ る被害拡大危機地区と 近接した地域であ れば防災性を 備えたこの確報が 

必要であ る。 非常時に都市インフラが 遮断されても、 地域の特性とニーズにあ った機能を保有す 

ることによりあ る程度の期間、 地区内の重要施設や 住民の生活機能を 自立させることが 必要であ 

る 。 

これらの概念を 実現できる社会的背景として 複数の需要家に 対して、 その所有者及 び 建物一 

括 運営管理者が 電気を供給することにより、 常用と非常用の 兼用利用が可能となる 電気事業法 

( 特定電気事業法 ) 平成 7 年 12 月 1 日に改正された。 特定電気事業法により 熱供給者が設置す 

る コージェネレーションを 用い、 熱供給施設を 含むビル全体へのエネルギー 供給が可能になった。 

従って、 公共施設では 災害によるの 地域熱供給の 防災面、 安全面の効果としては、 以下の 3 

点が考えられる。 

(1) 火災の減少効果 

熱供給では、 建物個別に燃料を 取り 圧 会 う 場合に比べて、 集中した燃料管理を 行な う ことか 

ら 防災性が高いと 言われる。 しかし、 近年、 ガス・石油などの 防火技術の進展から、 熱供給の導 

入が検討きれるような 再開発、 新開発ちくにおいては、 熱供給の有無に 関わらず高度な 防火対策 

が 行なわれるものと 考えられる。 ただし、 住宅に対する 熱供給では室内から 燃焼機器を除外する 

ことによる防災効果は 大きい。 ( 文献 1) によれ ば 、 住宅における 出火原因のうち、 スト一 ブによ 
るものが 9.5% 、 風呂釜によるものが 4.2% を占め、 合わせて 13.7% が熱供給で代替できる 用途に 

関連したものとなっている。 

(2) 災害時の供給安定， 性 

災害時の供給安定性を 考える参考として、 ( 文献 2) の 兆歳 による阪神・ 淡路大震災における 

地域熱供給施設の 被害事例をみると、 業務系の 3 施設について、 熱源機器や導管においては 供給 

停止に至るような 大きな被害はみられていない。 しかし、 冷却塔の障害により 冷水供給が遅れた 

事例があ ることと、 ほとんどのプラントにおいてガス や巣 井戸などライフラインが 復旧するまで 

供給が開始できなかったことは、 供給安定性の 観点からは問題が 残る。 前者の対策としては、 冷 
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却塔に 加えて河川水や 井水熱源などの 複数の冷却水源によるバックアップ、 後者はコージェネ レ 

一 ションなど自家発電、 あ るいは燃料の 備蓄や申 圧 ガス管への直接接続などが 有効であ るが、 い 

ずれも経済性など 他の評価項目とのトレードオフが 生じるので、 データセンターや 病院の有無な 

ど地区特性におじて 整備していくことが 必要であ る。 

(3) 防災拠点、 としての活用可能性 

災害時に消 ィヒ 活動、 被害者救護や 各種情報収集の 拠点となる施設における 地域エネルギーシ 

ステムの効果としては、 蓄熱 槽や未利用熱源水が 防火用水として 活用できること、 安定した燃料 

供給が可能な 形でのコージェネ、 レーションシステムが 非常用電源として 活用できることなどが 

考えられる。 

2) 法律における 非常用。 常用電源設備の 条件 

防災設備に関連する 設備として、 非常電源が挙げられる。 非常電源とは、 非常電源専用 受電 

設備、 自家発電設備および 蓄電池設備の 3 種類が存する。 そのうち、 自家発電設備と 蓄電設備に 

カと 別途電源を確保するものであ り、 停電時に瞬間的に 電源が切り替わること 

により、 電力の供給ができるものであ る。 

自家発電設備はガスエンジン、 ガスタービン、 ヂイ ーゼルエンジンなどによって、 自家用の 

電気を発電する 設備であ り、 常用電源が停電したときは 40 秒以内、 定格負荷における 連続運転 

可能時間以上出力できるものでなければならない。 

一方、 非常電源専用 受 電方式は 、 他の回路の影響を 受けることなく 継続して電力の 供給が続 

けられるものであ るが、 系統電力がダウンしたばあ りには、 当然電力供給を 持続できない 短所が 

あ る。 そのため、 大規模な特定防火建物には 認められていない。 

非常電源専用 受 電設備に よ る方法は下記の 受電方法が考えられる 照 。 ) 。 

1) 専用の受電設備で 受電する方法 

2) 主 変圧器の 2 次 側 ょり受電する 方法 ( ①高圧または 特別高圧で受電、 ②低圧で受電 ) 

消防法に よ る非常電源設備の 容量を表 1 一 2. 1 に示す。 
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第 1 車、 従来研究と本研究の 位 健 づけ 

表 ] 一 2. 1 消防法による 非常電源設備の 容量 

関係条文 設備 容量 

規 12- Ⅰ -4 屋内消化 栓 設備 

規 14-1-6 の 2  スプリンクラー 設備 

規 16-3-2 水 噴霧消化設備 

規 18-4-13 泡 消化設備 30  分 

規 22-6 屋外消火栓設備 

規 30-8 排煙設備 

規 31 の 2 一 8 非常コンセント 設備 

規 31-T 連結送水管 2 時間 

規 19-5-20 不活性ガス消化設備 

規 20-4-15 八ロゲン ィヒ物 消化設備 1 時間 

規 21-4-17 粉末消化設備 

規 31-2 の 2-7 l 無線通信補助設備 l 30 分 

建令 126 の 7-7  非常用進入口赤色灯設備 30 分 

違令 126 の 5-1 非常用の照明装置 30  分 

源
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/; 認めぬ、 0 印 ; 適合、 

*1 ; 特定防火対象物で 延面積 1,000m2 以上は原則として 認めない 

*2 ; 1 分 骨 蓄電池設備または 予備電源で補完できる 場合に限る。 

の 防火対象物の 需要な避難経路に 設けるものにあ っては、 60 分 (20 分を超 

え 6 時間における 作動に係る容量に 会っては、 自家発電設備によるものを 含む ) 

また、 法律の改正や 技術基準を基に、 最近はビル等でコージェネレーションシステムを 導入 

する場合に，常用発電のみではなく ，非常用予備発電装置と 兼用できるシステムを 導入する常用 

防災兼用発電設備が 可能となると 共に、 導入する例が 多くなっている。 

平成 6 年 5 月 27 日付 け 消防庁予防課長通知第 137 号「常用防災兼用ガス 専焼 発電設備を設 

匿 する場合の運用について」 別添 資料として位置づけられ、 全国の消防機関へ 通知きれていた『 ぎほ 

防 設備用発電設備技術指針 ヨ ( 以下「技術指針」という。 ) があ るほ 献 。 ) 。 

末技術指針の 内容は、 常用と防災用を 兼用したガス 専焼 発電設備について、 地震時にも都市 ガ 

ス 等の気体燃料を 安定して供給するために、 ガス事業法令には 記載されていないガス 導管の設 

置。 運用基準などを 具体的に規定したものであ る。 また、 火災・地震等の 災害時において、 消防 

設備を安全かっ 確実に作動させるための 必要条件を規定している。 

「電力を常時供給する 自家発電設備は、 防火対象的に 設置される消防用設備等を 有効に作動 

させることができる 電力を供給できる 自家発電装置を 2 台以上有するもの」とされ、 「予備燃料 
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を 保有せず都市ガス 単独で自家発電設備の 燃料として使用する 場合は地表面水平加速度 400 ガ 

ルの地震動が 加えられた後であ っても燃料が 安定して供給きれるものであ ること」などの 基準が 

設けられた。 

建物内の自家発電設備や 燃料配管の耐震基準は 建設省住宅局建築指導 課 監修「建築設備耐震 

設計。 施工指針」 (1997 年版 ) に従っている。 自家発電設備が 防災時に重要度の 高い機器であ る 

ことを考慮し、 自家発電設備及び 燃料配管の設計用標準震度については 0 ・ 6 以上とする「建物内 

の設備機器の 耐震計算に用いる 設計用標準震度」が 規定されるほか、 また、 消防庁告示第 1 号「 自 

家 発電設備の墓 準 」の改正により、 防災専用の自家発電設備についても 気体燃料が使用できるこ 

ととなったことから、 防災専用についても 都市ガスの安定供給が 適用できることとなる。 

常用防災兼用発電設備の 必要条件を簡単に 要約すると表 1 一 2. 2 のようになる。 

表 1 一 2. 2 常用防災兼用発電設備の 必要条件 

必要設置台数 

原動機の種類 

構造・性能 

防災出力以上の 出力を有する 常用発電設備が ， 2 台以上必要 

往復 動 内燃機関又は ，ガスタービンとし ，燃料は液体燃料でも 気体燃 
  料 めどちらでも 使用できる。 

  

始動性能 旧勘始動方式とし ，電圧確立及び 投入までの所要時間は 40 秒以内 

 
 

連続運転時間   常用防災兼用発電設備は が 必要 ， 防災出力で 1 時間以上連続運転できること 

 
   ことが必要条件 

燃料供総 
体制 

液体燃料を使 
用するもの 

確保できない 場合は，定格負荷で 2 時間運転 
け， 主 燃料の供給が 絶たれた時に 40 秒以内に 

切り替えられることが 必要 

気体燃料を使 
用するもの 

(a) 都市ガスを使用し ，その評価を 行い「指針に 示す基準に適合し ， 
かっ，都市ガスが 安定供給できるもの」 と 評価されたものは ，予備 燃 
料の設置は不要となります。 
(b)  「都市ガスの 安定供給ができない」 と 評価されてものは ，定格 負 
待て 次の時間連続運転ができる 量の予備燃料を 保有するものとし 気 
体燃料の供給が 絶たれた場合には ， 40 秒以内に予備燃料に 切り替えら 
れることが必要。 
0 液体燃料に切り 替えるもの : 2 時間分 
0 気体燃料に切り 替えるもの : 1 時間分十点検用ボンベ 1 本 

耐震措置 

常用防災兼用発電設備，関連機器・ 設備，配管等を 含め気象庁震度階 
の震度 5 程度の地震時には ，設備の損傷がないよう ， 又 震度 6 の地震 
で地表面水平加速度が 300 かレ 程度までの地震に 対しては，設備全体 
が建築物から 脱落したり，転倒或いは 移動することなく ，常用防災兼 
用発電設備全体の 機能確保が可能であ るよ う に耐震措置が 講じられた 
ものとします。 

気体燃料を用いる 常用防災兼用発電設備に 対する都市ガスの 供給は， 
地表面水平加速度 300 ガル程度までの 地震に対して ，安定供給ができ 
    るものとします。 

非常用電源が 必要となる停電などの 電源障害が発生すると、 社会活動や経済活動に 重大な影 

響を及ぼし、 社会システムが 混乱することになる 8) 。 

電気設備からみた 高品質の電源とは、 電圧。 周波数が所定の 値に維持きれ、 一般に電源品質 
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第 1 章 、 従来研究と本研究の 位 健 づけ 

に 係わる項目を 挙げると、 停電、 瞬時電圧低下、 高周波、 電磁障害、 電圧変動。 異常電圧などが 

  

挙げられる。 これらの内の 停電、 瞬時電圧低下、 設置環境に対し、 電源品質にかかわる 項目の現 

状 とその影響を 表 1 一 2. 3 に示す。 

表 1 一 2.3 電源品質の現状と 影響 

項目 品質概要 影雙 ・ 暉客 

計算機や照明、 空調の停止などにより、 均衡 

停電 
欧米諸国に比べ が，電気事故や 停電時間は極めて 自然災害による 停電は避営業不可、 短い 業務の停止、 パニ、 デパート・地下街、 ソウ発生のおそれ、 劇場などの 病院など 
けられない。 年間停電時間は 欧米が 50 ～ の人命にかかわる 形 廿など。 エ 
] ㏄分に対し、 日本は 10 分以内 産への形 雙 、 不良品の発生，復旧に 長時間 

を 要する。 

瞬時電圧低下 

2 ㎝以上の電圧低下の 回数は平均 5 回 / 年 
程度、 瞬時電圧低下の 継続時間の分布で 
は 0 ． 2 秒 / 年 程度・発生回数は 地域的に異 
なる。 瞬時電圧低下発生要因の 過半数は 
落雷 

電子機器の動作不良、 システム 諜 動作、 電磁 
開閉器の開放・ 放電ランプの 消灯、 汎用イン 
バータの停止、 コンピュータの 停止による 
報 システム停止で 社会的パニック 

設置環境 ガ
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第 1 率 、 従来研究と本研究の 位 嵌 づけ 

1 一 2 一 4  省エネルギー と エネルギー合理的使用 

国民の大多数が 都市において 生活、 活動する都市型社会を 迎え、 国民一人一人が 、 豊かさや 

便利さを実感できる 社会を形成していくためには、 安全快適で活力のあ る都市の整備が 不可欠で 

あ る。 

まず地球規模での 環境保全、 源の有効活動に 対する取組みの 重要性が高まる 申、 都市生活 

においての省エネ・ 省資源の推進が 求められている。 人間の生きや 活動はエネルギー 消 

現代の社会のエネルギー 消 は 持続的な努力に 関らず、 増加傾向を見せられている。 東京都にお 

けるェ ネルギ一の 消 も 都市機能の多様化、 高度 ィヒ により日々に 増加している ( ぁ考 文献 2) 。 

℡ 70 年 騰 a0 年 ]990 年 2000 年 ( 年度 ) 

図 1 一 2. 6 東京都におけるエネルギー 消 

( 健 kWh) 
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図 1 一 2, 7 電気使用丑の 推秘あ なゑは 2) 

また、 需要家建物のインテリジェンス 化や高気密化により 電力や冷熱需要量の 増加は益々 強 

くなっていくと 予想 は れる。 

1 日の電気の使われ 方 「東京電力ピーク 発生日 2001 年 7 月 24 日」と月別最大電力の 推移「 東 

東電力発電 端 一日最大」を 図 1 一 2. 8 に示す。 一日電力のピーク 値を 100 として最低電力需要量 

は 47%,n であ り、 エネルギー使用時間の 多きい偏差がみられる。 なお、 年々夏の電力需要量の 伸び 

率は冬に比べて 大きいことから、 一日、 年間を通じて 融通性をもっエネルギーシステムを 考える 

ことが大事であ る。 

図 1 一 2.9 に示したよ う に東京圏の地域エネルギーシステムにおける 年間販売熱量は 冷熱が 
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第 1% 、 従来研究と本研究の 位 嚴 づけ 

63% で極めて高く、 それに合わせた 地域エネルギーシステムを 構築するのが 望ましい。 

( 万 kW) ( フ了 kVv@@@ 
* 戸別恩人 常 力 め 推移 

' ㏄。 Ⅰ (100%) 9 。 。 。 「 
( 東京蔵 力俺宜 ㍾一日恩人 ) 
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図 1 一 2.8 1 日の電気の使われ 方 「東京電力ピーク 発生日 2001 年 7 月 24 日」 ( 左 ) 

戸 別最大電力の 推移「東京電力発電 端 一日恩人」 ( 右 ) 

図 1 一 2.9 東京圏の地域エネルギーシステムにおける 年間販売熱量内訳 
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1 一 4  結論及 び 本研究の位置づけ 

1-4-% 結論 

東京のように 日本だけではなく、 国際的に重要な 役割を果たしている 大都市域における 社会 

的な要求は 、 「エネルギー 供給の地域自立性」と「環境性」と 考えられる。 社会の経済ィヒ 都度を 

支える上で特に 重要な建築物や 災害時に中枢機能を 果たすべき建築物などは、 災害時に よ り外部 

からエネルギー 供給が遮断された 場合でも、 その機能をあ る程度維持することが 期待されている。 

その機能を支えるために 必要なエネルギーニーズを 把握する必要があ る。 

さらに、 エネルギー需要密度が 高い地域ではヒートアイランド、 電力ピーク更新などの 問題 

を 含む環境的に 優しいエネルギー 供給システムを 構築しなければならない。 

従って、 地域エネルギーシステムの 非常時に備えたエネルギーニーズを 調査すると共に、 環 

境性を考慮したエネルギー 有効利用について 考察を行 う 。 

図 1 一 4. 1 本研究の考え 方 

表 ] 一 4. 1 地域エネルギー 供給システムの 導入地域及 び 導入可能地域の 分類，位置付け 

低密度地区 l   個別システムの 有効利用 @ 

  
都市機能 
密集地区 

未利用・自然エネルギー 
源を活用したエネルギー 
供給システムの 構築 

エネルギー需要 叉に 合せたエネルギーシエネルギー 
ステムの構築 供給 倍頼性 

既存エネルギーシステムを 活用、 拡大し 
たエネルギーシステムの 構築 

地域マネジメントによる 省エネ 
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第 1 車、 従来研究と本研究の 位 健 づけ 

1-4-2  本研究の位置づけ 

本研究では、 都市のサステ ナ ビリティ実現に 向け、 エネルギーシステム 構築のあ り方につい 

て考察することを 目的とする。 まず、 サステ ナ ビリティの概俳を 定義した ぅえ 、 またエネルギー 

供給信頼性を 考察することで 都市の自立性を 満たすことからはじめ、 エネルギー需要特性。 需要 

密度 軸 と都市空間の 時間軸を考慮することから 都市空間構成を 分類し、 地域の特性に 相応しい 地 

域 エネルギーシステムの 構築やマネジメントを 行 う 。 文献調査、 アンケート調査、 シミュレーシ 

コ ン分析などを 行い、 将来的な都市のエネルギーシステムのあ り方について 論じるものであ る。 

本稿は 9 章から成り、 概要は以下の 通りであ る。 

第 1 章の「従来研究と 本研究の位置づけ」では、 都市のあ り方やサステ ナ ビリティの概俳を 

定義することで、 本研究の基本的な 考え方を整理し、 それに基づく 本研究の位置づけを 示す。 都 

市 のあ り方として環境性と 自立性の両立を 提案し、 今後の章から 分析を行 う 。 

第 2 章は、 「都市機能密集地区における 供給信頼性を 考慮した地域エネルギーシステムの 構 

築 に関する研究」の 題 として、 アンケート調査を 通じ、 建築設備の状況や 備え状況、 備えに関す 

る認識調査、 ェ ネルギ一品質のニーズなどを 把握した上、 都市機能密集地区における 供給信頼性 

を 考慮した地域エネルギーシステムの 構築に関して 考察する。 

第 3 章は、 「都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究」の 題 として、 都市のあ り方とし 

て 環境性の向上を 目的とする地域類型化の 分析を行 う 。 エネルギー形態によるエネルギー 特性や 

概念を明確にし、 熱 需要密度と熱利用形態により 分析対象になる 都市空間構成や 地域特性の分類 

する。 その際、 都市空間構成はエネルギー 需要密度 軸 と都市空間の 時間軸を考慮するとともに、 

未利用 ェ ネルギ一の活用について 考察を行 う 。 本章で分類された 都市空間構成や 地域特性を考慮 

し 、 4 章から地域エネルギーシステムの 構成による運用方式を 検討する。 

第 4 章は、 「地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネル 

ギ一 性に関する研究」の 題 として、 新規開発地区における 望ましい地域エネルギーシステムを 提 

案し、 その効果を検討する。 また都市は時間の 経過に伴 い 再生地区が発生することから、 この ょ 

う な再生地区を 対象とし、 地区の再生に 伴 う 地域エネルギーシステムの 導入や活用方法に 関して 

考察を行 う 。 さらに、 地域エネルギーシステムの 連携効果に対する 検討を行 う など、 地域 ェ ネル 

ギーシステムのより 効果的な運用について 分析を行い、 効果を明らかにする。 

第 5 章は、 「既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネジメントに 関する研究」の 題 

として、 都市空間の時間変化の 中、 既存地域エネルギーシステムにおける 省エネルギーマネジメ 

ント について考察する。 新規・再生地区に 比べて新たなエネルギーシステムの 構築が困難であ     
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現在のエネルギーシステムの 運用方法に関して 精密に検討することが 必要であ る。 従って、 本章 

ではエネルギーシステムに 対するマネジメントの 概念整理からはじめ、 需要側や供給側の 能動的 

な 制御を反映した 地域エネルギーシステムの 構築・あ り方を提示する。 

第 6 章は、 「低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使 

用に関する研究」の 題 として、 エネルギー利用低密度地区における 個別エネルギーシステムの 効 

率 的な活用を目的とし、 実測。 CFD 分析・数値シミュレーションを 行い、 個別エネルギーシステ 

ふめ熱 交換特性を把握する 共に、 運転マネジメントなどの 分析を行 う 。 

第 7 章は、 「将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究」の 題 として、 以上 

の考察結果を 踏まえ、 東京都心部を 中心とした都市の 未来像を展望・ 描いてみる。 将来的に地域 

エネルギーシステムの 機器効率の変化予測も 視野に入れ、 核となる地域の 提案も併せて 行いたい。 

第 8 章は「結論と 展望」で、 本論文の全体内容を 総括し、 本研究で得られた 成果を要約し、 

今後の展望を 述べる。 
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  第 6 章低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用に よ るエネルギー 合理的使用に 関する研究                 

        
  第 9 車、 結論と展望   
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2 一 1  概要 

都市機能の多様化・ 高度化により、 エネルギー供給に 支障が生じた 場合、 社会に及ぼす 影響 

は図り知れないものであ り、 エネルギー供給の 信頼度の要求は 高い。 また、 エネルギー消費量の 

増大と共に電力はライフラインとして 必要不可 次 なものとなっており、 建築物機能維持のための 

設備は電源設備、 通信設備、 輸送設備、 排水設備、 給水設備、 給湯設備、 空調設備などがあ げら 

れるが、 非常時におけるその 重要度は電源設備や 通信設備で最も 高く、 主に電力に依存している 

設備であ る。 地震や台風等の 非常時または 平常時における 医療機器、 コンピューターサーバ 一等 

の 瞬間停電も大勢の 人と社会システムに 不便や被 を 及ぼす怖れがあ る。 

そのように非常時における 都市インフラの 破壊に限らず 平常時もエネルギー 供給の信頼度 

が 求められている 状況の中、 平常時。 非常時における 最低限の電力負荷の 安定供給は必要不可欠 

と考えられる。 しかしながら、 ヱ ネルギ一の安定供給は 供給側からの 供給信頼度と 共に、 需要 側 

の 自ら建物の基本設備や 備え状況を確実に 把握することから 可能になる。 エネルギー供給の 備え 

の 重要性は阪神。 淡路大震災における 自家発電設備の 被害状況及 び稼 状況について 当時行った 

アンケート調査結果 (Appendix(l)) から分かるよ う に、 695 台を有効回答としたものの 中、 始動 

率は合計約 91% 、 2 時間を超えて 運転したものが 56% を占めていた 点からも非常時における 備え 

が役に立っていると 考えられる。 

一方、 エネルギーニーズに 関する従来の 研究としては 環境負荷を低減する 都市基盤システム 

の整理 1) 、 ， ) や 非常時における 避難対策としての 最低 ェ ネルギ一の確保など 3) 、 。 ) を中心とした 研 

究 が多く見られが、 そこで非常時・ 平常時における 供給信頼性と 地域の自立性を 考慮したニーズ 

調査が必要であ ると考えられる。 

従って、 都市におけるエネルギー 供給信頼度評価は、 需要家のエネルギー 供給へのニーズ ( 質 

や重 ) に対してエネルギー 供給施設が十分な 措置が取られているかによって 評価するという 考え 

方であ り、 建物における 設備や備えに 関する認識などの 状況を把握することによってエネルギー 

供給自立性と 信頼性という、 「 質 」を向上させることが 可能であ ると思われる。 更に需要家のニー 

ズを把握し、 ニーズ等に応じた 電力品質を供給することにより 電力供給の効率化・ 安定化が図れ 

ると共に、 非常時には被害の 拡大を防止することにも がると，思われる。 

以上のことから、 本報では非常時に 重要な役割を 担 う 各種建築物のエネルギー 設備の現状を 

確認すること、 非常時の備えに 関する意識、 非常時に求められる 機能維持に必要な 電力品質を明 

らかにすることを 目的とし、 需要側へのアンケート 調査を行い、 検討・分析することにする。 そ 

して、 それに基づいて 地域の備えについて 考察することにする。 
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2 一 2 非常時における 機能維持に必要な ェ ネルギ一調査 

2 一 2 一 1 調査対象および 調査内容 

表 2 一 1 のように、 災害時に対策本部として 役割を担 3 区役所、 けが人の医療を 担 う 病院、 

避難所として 災害者の生活の 場となる大学、 小。 中学校、 公民館など、 日本の経済を 支える企業 

0 本社 ( 自社、 テナント ) ビルやテナントとして 入居しているテナントビルを 対象とし、 電話によ 

る依頼後、 アンケート調査を 行った。 アンケート調査は 東京都内の任意の 建物を対象に、 2004 

年 1 月から 2 月に行い、 書面アンケート 用紙の配布と 回収は原則として 郵送によった。 配布した 

約 303 件の中 117 件の回答があ り、 回収率は 38.6% であ る。 表 3-1 に配布と回収状況を 示す。 

公民館やテナントビルは 有効回答数 5,6 例であ り統計解析上サンプル 数が少ないと 考え も 

れるが、 貴重な調査結果であ るため参考 値 として示した。 本 報では、 回収データを 有効サンプル 

のみ単純に統計処理したものであ る。 

表 2 円アンケート 調査対象 
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大学 ( 広域避難場所 ) 10 10   70. 0 

公民館、 福祉施設等 15 11   54. 5 

企業 ( 自社ビル ) 46 15 32. 6 
330 

テナント企業 ( 賃貸ビル ) 85 22 25.9 

テナントビル 7 25 5 20. 0   
合計   462   303   117    38.6 

  

調査項目は、 ①建物概要 ( 竣工 年 、 建築面積、 総起床面積、 建物構造など ) 、 ② 受 電設備、 自 

家 発電設備について ( 受 電方式、 年間 受 電電力量、 自家発電機の 機種及び容量、 用途、 燃料種類、 

年間発電量など ) であ る。 また、 非常時に関しては、 ③備蓄燃料に 関して ( 備蓄燃料 種 、 備蓄燃料 

量と 維持可能時間など ) 、 ④建物設備等について ( 都市ガス受け 入れ、 受 水槽、 高貴水槽、 蓄熱槽 

等の有無及び 耐震化など ) 、 ⑤建物における 非常時危機管理体制、 ⑥非常時も含めたエネルギー 

供給の信頼度に 関するニーズ 等であ る。 

なお、 テナントとして 建物を使用している 場合、 ⑦テナント入居の 理由、 ⑧企業としての 危 

機 管理意識についても 記入を依頼した。 

電力供給品質に 関しては自家発電設備などによる 保安電力除き、 非常時も含めたエネルギー 

供給の信頼度に 関するニーズを 表 2 。 ) のように高品質 A 、 B, C 及び標準 品 に分け、 要求割合で 

求める。 
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          ""     @         

電力供給品質は 瞬 停 補償、 停電補償の有無、 バックアップ 時間などから 分類したもので、 現 
状の電力系統を 標準品質とする。 品質特徴をみると、 無糖 断 電力波形レベルでの 保障ができるの 

は 高品質 A 、 瞬断 時間が 15ms 。 c 以下のは高品質 B 、 停電時間が T 分程度のものは 高品質 C と 

している。 

表 2 一 2  電力供給品質分類 

  

2 一 2 一 2  アンケート調査結果 

1)  建物設備及び 受電 状況 

本社機能を持っビルの 受 電方式は全般的に 単回線方式が 用いられており、 公民館や小中学校 

などでの割合は 82% 、 100% を示し、 病院、 役所での割合は 40% 未満、 大学 (58%) 、 本社ビル (64%) 

であ った。 複 回線スポットネットワークを 利用する比率は 大学 (24.5%) 、 病院 (23.7%) 、 役所 

(9l.ffW) 、 テナントビル (20%) の順に高かった。 また、 小中学校や公民館での 自家発電機の 保有率 

は 約 22%  、 63%  と低く、 病院 (100%) 、 役所 (100%) 、 テナントビル (100%) での割合は高い。 

テ
林
 
平
均
 

  ナントビル 

 
 

    20% W0% 60% 80 Ⅹ l00 品     50 打 1 00 れ 

[ 色革固練 受 垂 口 2 回線受電 Ⅰ 窩 固練 ス杓ト神 トワーク l 一 
図 2 円 受 電方式 ( 左 ) 及 び 自家発電機の 有無 佑 ) 

自家発電機は 90% 以上が非常用として 設置され、 ディーゼルエンジン (DE) の比率が 65% を 

占めている。 ガスタービン (GT) と併用して利用きれている 場合を含めると 70% 以上になる。 ( 図 

2 一 2 参考 ) 
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尹巨 常日 寺 における備蓄燃料状況 キま 、 72 目 寺 間を基準とし 区役所、 病院、 大学 ( Ⅰ 00%) 、 公民館 (90%) 、 

本社ビル (83%) 、 小中学校 (75%) であ る。 備蓄燃料 構 は全建物用途とともに A 重油が 50% 以上を占 

めており、 役所は 73%  にの ぼ る。 灯油が役所 (27%) 、 病院 (13%) 、 小中学校 (50%) 、 大学 (25%) 、 

本社ビル (38%) 、 公民館 (30%) で、 軽油が役所 (16%) 、 病院 (0%) 、 小中学校 (40%) 、 大学 (0%) 、 本社 

ビル (25%) 、 公民館 (16%) の割合で備えられていた。 

麦水槽はアンケート 調査対象 100%7M に設置されているが、 高置 水槽、 蓄熱槽 等は各々約 50% 

以上、 20% 以下備えられている。 自家発電機の 冷却方式は水冷・ 空冷式で分けられるが、 水冷式 

の場合には非常時における 供給信頼性が 求められる ( 図 2 一 2 、 図 2 一 6L 。 

図 2 一 2  自家発電機の 用途及 び 構成 

テナントビルのサンプル 数は少ないが、 有効回答のテナントビルは 全部ディーゼルエンジン 

を 用いる自家発電を 行っている。 備蓄燃料は 100% 備えられており、 燃料 構 は A 重油 (60%) 、 軽油 
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(40%) であ った。 受 水槽は 100% 、 高直水槽は 60% 備えられている。 

テナントとして 入居している 企業は電力会社との 直接契約 (10%) より建物の貸 主 との契約 

(90% Ⅱ こ よる電力供給が 主に行われていた。 そのうち、 約 88% が基本料金は 共益費、 従量料金は 

使用量によっている。 建物設備トラブルに 関する 貸主 との補償契約は 18% に止まる。 

㎝ 20% 40% 60% ㏄ 拓 l0 ㎝ 

図 2 一 3  テナントとして 電力供給方式 ( テナント 企 

図 2 一 4  自家発電機有無 ( 左 ) 、 入居建物設備に 対する認識 ( 右 ) 

しかし、 図 2 一 4 のように自ら 自家発電機を 保有している 割合が低く 、 特に入居建物の 自家 

発電機、 備蓄燃料等の 設備に対する 現況を把握していなかった。 

2)  非常時におけるエネルギー 供給意識 

テナントビルを 除く本社機能を 持っ建物では、 約 50% で危機管理マニュアルがあ る、 あ る 

いは作成中であ り、 残り 50% は危機管理マニュアルを 持ってない。 作成していないと 回答する 

サンプルの中、 かなりの比率で「日本では 停電比率が非常に 低いので必要がない」とその 理由を 

挙げているが、 図 2 一 5 のように 受 水槽、 高直水槽、 蓄熱槽 等の建物設備の 耐震化が 50% にも 及 

ばない状況では 防災対策の一環として、 対策マニュアルは 不可欠であ ると考えられる。 
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@  投所 @  % 焼 @ 小中学校 @  大学 @  本社ピル @  公民館 笘 阜 ナントピル 

図 2 一 6  麦水槽、 高直水槽、 蕃熟 槽 耐震化 

停電時の電力のバックアップ 対策として、 役所 (37%) 、 病院 (35%) 、 小中学校 (6%) 、 大学 (52%) 、 

本社ビル (47%) 、 公民館 (27%) 、 テナントビル (100%) 、 テナント企業 (70%) では重要機器には 

UPS( 無停電電源装置 ) 等を設置して、 安全な シ ヤットダウンができるように 備えている。 

また、 役所 (53%) 、 病院 (65%) 、 大学 (25%) 、 本社ビル (28%) 、 公民館 (26%) では自ら非常用 自 

家 発電を用いるが、 全然バックアップを 行っていないケースも 多く、 小中学校 (94%) 、 大学 (23%) 、 

本社ビル (25%) 、 公民館 (47%) 、 テナント企業などにおいても 30%/M に至る。 

牡 自ら非常時発電機設置 邱 UPS が設置され、 安全シャットダウンできる 

ロバックアップは 行っていない 

 
 

 
 

 
 

 
 

もし、 阪神・淡路大震災級の 地震があ る時、 建物の機能がどのように 維持できるのかに 関す 

る 自己評価の結果が 図 2 一 8 であ る。 く 維持できない・ 少し不安 ) の回答は 40 ～ 60% 程度見られる。 
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l   % 全く問題ない 宙 あ る程度維持できる 口 少し不安 田維持できない   

役所 病院 小中学校 大学 本社ビル 公民館等 

図 2 一 8  阪神。 淡路大震災級の 地震時における 建物の機能維持可能性 

テナント企業の 場合、 入居理由から 安全意識を調査した。 その結果、 く 立地の良さ ) 、 く 安価 

の 賃料 ) 等の現実的な 問題以外にもく 設備の充実 ) 、 く 耐震安全性 ) などの設備の 重要性に関する 期 

待 が高い。 しかし、 前述の通り、 積極的に自ら 安全性の確保努力に 対しては考えず、 当然備えて 

あ るだろう、 備えてくれるだろうと 貫主を信頼し 、 身をゆだれる 傾向にあ る。 

全く 宜要 ではない 重要でない 重要であ る 大変重要であ る 

1 一一一 -- 一・ ---" 一一 -- 一 - 一 2 一 -. 一・一 - 一 ". 一一 "3 一一一 " 一 -- 一一 " 一 -." 一一 "4   
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図 2 一 9  テナント入居の 理由 

2 一 2 一 3  非常時も含めたエネルギー 供給の信頼度に 関するニーズ 

本社機能を持っビルは 停電時に影 が 大きい病院や 区役所等で求められる 電力の品質が 高 

く、 共に電力需要量も 多かつた。 病院ではコンピューター、 人工生命維持装置，中央監視システ 

ム等、 区役所ではコンピュータ 一関連、 サーバ一機能維持の 需要で高品質 A 、 高品質 Bl の要求 

割合 30% 以上を占めており、 病院での標準品質電力は 照明などで、 使用する 会 (28%) に過ぎなか 

った 。 それ以外の場合にも、 コンピュータ 一に関連する 高品質電力需要が 5% 以上必要であ ると 

回答した。 

標準品質で満足する 割合は、 区役所 (53%) 、 病院 (28%) 、 小中学校 (85%) 、 大学 (93%) 、 本社 

ビル (56%) 、 公民館 (75%) であ る。 
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図 2 目 0 求められる電力品質体 社 機能ビル、 [%]) 

平常時における 高品質 A 、 B( 非常時の最も 重要、 重要とする電力需要 ) の電力使用用途は コ 

ンピュータ関係、 通信、 保安、 医療機器などが 主で、 高品質 C は ェ レベータや照明が 主であ る。 

テナント入居企業及びテナントビルでの 電力品質要求率を 図 11 に示す。 入居しているテナ 

ント企業は高品質 A(6%) 、 高品質 B1(5%) 、 高品質 B2(10%L 、 高品質 B3(1%)  高品質 C(6%) 、 標準 

品質 (72%) というニーズがあ るが、 大部分のテナントビル ( オーナ一 ) は標準品質の 電力で充分と 

回答し、 高品質の要求はなかった。 テナント入居企業のニーズとテナントビル ( オーナ一 ) の提供 

する性能にこでは 電力品質 )[ こ キャップがみられる。 また、 82% 以上が建物設備のトラブルに 関 

する 貸主 との契約をしていないことから、 テナント入居企業の 要求電力品質 は 満たされないと 考 

えられる。 

l 日商品 廣 A  % 高品 俺 Bl  & 商品 穏 B2  a 六品 笘 B3  日商品 俺 G  0 棟 幸品寅 l 

            

テナント企業 

テナントピル 
            
  20 40 60 80 Ⅰ 00 

図 2 一 Ⅱ 求められる電力品質 ( テナント企業、 ビル ) 

なお、 高品質電力を 標準品質電力価格の 何 % 増し料金まで 許容できるかに 関する質問にっ い 

ては有効回答がなかった。 出来る限り、 標準品質電力価格はほぼ 同じ程度で高品質電力を 望んで 

いると考えられる。 
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表 2 一 3 電力需要用途 ( 表 2 一 2 参考 ) 

  

医療機器 
医療機器 病室、 熱源装置 一般照明等 

    

ては有効回答がなかった。 出来る限り、 標準品質電力価格はほぼ 同じ程度で高品質電力を 望んで 

い ると考えられる。 

2 一 2 一 4  用途別ニーズに 関する詳細分析 

電力の要求品質に 対する項目での 有効回答数は 少なく、 設備の備えが 明確に示きれてな いケ 

一ス があ り、 本 用途別の建物における 非常時危機管理体制と 電力品質別の 需要割合に関しては 区 

役所、 医療施設、 教育施設、 事務本社 ( 本社ビル ) をこ限り分析する。 

(1)  区役所 

回答を得た全ての 区役所ではガスタービン ( 以下、 GT) やガスエンジン ( 以下、 GE) などの自 

家発電設備を 備えており、 そのうち、 約 86% は非常用専用であ る ( 図 2 一 2 参考 ) 。 高品質の電力 

を 求めると回答した 区役所は約 46% であ り、 電力品質の要求割合は 平均すると高品質 A(17%) 、 高 

品質 B(11%) 、 高品質 C(19%) を示している。 

全ての区役所で 各別 ups や自家発電設備を 用い停電時の 電力バックアップを 行っている。 

表 2 一 4 では取っている 非常時対策と 高品質電力の 要求する区役所の 割合を示したもので、 図 2 

一 12 は各区役所の 電力品質別の 要求割合を示した。 
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第 2 章、 都市機能密集地区における 供給信頼性を 考慮した地域エネルギーシステムの 構築に関する 研究   
(2)  医療施設 

回答のあ った全ての医療施設が 自家発電設備を 備えており、 更にその内 28% は各別 UPS を設 

置し非常時に 備えていることが 分かった ( 表 2 一 4) 。 図 2 一 13 に示すよ う に、 病院ごとに電力の 

要式品質に差がみられるが、 全電力量の平均 62% 相当量を高品質電力に 求めている。 

 
 

 
 

 
  
 

宝
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力 0 品 甘 

図 2 目 3  電力品質別の 要求割合 ( 医療施設 ) 

(3) 教育施設 

教育施設は要求電力品質の 項目に対する 有効回答数が 少なく、 高品質電力を 求める比率も 極 

めて低い。 小 。 中学校は衛生施設用として 使われる電力に 対して高品質を 求めているが、 標準 品 

質の電力で充分との 回答が多い。 しかし、 災害時には小・ 中学校、 大学はその地域の 避難場所で 

あ り、 災害 時 必要な地域情報の 収集・発信の 拠点としても 期待され、 その役割を果たすための 設 

備の備えや防災意識の 向上が必要であ る。 
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(4)  本社ビル 

本社ビルはコンピュータ や サーバ関連機器、 ㎝機器、 保安装置などで 高品質の要求量が 高 

い 。 備蓄燃料を 80% 以上備え、 停電時の電力のバックアップとして Ws などが用意されているな 

ど、 安全に関する 意識が比較的に 高く見られるが、 非常時における 建物の機能維持に 関しては「 維 

持 できない」や「少し 不 卸が 半数を示している。 
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図 2 円 6  電力品質別の 要求 

表 2 一 4 建物における 非常時危機 別の要求割合 ( 建物 

以上、 用途別の電力要求品質の 平均値は表 5 になる。 
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第 2 章、 都市機能密集地区における 供給信頼性を 考慮した地域エネルギーシステムの 構築に関する 研究 

2 一 3 . 地域における 非常時の備え 

2 一 3 一 1 マイクログリッドによる 高品質電力供給 

系統による電気供給の 信頼性が低い 米国でほ需要家側の 自己責任に基づくリスク 管理の必 

悪性から分散型電源が 導入され、 さらに、 限定きれた電力供給エリア 内において複数の 分散型 電 

源 、 電力負荷設備を 組み合わせて 制御，運用する「マイクロバリッドシステム」 ( 需要家側の バ 

ッ クアップと高品質電源の 確保を主たる 目的として考えられたもの ) 、 複数の分散型電源を 一括 

制御管理することにより 分散型電源を 最適運用し、 電力供給系統運用へ 貢献する「 VPP (Virtual 

Power Plant) 」や品質 別 電力供給について 実証実験等が 行われている。 

一方、 日本では、 電力供給システムが 系統的に管理・ 運用きれ、 安定供給が比較的確保され 

ており、 分散型電源が 系統に悪影響を 及ぼさないことが、 分散型電源活用の 最優先課題となって 

いる。 しかし、 現在、 電気事業の規制緩和やェネ 

    CQCC:   品質調整器 )   ルギー資源・ 環境問題における 分散型電源への 期   

待 、 電力品質や料金に 対するニーズの 多様 ィヒ 、 IT 

の急速な発展など 電力事業を取り 巻く環境が変 

化している。 

マイクログリッドの 代表的な事例として 

は米国の CERTS  (Cons0rtium  for  Elec 比丘 

Rellabih  ty  Techn0logy  Solution  ) や /  一 

ザ ンパワーシステム 社によるプロジエクト 例 

があ る。 
図 2 一 ]7  マイクログリッドの 概念図 0 。 ， 

2 一 3 一 2  評価の考え方 

危機に対する 需要家側の対策として、 非常用発電設備の 設置と定期的な 点検。 整備、 バック 

アップ体制の 確立等が挙げられる。 各施設のエネルギー 供給自立性と 信頼性を向上させることが、 

非常時のエネルギーネットワークの 負荷を低減し、 被害の拡大を 防止することにもっながる。 し 

かし、 需要家毎に必要とする 電力品質や容量は 異なるため、 用途に応じた 対策を講じると 共に 、 

需要家のニーズ 等に応じた電力品質を 供給し、 電力供給の効率化・ 安定化を図ることにより、 ェ 

ネルギー供給の 信頼性を向上させることが 必要であ る。 さらに、 品質 別 電力供給による 効果とし 

て、 需要家側での 非常用発電設備や UPS ( 無停電電源装置 ) の設置が不要になるなどコスト、 ス 

ぺース面でのメリットも 挙げられる。 一方で、 分散型電源を 統合し運転制御することに ょ り、 配 

電線適正電圧維持や 負荷対策等の 系統貢献が可能となる。 また、 分散型電源を 電力系統 へ 連索 し、 

ネットワークの 負荷低減に貢献することも 可能となる。 

以上から、 マイクログリッドによる 高品質電力供給によるエネルギー 供給信頼性の 向上への 
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効果は大きいと 考えられる。 

図 2 一 18 は 各 3000m2 以上用途 延 床を持つ官公庁および 医療施設の面積や 分布を示したも 

のであ る。 図のように重要度が 高い施設が密集している 地域や町丁目に 対し、 ネットワーク ィヒす 

ることにより、 より安定的な 高品質の電力を 供給することが 可能であ ると考えられる。 

更に、 各地域における 医療施設や区役所などの 官公庁、 事務本社ビルに 備えている、 または 

備えべきの自家発電設備などを 用い、 マイクログリッドを 形成することにより 地域への ェ ネルギ 

一 供給の信頼性を 向上させると 考えられる。 

 
 

  

 
 

 
 

  

図 2 日 8 官公庁および 医療施設の分布 

表 2 一 6 用途別・延べ 床面積別の施設 数 

  

2 一 3 一 3  東京における 各建物の分布図 
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図 2 一 3. ] 起床面積 3000 ㎡以上の業務施設が 占める割合 

図 2 一 3. 2  起床面積 3000 ㎡以上の商業施設が 占める割合 
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図 2 一 3. 3  起床面積 3000 ㎡以上の住宅が 占める割合 

図 2 一 3. 4  起床面積 3000 ㎡以上の医療施設が 占める割合 
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第 2 章、 都市機能密集地区における 供給信頼性を 考慮した地域エネルギーシステムの 構築に関する 研究 

図 2 一 3. 5  起床面積 3000 ㎡以上の文化施設が 占める割合 

図 2 一 3. 6  延 床面積 3000 ㎡以上の教育施設が 占める割合   
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第 2 率、 都市機能密集地区における 供給信頼性を 考慮した地域エネルギーシステムの 構築に 
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以上、 文献調査及びアンケート [ こ よる要求されるエネルギー 供給の信頼度の 調査結果をまと 

めると以下になる。 

常時。 非常時における 建物用途毎の 高品質・品質 別 電力ニーズ と 用途を明らかにした。 

病院の場合、 医療機器やコンピュータなどで 60% 以上が高品質 B2 以上の電力品質を 求めて 

いた。 現状の電力系統のみ 依存する標準品質の 需要量は一般照明、 事務室空調などで 28% に 過 

ぎない。 特に、 非常時の場合防災拠点として 機能すべき病院。 診療 質は ついては高品質 Bl 以上 

の電力品質を 要求する割合は 80% 。 を超える。 

  病院以覚の本社機能を 持っているビルには 高品質 A(5%) 、 高品質 B(7%) 、 高品質 C(16%) 、 

標準品質 (72%) の電力品質を 求めていた。 

・ マイクログリッドの 概念を用いた 地域における 非常時の備えで 地域へのエネルギー 供給 

の 信頼性を向上させると 考えられる。 

また・非常時を 備えのみ運用している 自家発電設備も 活用し、 平常時の省エネや 経済的な運 

転 をする同時に、 自家発電設備をネットワーク 化によるエネルギーエリアマネジメントを 期待 可 

能 になり、 大災害 ( 主に大地震 ) に対するエネルギー 的 自立への意識向上も 期待できると 考えら 

れる。 

従って、 非常時の高信頼自立需要の 検討をする共に、 非常日き、 耐震ィヒされていない 周辺機器 

の損壊損及び 燃料切れにより 自家発電設備が 始動しなかったり、 負荷運転時間を 満たさないこと 

などを防止するため 適切な適応策を 考える必要があ り、 今後の研究課題であ る。 
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ュ ．阪神大地震事例検討 

(m) 発電設備の種類及び 非常時における 始動の有無 

非常時を代表する 阪神・淡路人 淡 における自家発電設備の 被害状況及び 稼動状況を表・ Al に 示す。 当 

晴行ったアンケート 調査結果、 回 のあ ったもの 861 台の内、 停電しなかったり、 建物倒壊等の 様々な 理 

由 により調査できなかったと 回答したものを 除いた 695 台を有効回答としたものであ る。 始動率は合計約 

91% であ った。 

" 消防法に基 

発電設備に分類した。 

" 防災用自家発電設備を 兼用した保安用自家発電設備は 防災用自家発電設備とした。 
Ⅹ ほ ついては、 ガス供給停止等により、 始動できなかったものであ る。 

一 出典「阪神大震災における 自家用発電設備調査報告書、 日本内燃 力 発電設備協会、 1996. 8. 」 

(2) 非常時における 運転時間 

地震発生後、 稼動した自家発電設備の 中、 停電にどのくらい 役に立たのかを 知るため稼動時間を 調べて 

の 停電件数は 260 万 軒 であ るが、 2 時間後には約 64% の 復電し 、 14 時間後には 

た 。 また、 停電時間に対する 自家 運転時間の割合 ( 図 ・ 2) をみると、 2 時間を超え 

て 運転したものが 56% を占めていた。 ( 図 ・ A1 参照 ) 

Ⅰ O0 

一十 件仮 戸数の時間的推移 
( 絃尼 ㏄五軒 を l00% とし )   

                    自採襄柚鞍備 の文荷運転 
  

40 村 

一 田ゼ 珊耳 
ユ O 毒 

  

O.0 l0.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 ㏄． 0 
Ⅰ ma ㈹ 

図 -A] 運転時間の割合 

 
 

 
 

 
 

災 調査報告、 阪神・淡路大震災調査報告編集委員会、 都市安全システムの 機能と体制、 

PP.269 」より 

2. 法律や既存研究における 非常時も含めた 電力供給の信頼度に 関するニーズ 

(1) 法律に よ る非常予備電力 
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低 10 分から消化設備や 非常用 ェ レベータ一には 1 時間以上の予備電源を 要求している。 法令における 防災 

電源には「非常電源専用 受 電設備」伯家発電設備」「蓄電池設備」の 三種類があ り、 それぞれについて 使 

用可能、 不可能な防災設備があ る。 消防法には非常報知・ 警報設備は蓄電池設備に 限り、 建築基準法には 

非常用 ェ レベーター は 自家発電設備に 限り、 それ以外にほ 自家発電設備や 蓄電池設備の 両方の適用ができ 

る。 

(2)  既存研究による 非常予備電力 

既存研究での 建物用途別の 平常時に対する 非常時電力の 機能確保に必要な 負荷の割合は 表 -2 で 
あ る。 安全性が最も 重要視される 医療施設の場合、 最も必要な電力の 割合が 2w% であ り、 住宅の場 

合には w% 程度であ る。 しかし、 10 年前の研究であ り、 経年変化による 現在の非常時電力のニーズ 

を 改めて把握する 必要があ ると考えられる。 

泰 -Al 適応予備電源 

スプリンクラ 設備 

非常用の進入口 ( 赤色灯 ) 非常用 ェ レベーター 

( 出典 :JECA  l03 臥社 ) 日本電設工業協会「防災設備の 電源と配線に 関する指針」   

表 -A2 建物用途別の 平常時に対する 非常時電力の 機能確保に必要な 負荷の割合 

( 出典 : 白鼠 浩 、 東京都区部における 防災性を備えた 地域冷暖房の 導入地区選定に 関する研究，日本建築学 

会計画系論文集， 1999.9 ヵ 

[ 訪 甘苦辛 Y 

本研究は、 平成 15 年度 NEDO 委託研究「都市における 分散型電源活用拡大のための 次世代型 地 

域 エネルギーシステムとその 設計・評価技術の 調査研究」の 研究成果の一部であ り、 柏木孝夫 教 
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3 一 1  概要 

近年、 エネルギ一の 小売自由化やコージェネレーション、 ヒートポンプ 等の熱源機器の 機器 

効率上昇及び 普及が進んでいろ。 都心部では、 再開発や居住者の 都心回帰が起こり、 都心部にお 

ける エネルギー需要の 拡大と地域冷暖房導入検討すべきであ る大規模な施設の 建設が進んで ぃ 

る 。 また、 平成 17 年に 2 月に発効した 京都議定書の 目標達成計画に 地域冷暖房の 推進が明確に 

位置付けられている。 平成 14 年に施行された 都市再生特別措置法に 基づく民間活力に よ る第八 

次の都市再生プロジェクトとして、 「都市再生事業を 通じた地球温暖化。 ヒートアイランド 対策 

の 展開」が決定されるなど、 都市の環境面のサスティナビリティがますます 重要となっている。 

以上のように、 エネルギーを 取り巻く環境がハード 面。 ソフト面の両面から 激変している 現状が 

あ り、 従来のエネルギーシステムの 見直しが必要となっている。 

本研究では、 本章では 4 、 5 、 6 章で分析を行 う 高密度地区を 抽出することを 目的とし。 地域 

エネルギーシステムを 八 期待地区の選定と 地域特性による 地域エネルギーシステムの 効率の 

分析を行 う 。 

建物平均 ヱ ネルギー負荷密度と 区域エネルギー 負荷密度を基準としエネルギー 需要密度を 

把握した ぅえ 、 高密度エネルギー 需要期待地区を 類型化、 抽出する。 また、 4 章からの分析をお 

こ な う 設定条件と評価指標を 示す。 地域エネルギーシステムの 特徴は一日のエネルギー 負荷の高 

い 地域、 年中のエネルギー 需要量のあ る地域で高効率運転が 可能であ り、 相応しいと言われる。 

このような理由から 高密度地区選定は、 環境性からの 視点での地域抽出であ る。 

具体的には、 未利用 ェ ネルギ一の分布、 既存地域冷暖房の 熱媒の実態を 踏まえ、 今後の分散 

電源と大規模発電所の 発電効率の向上を 主な要因として、 熱と電気を合わせた 地域冷暖房の 効率 

評価方法を整理しながら、 それに基づいて 町 丁目単位で望ましい 熱 媒を検討するための 事前分析 

および条件設定であ る。 期待される成果として、 地域エネルギーマスタープランが 提示されるこ 

とで、 長期展望にたった 高温熱媒の地域エネルギーシステム 導入と拡大への 戦略的な取り 組みが 

可能となる 巾 
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第 8 車、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

3 一 2 エネルギー需要密度とエネルギー 利用形態による 導入地区選定 

3 一 2 一 1 建物平均エネルギー 負荷密度と区域エネルギー 負荷密度 

都市計画上の 建物用途別床面積の 算定方法を表 3 一 2.t に示す。 住宅、 医療、 教務、 商業、 

宿泊、 娯楽、 文化、 教育施設に 8 分類される。 地域特性や用途構成別に よ る 熱 需要密度と、 熱利 

月形態による 地域熱供給の 構築特性を分析するため、 教務、 商業、 宿泊施設におけるエネルギー 

消費原単位は ( 都市ガスによるコージェネレーションシステム 計画。 設計と評価 : 空調学会 ] を 、 

住宅、 医療、 娯楽、 文化、 教育施設におけるエネルギー 消費原単位は [ プロジェクト 2010  日 

本 全国地域冷暖房導入可能性調査研究 平成 6 年度報告書 ] に従った。 

表 3 一 2 Ⅱ都市計画上の 建物用途別床面積の 算定方法 

  建物用途分類   都市計画上の 建物用途分類   

① 官公庁 

② 教育、 文化施設 
③ 厚生施設 

独立住宅 ( Ⅰ⑦ /2 + ⑩ + ⑬ ル   

④ 供給処理施設 集合住宅 ( 二 ⑪   

⑤ 事務所 業務施設 (= ① + ⑤   

⑥ 商業施設 
⑦ 住商併用 商業施設し⑥ + ⑦ /2   

⑧ 宿泊遊興 医療施設 (= ③   

⑨ スポーツ 

⑩ 独立住宅 
宿泊施設 ( 亡 ⑧   

⑪ 集合住宅 教育施設 ( 二 ② * 0.96   

⑫ 工場 文化施設 (=  ② *  0 ． 04   

⑬ 佳エ 併用 

⑭ 総合運輸 
娯楽施設 ( Ⅰ⑨   

⑮ 農業漁業 
Ⅹ文献 28) 全国の用途別符起床面積比率 ( 教育施設一 6.2% 、 文化施設一 0 ． 3%) を用いて比率配分した。 

法文献 29) 参照、 

年間原単位を 表 3 一 2. 2 に月別パターンを 図 3 一 2.1 ～ 8 に示す。 

但し、 本研究でのシミュレーションは 全て、 時刻 別の データを参考とし、 才子ったものであ る。 

表 3 一 2. 2 本研究で用いた 原単位 ( 年間 ) 

住宅 医療 乗務 商業 宿泊 娯楽 文ィヒ 教育 

暖房 Mca@ ㎡ 年 Ⅰ 7 80 50 48 l Ⅰ 8 43 86 57 

給湯 Mca@ ㎡ 年 48 206 13 23 310 64     

混熱 Mca@ ㎡ 年 65 286 63   428 Ⅰ 07 86 57 

冷熱 Mca@  ㎡ 年 Ⅰ 8 Ⅰ 23   86 65 70 43 22 

電力 kWh/ ㎡ 年 46 Ⅰ 85 170 291 Ⅰ 33 200 63 55 
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第 8 車、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

30@ ( 

  

                    Ⅰ 2         

図 3 一 2. 7 文化施設の月利エネルギー 消費パターン 

  

図 3 一 2. 8 教育施設の月 別 エネルギー消費パターン 
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用途別にエネルギー 需要量を算出し、 各用途を 0% から 100% まで 10% ずつ刻みで変化させ 11 パタ 

ンに 分け、 熱雷比及び冷温比を 求め、 示したものが 図 3 一 2,9 であ る。 

住宅は「住宅施設 J 、 業商は Ⅱ教務、 商業、 娯楽、 文化、 教育施設」、 宿泊は「医療、 宿泊施 

設 」の 熱 需要量を合わせたものであ る。 
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図 3 一 2,9  熱電化 ( 上 ) 、 冷熱地 (%, 下 ) 

四季があ る日本は季節別外気温度の 差が大きく、 それに伴 う 熱電 比 ・冷温比の差も 大きいこ 

とから夏期、 中間 期 、 冬期に分けて 熱電化、 冷温比を求めた。 用途別、 季節別の熱電比は 約 0 ， 5 

～ 4.4 、 冷温比は約 0 ～ 10 の値を示している。 
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第 8 章、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

東京都区部においてどのような 値をとっているか 地図 4 ヒ する。 

(1)  冷房割合 

地区 数 
70  ・   

 
 

 
 

  O.l 0 ． 2 0 ． 3 0.4 O.5 O.6 O.7 O.8 O.9   

冷暖割合 
(46%) 

(26%) 

(29%) 

図 3 一 2. 10 冷暖割合分布図 

(2) 給湯負荷率 

O.8 O.9   

図 3 一 2. Ⅱ給湯割合分布図 
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(3)  熱電 比 

地区 数 
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  0 ． 6   l.6   2.6   3.5   4.6   

熱電 比 

 
 

%
%
 

 
 
 
 

 
 

図 3 一 2. 12 熱電化分布図 
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第 8 車、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

2) 区域 熱 負荷密度と建物平均熱負荷密度 

ここでは、 高密度 熱 需要期待地区の 選定手法として、 区域 熱 負荷密度と建物平均熱負荷密度 

を用いる 2) 、 23)0 

区域 熱 負荷密度 [TJ/ha] とは、 エネルギー 消 原単位と延床面積によって、 各町丁目の冷房 

需要。 暖房需要・給湯需要・ 電力需要を算出し、 熱 需要であ る冷房・暖房・ 給湯需要量の 和を区 

域 土地面積で除したものであ る。 また、 建物平均熱負荷密度 [WJ/ 棟 ] とは、 建物 1 棟当たりの 熱 

負荷密度であ り、 区域 熱 負荷密度に加え、 より既存 DHC の特性を考慮した 選定を行 う ために設定 した評価指標であ る。 本論では、 縦軸 Y に建物平均熱負荷密度、 横軸 X に区域 熱 負荷密度をと @ 

評価していく。 

区域 熱 負荷密度と建物平均熱負荷密度の 特徴を整理しておく。 区域内で同様の 建物構成 (E 

域 面積・ 棟 数の比が同じ ) のとき、 建物用途構成によって 熱 負荷の総和が 変化すると、 その区域 

の点は下図のような 傾向となる。 

  

区域 熱 負荷密度 Ⅱ J 爪 a] 

図 3 一 2, ]3 熱 負荷の関係 

ⅡⅣ 棟 ] [TJ/ 

建 
物 
平 
均 
熱 
負 
荷 
密 
度 

区域 熱 負荷密度 ⅡⅣ ha] C@ TJ/ha 

図 3 一 2. 14 棟 数 と区域面積の 関係 

また、 あ る区域の熱負荷密度の 総和に対し、 その建築物の 構成であ る区域面積と 建物数が変 

化する場合、 上図のような 傾向となる。 
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図 3 一 2. 14 のイメージ図を 下に示す。 TJ/ha の大小は 1 区域当たりの 熱 負荷大小であ り、 

区域内の建物の 粗密であ る。 TJ/ 棟は U 棟 当たりの 熱 負荷の大小であ り、 建物 1 棟の大小であ る。 

A 日 C D 

物 と区域面積のイメージ 

ここで、 エリア B あ るいはエリア D に注目する。 B は l 棟あ たりの 熱 負荷が大きく、 区域内 

の 建物も密であ り新規 DHC を導入しやすい 区域だと考えられる。 D は l 棟あ たりの 熱 負荷はそれ 

ほど大きくないが、 あ る程度の熱負荷を 持った棟が密集することで、 そのエリア全体としての 熱 

負荷は大きくなり、 分散型エネルギーシステム 導入を検証するに 値するエリアだといえる。 そこ 

で、 次節以降において、 B 。 D の高密度 熱 需要期待地区を 選定するための 境界線を設定し、 高密 

度熱 需要期待地区の 選定を行 う 。 

3) 東京都区部町丁目と 既存地域冷暖房の 特性 

対象地区であ る東京都区部の 3,134 町丁目の特性を 以下 ( 図 2 一 4. 16) に示す。 ただし既存 

DHC とは無関係に 町丁目を設定しているため、 DHC 地区としてすでに 成立している 町 丁目も 

含まれる。 
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第 8 章、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

文献 1. では地域エネルギーシステム 導入期待地区選定手法として、 熱 負荷密度 4.2 (TJ/ha 。 

年 ) 以上という基準が 用いられていた。 本研究では、 地域エネルギーシステムの 導入対象地区選 

定の手法として、 区域 熱 負荷密度 (TJ/h". 年 ) に加え、 より既存の地域エネルギーシステムの 

特性を考慮した 選定を行 う ために建物 1 棟 あ たりの 熱 負荷留 度 であ る建物平均熱負荷密度 (TJ/ 

棟 。 年 ) を同時に地域エネルギーシステムの 導入選定の軸に 加える。 基準になる既存地域 ェ ネル 

ギーシステムの 特性を図 3 一 2. 17 に示す。 

既存 DHC において、 東京都 QIS 建物データを 用い、 延 床面積が 3,000m2 を超える建物を 抽出 

し 、 その建物の棟 数 。 熱 負荷・区域面積の 関係を明らかにする。 3,000m2 という数値は、 DHC 

りこ 加入する建物と、 加入しない建物の 基準として設定している。 ここでの建物平均熱負荷密度は、 

3,000m2 以上の建物における 熱 負荷 ( 需要 ) を、 その株数で除算したものであ り、 区域 熱 負荷 

密度は 3,000m2 以上の建物における 熱 負荷を DHC の供給面積で 除算したものであ る。 なお、 3,000 

m2 以上の建物というのは 仮定であ り、 実際の供給 先 建物とは無関係であ る。 また、 GIS で用い 

た 建物データは 平成 u4 年以降に建てられた 建物を含んでいない。 
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図 3 一 2. 17  既存 DHC 特性 
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図 3 一 2. 18 既存 DHC 特性の近似 線 
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業務用途地区を 中心として密集されて 既存地域エネルギーシステムの 分布と各熱源種別の 

効率を図 3 一 2. 19 、 表 3 一 2. 3 に示す。 
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表 3 一 2. 3 熱源システム 目 

熱源 シ     

吸収・ボイラ 方式 

( ガス方式 ) 

電動方式 

( 電気方式 ) 

吸収・電動方式 

( 電気・ガス併用方式 ) 

捌の平均効率 (65 地区の分析結果 ) 

テム種別 効率 
一般システム 0 ． 61 

コ - シ 。 ，ネぢ卜 黙示 @] 用 0 ・ 68 

未利用エネルギー 利用 丁 7 

一般システム 0 ・ 85 

未利用エネルギー 利用 0 ． 99 

一般システム 0 ． 68 

コづ 。 ， 祁卜 熱利用 0 ， 74 

未利用エネルギー 利用 0 ， 74 
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第 8 章、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

3 一 2 一 2  エネルギー負荷密度による 地域エネルギー 供給システムの 導入期待地区撰定 

既存 DHC 地区を対象とした TJ/ha  と TJ/ 棟の重み付けな 行った指標として、 図 3 一 2.  17  よ 

り 近似 線 をとり ( 図 3 一 2. 18L 、 その近似 線 に直交する直線をしきい 値として指標を 作成する。 

また、 近似線を軸として、 エネルギー需要量から 見た高密度 熱 需要期待地区を 選定するための 以 

下の基準を設定する ( 図 3 一 2.  20) 。 

最低ラインを 設定するため 図 2 一 4. 18 を区域平均熱負荷密度 (0 ～ l0TJ/ha) 建物平均熱 負 

荷 密度 (0 ～ 8TJ/ 棟 ) の範囲で拡大し 図 3 一 2. 20 に示す。 

[ 高密度 熱 需要期待地区の 選定基準 ] 

① 既存 DHC  の (TJ//ha,TJ/ 棟 )  最小値以上 

② 4.2TJ7/ha  以上 

③ 既存 DHC の地区特性を 近似 線 で表し②との 交点以上 

④ 近似 線 と直交し①で 指定した既存 DHc を通る線以上 

⑤ 近似 線で 4.2TJ/ha をとる点を通る 直交線以上 

0  1  2  3  4  5  6  7  8  9  ㏄ 
  

区域平均熱負荷密度 ( 丁 J/ha) 

図 3 一 2. 20 高密度 熱 需要期待地区の 選定 

3134 地区の中条件① 274 地区、 条件② 436 地区、 条件③ 436 地区 ( ②と結果が同ツ、 条件④ 

460 地区、 条件⑤ 649 地区が選定された。 図 3 一 2. 21 ～図 3 一 2. 25 に選定された 地区を示す。 
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①既存 DHC  における (TJ/ha  ,TJ/ 棟 )  の最小値以上 

図 3 一 2. 21 条件①により 設定された 密度 熱 需要期待地区の 分布 (274 地区 ) 

② 4.2TJ/ha  以上 ( 文献上の DHC 推奨 値 ) 

図 3 一 2. 22 条件②により 設定された高密度 熱 需要期待地区の 分布 (436 地区 ) 
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第 8 束、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

③既存 DHC の地区特性を 近似 線 で表し②との 交点以上 

図 3 一 2.23 条件③により 設定された高密度 熱 需要期待地区の 分布 (436 地区 ) 

④近似 線 と直交し DHC の最小値を通る 線以上 

図 3 一 2. 24 条件④により 設定された高密度 熱 需要期待地区の 分布 (460 地区 ) 
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⑤近似 線で 4.2TJ/ha をとる点を通る 直交線以上 

図 3 一 2. 25 条件⑤により 設定された 要 期待地区の分布 (649 地区 ) 
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3 一 2 一 3  高密度エネルギー 需要期待地区の 類型化 

1) 設定条件 

前節で選定した 高密度 熱 需要期待地区 649 地区について、 地域類型化を 行 う 。 類型化の目的 

は 、 高密度 熱 需要期待地区の 地域特性を把握整理し、 その特性を様々な 観点から検証していくこ 

とであ る。 加えて、 各類型の地区特性において、 分散型エネルギーシステム 導入の影響解析を 行 

ぅ ことにより、 例えば、 業務中心地区では、 どの分散型エネルギーシステムをどの 程度の容量で 

導入することが 望ましいといった、 一般解を提示することが 可能であ る。 

地域類型化を 行 うに 当たり、 エネルギー消費原単位を 用いて 649 の各対象地区における 熱需 

要を算出した。 そこから、 熱 負荷密度と冷温比を 算出し、 横軸に熱負荷密度の 対数、 縦軸に冷温 

比を取り類型化した。 熱 負荷留 度 と冷温比を軸にとった 要因は、 地域を熱特性に 基づき類型 4 セ す 

るためであ る。 熱 負荷密度の対数を 取った目的は、 各個 ( 横軸 ) を拡散させ、 より精度の高いか 

っ 視覚的に解りやすい 結果を出すためであ る。 

また、 DAR の機器効率を 1.2 と設定して冷房需要に 必要な蒸気量を 算出した。 

                                                        2..0-""T 「                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
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一 0 ． 5 0 ， 0 0 ． 5 l.0 Ⅰ・ 5 2.0 

熱 負荷密度 ( 対数 ) 

図 3 一 2.26 対象地区における 熱 負荷密度 ( 対数 ) と冷温比の相関関係 

2) 地域類型 4 ヒ 

ここでは、 類型化する際にクラスタ 一分析等の分析手法を 用 いず 、 境界数値を設定し、 6 類 

型に分類した。 境界数値は以下の 通りであ る。 境界数値は、 数値の最大値・ 最小値を考慮した 上 

で、 何 通りかを検証した 結果、 以下表の値を 設定した。 クラスタ一分析により 類型化を試みたが、 

数値的にバランス 良くかつ地区特性に 特徴が見られない 結果となったため、 本研究では採用しな 

いこととした。 
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表 3 一 2.4 類型化のための 境界条件 

  
一 0 ． 20 0 ・ 30 0 ． 80 1.30 1.80 

熱 負荷密度 ( 対数 ) 

@  .W  0  V ム Ⅳ 、 皿 Ⅱ 。 既存 DHC  l 

図 3 一 2. 27 地域類型 ィヒ 

図 3 一 2. 27 で類型化した 地区の用途構成比を 下図に示す。 さらに、 類型化きれた 地区の分 

布 状況を、 GIS を用いて可視化した。 
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図 3 一 2. 28 建物用途構成比 
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第 8 率、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

表 3 一 2. 5  各類型の地区 数 

    Ⅰ R23 
図 3 一 2 、 29: 地域類型化 GIS 図 

各類型の用途構成と 上分布図から、 類型の大まかな 特徴を以下にまとめる。 

1 類 : 都心業務中心地区 

Ⅱ 類 : 業務・商業中心地区 

Ⅲ 類 : 住宅・業務・ 宿泊混合地区 

W 類 : 住宅・業務混合地区 

V 類 : 住宅・医療・ 教育混合地区 

W 類 : 住宅中心地区 

Ⅱ C 
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3 一 3  地域特性による 地域エネルギーシステムの 効率分析 

3 一 3 一 1  評価設定条件 

高密度 熱 需要期待地区より 構築した 6 類型の特性を 反映させたモデル 地区において、 分散型 

エネルギーシステムを 導入したときの 影響を検証評価する。 既存 DHC データ 15) 、 16) より、 モ 

デル地区の区域面積を 8ha 、 延 床面積を 250,000m2 とした。 

1) 熱 負荷密度。 冷温 比 。 熱電 比 

前章で類型化した 6 類型の熱特性を 以下に示す。 改めて、 語句の整理をしておく。 熱電 比と 

は 、 熱 需要に対する 電力需要であ る。 冷温 比 とは、 冷房需要に対する 温熱 需要の割合であ る。 

表 3 一 3. ] 熱 負荷密度。 冷温 比 ・ 熱穏 比の平均 

2) エネルギー需要特性 

類型 1 ～Ⅵの戸別の 需要特性を次 図 に示す。 類型 1 と類型Ⅱ、 類型 皿と 類型 W 、 類型 V と類 

型 W は、 用途構成が比較的類似しているため、 月別の需要パターンも 類似している。 しかし、 熱 

負荷密度や熱電比が 大きく異なるため、 需要量が大きく 異なっていることが 分かる。 

4 ㏄                                                               

  
  
                            3[ 月 ]                             3D 月 ] 

                                              団         暇耳   
Ⅲ w/ 450 月 ]   回                                 冷温               柚力         450                                                                     600                                                                                                                                                                                                             600                                                                                                                                                                                                                                             
300                                                                                                                                                   300                                                                                                                                             

    

      Ⅰ 50                                                                                                                                         150                                                                                                                                                               
                            3[ 月 ]             Ⅰ 0 Ⅰ l         3[ 月 ] 

[ 「 W/ 月 ] 回                                     回   
450                                                                     

斡俺                 

300                                                                                                                                   3 ㏄                                                                                                                                             
    

150                                                                                           l ㏄                                                                                                                                                     
                              3[ 月 ]             10 11         3[ 月 ] 

図 3 一 3. 1 各類型の月 別 エネルギー需要特性 
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第 8 車、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

3) システム設定 

(1) ガスタービン (GT) システム 

このシステムで 用いる熱源は 炉 筒 煙管蒸気ボイラ (STB) 、 蒸気瑛二重効用吸収 式 冷凍機 (DAR) 

であ り、 コージェネレーションシステムとしてガスタービンシステム (GT) を用いる。 ただし、 

煙筒煙管蒸気ボイラ (STB) は補助熱源として 扱 う 。 

排熱 形態は全て蒸気であ り、 温熱。 冷熱需要を賄 う 。 不足蒸気分については、 炉筒 煙管蒸気 

ボイラ (sTB) により製造する。 なお、 蒸気吸収 式 冷凍機と補助ボイラに 掛かる補機動力は 、 系 

統 電力からの 震 電により賄 う 。 運転方法は、 電 生熟 従 運転・無主震 従 運転 ( 後述 ) であ る。 

図 3 一 3. 2 ガスタービンシステム 

(2) ガスエンジン (GE) システム 

このシステムで 用いる熱源は 炉 筒 煙管蒸気ボイラ (STB) 、 蒸気瑛二重効用吸収 式 冷凍機 (MR) 、 

温水漿 単 効用吸収 式 冷凍機 (5 皿 ) であ り、 コージェネレーションシステムとしてガスエンジン 

システム (GE) を用いる。 ただし、 炉筒 煙管蒸気ボイラ (STB) は補助熱源として 扱 う 。 排 無形 

態は温水と蒸気であ り、 その割合は 1 : 1 とする。 温然需要は最大限温水で 賄い、 余剰温水にっ 

いては温水梵学効用吸収 式 冷凍機 (5 皿 ) の入力エネルギーとし、 冷熱を供給する。 不足温熱 分 

ほ ついては、 炉筒 煙管蒸気ボイラ (STB) からの蒸気で 賄 う 。 冷熱需要は、 ガスエンジンからの 

蒸気と温水で 賄い、 不足冷熱 分は 煙筒煙管蒸気ボイラ (STB) からの蒸気を 入力エネルギー とし 

た 蒸気 焚 二重効用吸収 式 冷凍機 ( ℡ R) で賄 う 。 なお、 蒸気吸収 式 冷凍機と補助ボイラに 掛かる 

補機動力は、 系統電力からの 買電 により賄 う 。 また、 温水漿 単 効用吸収 式 冷凍機 (5 皿 ) はガス 

エンジン 排熱 のみを入力エネルギーとするので、 ガスエンジン 停止時には運転しない。 運転方法 

は 、 電 生熟 従 運転。 熱 主震 従 運転 ( 後述 ) であ る。 

l 燃料 l 
所                             ・・・・・・・・・ @F..,.., 。 g                               

ガス GE                   

  
図 3 一 3. 3 ガスエンジンシステム 
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このシステムで 用いる熱源は、 熱回収ヒートポンプ (DBHP) 、 ヒーティンバタワーヒートポ 

ンプ (HTHP) 、 給湯ヒートポンプ ( 給湯 HP) 、 冷専 ターボ冷凍機 (ETR) 、 炉筒 煙管蒸気ボイラ (STB) 

であ る。 

熱回収ヒートポンプ (DBHP) については、 熱が余らないように 暖房需要。 冷房需要のどち 

らかに合わせて 運転する。 ヒーティンバタワーヒートポンプ (HTHP) は、 冷 。 温 切り替え運転を 

するため、 冷 。 混同時取り出しは 行わない。 

給湯需要は、 給湯ヒートポンプ ( 給湯 HP) で賄 う とした。 業務用の大規模な 給湯ヒート 

ポンプはまだまだ 開発段階ではあ るが、 将来考えられる 熱源システムのひとっとして 本研究では 

扱っていく。 

燃料 

図 3 一 3. 4  電気式システム 

(4)  個別式 (PAC)  システム 

今回検討したパッケージェアコンは 空冷式であ る。 

燃料 発電所 "                                                                                               仮 

図 3 一 3. 5 個別式システム 

4) 機器効率 

ここでは、 炉筒 煙管蒸気ボイラ (STBk 、 ガスタービン (GTL 、 ガスエンジン (GEL 、 温水梵学 

効用吸収 式 冷凍機 (SAR) 、 蒸気瑛二重効用吸収 式 冷凍機 (D 蛆 ) 、 冷専 ターボ冷凍機 (ETR) 、 熱回 

収 ヒートポンプ (DB 皿 ) 、 ヒーティンバタワーヒートポンプ (HTHP) 、 給湯ヒートポンプ ( 給湯 

HP) の機器効率を 示す。 下表の効率は 補機動力を考慮していない 値であ る。 また、 以下に示す 値 

は、 全て高位発熱量基準であ る。 

本研究では、 地域需要特性に 応じた有効熱源の 提案を研究目的のひとっとしている。 そこで、 

CGS 機器効率と受電 端 効率を 4 パターン設定し、 それぞれの効率が 将来どのようになれば、 どの 

システムが有効であ るのか ( 第 7 章にっづく ) という多角的な 評価を行 う 。 
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主 ) 受 留男効率 0 ・ 40 の設置条件の 理由及び結果は「第 7 曲参考 

5) 熱 損失 

熱 損失は下表のように 設定した。 表の値は、 熱 需要 ( 販売熱量 ) に対する 熱 損失量の割合で 

あ る。 

表 3 一 3. 4 熱 損失用 
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6) 搬送動力 

本研究における 搬送動力とは、 一次側から二次側までに 無媒を搬送するためにかかる 動力の 

ことであ る。 よって、 搬送距離が大きくなる 程、 搬送動力も大きくなる。 

以下に、 搬送動力の算定過程 1z) を示す。 まず、 配管を通る蒸気量及び 冷温水量を算出する。 

なお、 式 (3 一 3. 1) は 熱媒が 水の場合に用 る 。 冷水の温度差を 7 。 C 、 温水の温度差を l(n 。 C と設 

宜 した。 
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師 : 冷温水流量 ( ㎡ 7h) 

Hd  : 熱 需要 (GJ/h) 

At : 温度差 

Qs= 田 / 示 

Qs  ; 蒸気量 (mv/h) 

Hd  : 熱 需要 (GJ/h) 

Hs  : 蒸気の ェ ンタル ピ (2.770kJ/k 虚 ㈹ 

次に、 配管径を設定する。 導入する配管 径は 、 年間の最大径を 採用するものとする。 流速 w 

は 1.5m/S14@  とした。 

/r= {Q/ (TTXV) )o ， 5 

r : 配管 径 ( め 

w  : 流速 (m/s) 

単位長さ当たりの 搬送動力 E を算出する。 そのために、 まずレイノルズ 数・配管の摩擦係数。 

摩擦損失。 単位長さ当たりの 揚程を算出する 必要があ る。 

Re==wx2r/v 

R 。 : レイノルズ数 

v  : 動 粘性係数 (0.368x  io- 。 ) 

/=0.055x(l・   20,000』f/@r+lo 。 /RO)173) 
f: 配管の摩擦係数 

， : 等価粗さ (0.0003) 

A タ二ぷ /2 片Ⅹ w  ,/2g  xv 

Ap  : 摩擦損失 ( ㎜ Aq/m) 
9: 重力加速度 (9.8m ん 2) 

ノ : 水の比重量 (L,OOOkg/m3) 

H=@A@ox@1/1,000 

H: 単位長さ当たりの 揚程 (m) 
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この表の値と 前述した搬送動力の 理論 式で 算出した値とでは、 理論式の方が 表 2 一 5. 5 の 値 

0t/2 ～ 1/4 となった。 しかし、 通常、 理論 式 により算出された 搬送動力は実際よりも 小さくな 

ると言われており、 今回の結果は 想定範囲内の 誤差であ るのではないかと 考えられ、 理論 式 に妥 

当 性があ ると言える。 
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第 8 率、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

また、 別の方法において、 搬送動力の算定を 試みた。 しかし、 望ましい結果が 得られなかっ 

たため、 本研究で用いることはないが、 参考としてその 考え方を示す。 

全国の既存 DHC に対するヒアリンバ ヂ 一夕を基に、 ガス式 DHC. 電気式 DHC における搬送動 

力の一般解の 算定を試みた。 

方法として、 

① データが存在する 14lDHC に対し、 CGS 導入 DHC. データ欠如 DHC を排除 

② X 軸に熱負荷密度 [TJ/haL 、 Y 軸に補機電力 / 販売熱量を取った 際に 、 0 で囲んだ部分を 

目視で排除。 

0 ． 8                                                                                                                                                                                     

0.7                                                                                                                                                                                     
  

  10 20  30  40 50 60 70 

熱 負荷密度 汀 Ⅳ h 田 

Ⅹこのグラフの 近似線を取った 場合、 右肩下がりになるであ ろうという仮定と、 別 
評価軸 ( 熱 負荷密度・バロス 容積率等 ) で排除した際の 妥当性の欠けた 結果によ 
り、 この条件での 排除が有効と 判断。 

負荷密度と補機 / 販売熟金の 相 

重 回帰分析を用い、 搬送動力の係数を 算定する。 重 回帰分析を行りに 当たり、 以下表の変数 

設定と関係式を 作成した。 

表 3 一 3. 6 ガス式設定変数 

表 3 一 3. 7 電気式設定変数 
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第 3 章、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

CX  (A ソ (7  .D り +B/  (560  。 2  。 DB))+F  。 A  。 (2.2 Ⅰ 1.2)=  X   ， (4.2.1.1) 

  P 

CX@{A ， /(7 ・ DA ， )+B ， /(10 ・ DB ， )}+F ， @A ， @@ (6.@0/5.@0)@=X ，           。 (4.2.1.2) 

  
  p' 

c  : 供給区域面積 [ha] 

D : 熱 負荷密度 [GJ/ha] 

重 回帰分析を行った 結果を以下に 示す。 なお、 重 回帰分析の目的変数を x ( 補機 ) 、 説明 

変数を p . Q とした。 

x=pX+aY+Z 

表 3 一 3. 8 室回帰分析簡易結果 

  X   4.2835 1 2.9909 1 

搬送動力の係数となる Q の係数に注目すると、 ガス式の方が 電気式に比べ、 約 1/4 となって 

おり、 ガス式 く 電気式という 大小関係を考えると、 適当な結果と 言える。 ただし、 妥当性のあ る 

搬送動力値を 算出することは 不可能であ った。 

また、 係数 D の条件を変化させた 場合の重回帰分析の 結果を示す。 

表 3 一 3, 9 車回帰分析結果 ( 搬送動力 ) 

結果として、 搬送動力を算出するまでには 至らなかった。 ただ、 ガス式と電気式の 搬送動力 

比が 1/4 程度であ ることが、 改めて算出することができた。 これにより、 ガス式 DHC 及び電気式 

DHC のどちらかの 搬送動力が分かれば、 この比率によりも う 一方の搬送動力を 算出することが 可 

能 となる。 なお、 理論 式によ る搬送動力であ ると、 時刻別の冷温比の 関係からばらつきはあ るが、 

1 ～ 1/10 程度であ った。 
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3 一 3 一 2  エネルギー評価指標 

1)  ト一タル C0P 

ト一タル copl) は需要家の総エネルギー 負荷をそのエネルギーを 製造するために 必要な一 

次ェ ネルギ一で除算する。 総 エネルギー負荷として 熱 と電気を同時に OUTPUT とし、 プラント内 

の熱源機器に 投入された一次エネルギーと 系統電力の発電所までさかのほうた、 一次エネルギー   

0 合計を I № UT とする。 なお、 ここでは、 余剰電力は売電する ( オープンシステム ) としている 

ため、 他地区が系統電力から 買電 している電力需要を 賄っていると 考え、 ト一タル COP において、 

余剰電力分の 一次エネルギーを 全投入エネルギーから 減算する。 また、 将来の有効熱源の 判別 指 

標 として、 このト一タル COP を基準とし判断して い く。 以下に 、 ト一タル COP の算定式を示す。 

地域 熱 Cop= 
熱 需要 

システム投入一次エネルギー 量一 CGS 発電量 / 受電端 効率 

( 米オープンシステム ) 

2)  地域 熱 C0P 

cGs は電力と熱を 同時に製造している。 地域 熱 cop2) とは、 仮に電力を製造するのに 必要な 

一次エネルギーと 熱を製造するのに 必要な一次エネルギ 一で分けたとき、 前者の一次 ェ ネルギ一 

分を発電所が 製造したときに 必要だった投入エネルギーとして、 CGS システムに投入された 投入 

一次エネルギーから 減算した COP であ る。 以下に、 地域 熱 COP の算定式を示す。 

地域 熱 coP= 

3)  co, 排出削減率 

分散型エネルギーシステム 導入による co, 排出削減率を 評価する。 評価対象は、 現状の個別 

システム (PAC) であ る。 電力消費に伴 う CO, 排出原単位は 火力発電所基準とし、 都市ガスの発 

熱量を 41.lMJ/N が 17) とした。 以下に、 算定式を示す。 

co2% トと士廿肖 Ⅱ 減率二 Ⅰ 一 
分散型エネルギーシステム CO2 排出量一個別式システム CO2 排出 

個別式システム CO2 排出量 

4)  地域発電 cop 

地域発電 COP とは、 CGS の電力に特化した COP であ り、 CGS から供給される 電力を一般的に 

評価し、 受電 端 効率との相互比較評価が 可能となる。 本研究の位置付けは、 後述するバルチ ラェ 

ンジン等発電効率の 高い cGs の電力優位性を 正当に評価するための 指標としており、 通常解析 時 

には評価対象指標としない。 以下に、 地域発電 cop の算定式を示す。 

地域発電 CO Ⅰ = 
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第 8 車、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

5) 地域電力 c0P 

地域電力 COP とは、 CGS の電力に特化した COP であ り、 CGS から供給される 電力を一般的に 

評価し、 受電 端 効率との相互比較評価が 可能となる。 本研究の位置付けは、 後述するバルチ ラェ 

ンジン等発電効率の 高い CGS の電力優位，性を 正当に評価するための 指標としており、 通常解析 時 

には評価対象指標としない。 以下に、 地域電力 cop の算定式を示す。 

地域電力 COP ニ 

6) cop 一次換算補正 

通常、 cGS の効率を評価する 際、 発電の一次エネルギー 量と排 熱回収量を同等の 価値を有す 

る エネルギーとみなし、 両者の比率で 投入エネルギー 量を配分して 各 エネルギー消費量を 算出し 

ている。 しかし、 電力と排熱の 価値は異なるので、 一般の発電所で 同じ電力を発電した 場合に必 

要な電力 分 として控除し、 残りの燃料から 排 熱を生産したとして 排 熱エネルギー 消費量を定義 

18) した。 具体的な算出方法は 第 4 章で述べる。 なお、 この評価手法は、 一般的な CGS でも適応 

できるが、 本研究ではバルチチェンジンを 導入したときのみのひとっの 評価指標とした。 

投入エネルギー 量を 100 、 CGS 排 熱効率を 0 ・ 30 、 CGS 発電効率を 0,40 、 STB 効率を 0 ・ 83 、 受 

電端 効率を 0 ・ 36  とする。 

電力 :30/0.36=  83.3  投入エネルギーは 100X  83.3/  131.4=  63.4 

よって発電効率 は 30/63.4 二 0 ， 47 

排熱 ;40/0.83=48.1  投入エネルギーは 100X  48.1/  131.4 二 36.6 

よって 排 熱効率は 4Q/36.6 二 1.09 

3 一 3 一 3 コージェネレーション 運転方法 

(1) 電 生熟 従 運転 ( クローズドシステム ) 

クローズドシステムとは、 コージェネレーションシステム (cGs) を導入する建物 ( 地域 ) 

の エネルギー需要に 対し、 過不足なく供給を 行 う システムであ る。 よって、 余剰電力や余剰 熱は 

一切発生させない。 つまり、 余剰 熱 が発生する時間帯については、 後述する無主震 従 運転を行 う 。 

投入エネルギー 量 ( 給ェネルギー 需要 ) を 100 とし、 熱電 比 ・冷温 比 をそれぞれ変動させた 

ときのト一タル COP 及 び 地域 熱 COP の動向を下図に 示す。 熱電比を変動させる 場合は冷温 此な 

1.0 で固定させ、 冷温比を変動させる 場合は熱電北を 1.0 で固定させて 計算を行った。 また、 こ 

こでは、 補機動力を考慮していない 下表の効率を 用いた。 
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図 3 一 3. 7 熱電比が 変 したとき ( 冷温 比 - - ， ， ， 0 固定 ) の COP の動向 
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図 3 一 3. 8 冷温とヒが変動したとき ( 熱電 とヒ =1.0 固定 ) の COP の動向 

熱電化とは、 電力需要に対する 熱 需要であ る。 熱電比が 1.0 は、 熱 需要と電力需要の 比が 1: 

1 であ るということであ り、 熱電比が大きくになる つ れ 熱 需要が大きくなる。 冷温 比 とは、 温熱   

8 一 30 



第 8 章、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

需要に対する 冷熱需要の割合であ る。 冷温比が 1.0 ということは、 冷熱需要と温熱需要の 比が 1: 

1 であ るということであ り、 冷温比が大きくなるにつれ 冷熱需要が大きくなる。 

く 熱電地変動 ( 冷温 比 ==1.0 固定 )) 

熱電化 1.80 において、 ガスタービンの COP 動向が変化している。 これは、 CGS 蒸気供給量 

が蒸気需要量を 上回り、 完全に電生熟 従 運転になったためであ る。 ガスエンジンの 場合、 熱電 比 

が 1.30 付近で COP 動向が変化している。 これもガスタービン 同様、 完全に電生熟 従 運転になっ 

たためであ る。 

ト一タル COP においては、 熱電比の上昇に 伴い、 ガスタービン ，ガスエンジンともに 上昇し 

ている。 熱電比が小さいということは、 電力需要が大きいということであ り、 露虫黙従運転を 行 

う 場合、 余剰 排熱 が発生しないよう 制限が必要となる。 よって、 熱電比が 1.30 及び 1.80 付近ま 

では、 熱 主震 従 運転を行っていると 考えられる。 なお、 熱電比が小さい 段階での、 ガスタービン 

と ガスエンジンのト 一タル COP の差は、 CGS 発電効率の差分であ る。 

地域 熱 COP においては、 熱電比が 1.30 及び 1.80 付近まで 熱 主震 従 運転を行っているため、 

余剰電力の有無を 考慮することなく、 熱 需要に合わせて 運転していることとなる。 熱電比が 変ィヒ 

しても、 そのときの 熱 需要に合わせて 運転すればよいため、 地域 熱 cop の計算項目であ る熱電 

要 ・システム投入エネルギー 量・ cGs 発電量の比は 一定であ る。 よって、 冷温比が一定の 場合、 

熱電比が変動しても 地域 熱 cop は一定となる。 電 生熟 従 運転の場合、 ガスタービン・ガスエンジ 

ンの地域 熱 COP は共に下降している。 これは、 熱電比の上昇に 併せて電力需要が 小さくなるため、 

CGS からの 排 熱供給量は小さくなる。 そのため、 熱 需要に対する CGS の COP であ る地域 熱 COP は 

下降して い くと考えられる。 

く 冷温地変動 ( 熱電 比 =1.0 固定 )) 

蒸気と電力を 供給するガスタービンにおいて、 冷温比の変動は 熱電比の変動に 比べ、 cop に 

与える影響は 小さい。 50 の 熱 需要 ( 総エネルギー 需要を 100 と設定 ) における 温熱 需要と冷熱 

需要の割合が 変 ィヒ するだけで、 その 熱 需要に合わせた 運転をすればよい。 冷温比が上昇するとい 

ぅ ことは、 冷熱需要が増加し、 つまり、 蒸気需要が大きくなるので、 cGs によるエネルギー 供給 

量も増加する。 そのため、 COP が上昇していると 考えられる。 

温水・蒸気と 電力を供給するガスエンジンにおいて、 熱主 電化運転の場合、 発生温水は温熱 

需要のみ賄 う 設定としている。 よって、 温熱需要と冷熱需要の 大小関係は、 CGS の運転に大きな 

影響を及ぼす。 電力需要が 50 であ るため、 制限なく 電 生熟 従 運転を行 うと 、 58 (50/0.30X0.35) 

熱 が発生し、 熱が余ることとなる。 そのため、 熱電比が 1.0 の段階では、 すべて無主震 従 運転 ( 制 

限 的な電生熟社運転 ) で行われていると 考えてよい。 温熱 需要 ノ 冷熱需要の場合、 ガスエンジン 

で 熱 需要の全てを 賄 う ことができる ( 熱 主震 従 運転 ) 。 一方、 温熱需要 く 冷熱需要の場合、 温水 

発生量 = 温熱 需要となる運転を 行い、 不足蒸気は STB で賄 う ことが必要となってくる。 以上のこ 

とより、 冷熱需要を算出する DAR 効率は大きな 影響を及ぼすと 考えられる。 冷温 比 1.20 で C0P 
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第 8% 、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

(2) 熱主電従 運転 ( オープンシステム ) 

オープンシステムとは、 cGs を導入する建物 ( 地域 ) の 熱 需要に合わせて 運転し、 余剰電力 

ほ ついては売電するシステムであ る。 余剰電力を売電するということは、 その分だけ他地域への 

系統電力の供給量が 減少すると考えることができる。 

投入エネルギー 量を 100 とし、 熱電 比 。 冷温 比 をそれぞれ変動させたときのト 一タル coP 

及び地域 熱 COP の動向を下図に 示す。 設定条件や機器効率は「表 2 一 5. 1 」と同様であ る。 
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図 3 一 3. 9 熱電比が 変 したとき ( 冷温 比 =1.0 固定 ) の cop の動向 
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GT( ト一タル COP)   ・ GE( ト一タル COP)   G Ⅱ地域 熱 COp) "  。 ・ GE( 地域 熱 C0P) 

図 3 一 3. 10 市 混とヒ が変動したとき ( 熱電 比 =1.0 固定 ) の COP の動向 

く 熱電 比 変動 ( 冷温 比 =1.0 固定 )) 

熱電比が か きいほど、 電力需要が大きくなる。 そのため、 熱 需要に合わせて 運転する熟金 電 
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従 運転においては、 熱電比が小さいほど、 CGS から供給するエネルギーが 小 t いため、 ト一 タル 

COP け 小さく、 熱電比が上昇するに 伴い、 ト一タル COP は上昇していく。 ガスタービンとガスエ 

ンジンにト一タル COP の差異が生じているのは、 CGS 機器効率の差のためであ る。 

無主震 従 運転の場合、 余剰電力の有無を 考慮することなく、 熱 需要に合わせて 運転するこ 

とが可能であ る。 熱電比が変化しても、 そのときの 熱 需要に合わせて 運転すれば よ いため、 地域 

熱 coP の計算項目であ る 熱 需要・システム 投入エネルギー 量・ cGs 発電量の比は 一定であ る。 ょ 

って、 冷温比が一定の 場合、 熱電比が変動しても 地域 熱 coP は一定となる。 

鈴 湿地変動 ( 熱電 比二 1,0 固定 )) 

ガスタービンは 冷温比の変動による COP の大きな変化性見られない。 逆に、 ガスエンジンは、 

電 生熟 従 運転同様、 冷温 比 1.20 で大きな 変ィヒ が見られる。 この理由については、 電 生熟化運転 

で 述べた通りであ る。 

(3) オープンシステムの 意味 ( 余剰電力係数 ) 

電力と熱の形態で 作られたエネルギーは 供給範囲の限界があ る。 系統電力の配線を 用い、 電 

力は 日本全国に供給するのが 可能であ る反面、 熱は熱損失と 搬送動力の要因によって 供給範囲に 

限界があ る。 従って、 CGS を導入する建物 ( 地域 ) の 熱 需要に合わせて 運転し、 余剰電力を売電 

し 、 足りない電力分は 系統電力から 買電 することがエネルギーをより 効率的な使用方法であ る。 

また、 DHC からの昼間における 余剰電力は系統電力の 電力平準化にも 寄与できる。 

従って、 DHC の運転する際、 系統電力からの 売買 電 する期待値を 求めてみる。 

電力不足の最も 深刻な夏期において 昼間の時間帯と 夜間の時間帯に 分け、 各町丁目の余剰 電 

力 発生時間帯別に 色分けをする。 そのことで、 東京都区部において、 電力平準化を 基準として見 

た場合のコージェネレーションシステム 導入期待地区を 抽出する。 末項において、 昼間の時間帯 

を 8 ～ 21 時合、 夜間の時間帯を 22 ～ 7 時 合 とする。 

東京都区部における 電力需要は当然、 昼間の時間帯に 多く、 夜間の時間帯は 少ない。 このこ 

とを電力平準 ィヒと 絡めて考えると、 無主震 従 運転コージェネレーションシステムによる 余剰電力 

は 、 昼間の時間帯に 多く発生するような 運転となる地域が 有効であ る。 

前項と同様に「新規地域冷暖房導入期待地区」の 指標を用い、 その最低ライン (TJ/ha 二 2.6, 

TJ/ 棟 Ⅰ 3.3) 以上の町丁目において 検討を行 う 。 各町丁目における 7 月の時刻 別 電力需要量 と熱 

主震 従 運転に よ る時刻 別 発電量を算出し、 昼間と夜間別にその 需要量に対する 発電量の割合を 算 

出する。 余剰電力が発生する 場合を十、 電力が不足する 場合を一とするため、 以下に余剰電力係 

数 と定義し、 計算式を以下に 示す。 

余剰電力係数 二 CGS 発電量 /  電力需要 一 Ⅰ 上 
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WTT 目毎に昼間。 夜間の余剰電力係数を 算定し、 それぞれを軸とした 散布図を作成する。 ま 

た 、 発電機としてガスタービン、 ガスエンジンの 2 パターンにおいて 計算を行い、 グラフ化する。 

一 ガスタービン 利用システム 

夜間 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

昼間 

図 3 一 3, Ⅱガスタービン 町 丁目別余剰電力係数 

図 3 一 3. 1l は X 軸 p こ 昼間の余剰電力係数、 Y 軸に夜間の余剰電力係数とした 散布図であ る。 

値 が正であ れば、 時間帯合計の 発電量が需要量を 超えていることを 示し、 値が大きいほどその 割 

合 が大きい。 

ガスタービン 利用システムでは、 多くの町丁目において 夜間余剰電力係数が 小さい。 また 昼 

間 においても余剰電力係数が 正となる 町 丁目はそれほど 多くない。 夏期における 昼間の売電量は 

それほど大きくなく、 エリア需要量の 多くをガスタービンによって 担 う ことによって 、 図 

3.4.1-2 の系統電力負荷平準化効果が 見られたと考えられる。 

夜間 

昼間 

図 3 一 3. 12 グラフプロット 数 ( ガスタービンの 場合 ) 
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l.5   
    

昼間 

- Ⅰ・ 5 」 

図 3 一 3. 13 ガスエンジン 町 丁目別余剰電力係数 

ガスエンジンに 上ヒべて プロット場所が 正の方向に移動している。 これはガスタービンと 比較 

して発電量が 増加していることによる。 

ガスエンジン 利用システムでは、 昼間に余剰電力が 発生し、 夜間に電力が 不足する 町 丁目が 

多い。 こ う いった特性を 持つエリアは、 系統電力負荷平準化に 効果的であ り、 安価な深夜電力を 

そのまま利用できるというメリットがあ る。 

ガスタービンシステムにも 同様のことが 考えられるが、 無主震 従 運転コージェネレーション 

システムにもボイラを 設置し、 補助的に運転させることで、 余剰電力量やその 発生時間を変化さ 

せることが可能であ る。 

夜間 

引
 
旧
 
日
 

け
 

昼
 

図 3 一 3. 14 グラフプロット 数 ( ガスエンジンの 場合 ) 
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3 一 3 一 4  地域エネルギー 供給システムの 導入効率分析 

1) ト一タル COP 

ここでは、 cGs 容量を変動させた 場合のト一タル CoP の動向を検証評価していく。 また、 参 

者 として、 電気式 (HP) システムと個別式 (PAC) システムの値を 示しておく。 ㎝ SE ①の結果を 

下図に示す。 

， l:8[ja ， OQSteSWo ・ 65@@<ll ， ll@ ， ， ft) ・ 36 
040 

0 ㌔ 10% @0 苦色㏄ 4 ㎝ 5 ㎝ 60% 7 ㎝ 80 托 S0 Ⅹ l00 ス 0 Ⅹ l0 ㏄ 20 持 00 舶 40 Ⅹ 50 Ⅹ 60% 70 Ⅰ 80 Ⅹ 90% l 的弗 
㏄ '" 且 

070                                                                                                                                                               

0,40 

0 Ⅹ 10% 20 Ⅹ 30 Ⅹ 40 苦 50 Ⅹ S0% 70 Ⅹ 80 拍 90 メ l00 グ 0 拍 10 Ⅹ 20 Ⅹ 30 Ⅹ 40X 50X BO 弗 70 芳 BO 井 90% l00% 
cQs 容里 c ㏄神丘 

080                                                                                                                                                                     
080                                                                                                                                                                             OT 熱圭 

                  OT 宅主 
070                                                                                                                                                             070                                                                                                                 

00 圧         一 --GE 株主       ｜ム 
050                                                                                                                 050                                                                                                           一一 @ 日方 Kl(P 蝸 ) 

Lvaaj CBSSi ， SiWiVo ・ es　sWWo ・ ae                 
040   040 |vi@g|@ CGS@8@@ai@@0.65@gamtiSiWo ・ 36                   -1..% (H 安 の @ テ t 
0 Ⅹ l0 Ⅹ 20 ㏄ 30 帖 40% 50 光 60 ㌻ 70% 80 拍 g0 囲 l00 差 0 弗 l0 笘 20% 30% 40 托 50% 6 ㎝ 70 Ⅹ 8 ㎝ g ㎝ 100% 

cQs 宝華主 出 COS 毛亨出土 

図 3 一 4. Ⅱト一タル COP(CASE ① :CGS 総合効率 0 ． 65 受電端 効率 0 ． 36) 

CASE ①の場合、 CGS 容量がピーク 需要の 50 ～ 60% を越えたあ たりで、 GT の 電 生熟 従 運転を 

除き、 ト一タル COP が一定に近づいている。 GE の無主震 従 運転においては、 CGS 容量がピーク 需 

要の 30% を超えた当たりでト 一タル COP が一定となった。 これは、 50 ～ 60% の CGS 容量により、 

各月の各時刻削需要の 大半を賄 う ことが可能なためであ る。 

また、 住宅用途割合が 増加 nW 類型 ) する程、 ガスエンジンとヒートポンプのト 一 タル 

COP が拮抗し始め、 GE が有利な結果となっている。 これは、 V 類型・Ⅵ類型の 熱電比が高く 熱雷 

要 が大きく、 熱と電気を同時に 供給するという CGS の利点を最大限に 利用した結果であ る。 排 熱 

効率の低い GE を熱に合わせて 運転することで、 CGS への投入エネルギー 量は増加するが、 発電 

3 一 36 



 
 

 
 

 
 

8 一 37 



 
 

 
 

2)  地域 熱 C0P 

ここでは、 CGS 容量を変動きせた 場合の地域 熱 COP の動向を見ていく。 地域 熱 COP とは熱に 

特化した COP であ り、 CGS から供給される 電力の価値を 熱に換算し、 CGS の魚の価値を 正割こ 評 

価するための 指標であ る。 熱 という観点からのみの COP かつしシステム 内のみの評価範囲となる 

ため、 当然ト一タル COP と比較して値は 大きくなり、 機器効率や用途構成比の 影響も大きくなる。 

ガスエンジンが 非常に高い地域 熱 coP を示している。 

240                                                                                                                                                               2.40                                                                                                                                                           
              QT ぬ曲   

200                                                                                                   200                                                                                                                                                                     GT 毛主 

1,20                                                                                                                                                                                     
        - 一個別 中 八の 

080                                                                                                                                                     
Q80  "" 。 。 。 I！ヾigtl，QS@i@::W065‖WtlJW036 " 。 く -%"- 打 "." 。 。 ・ マ 六月Ⅰ・。 "". オヰ ・ モヰ ・ 笘 ". オ 。 ". Ⅰ ヰ，月 "," 吉                       
0.40   040 |ll@g|@CGStt@W065@SltWWo ・ 36                   @  ・・ 奄 (H 範式 曲 
0 Ⅹ l ㎝ 20% 3 ㎝ 4 ㎝ 5Q 托 60% 70K 8% Ⅹ             OX lo Ⅹ 2a 援 8 ㎝ 40X 5 ㎝ B0 メ 70 托 80 拍 90% l10 ㎝ 

C ㏄ 哲且 Ⅸ 革杏糞 

  2.00                                                                                                                                                                 2,00                                                                                                                                                           ar 忠生 

160                                                                                                               160                                                                                                                                                       已下 域主 

          一 " 。 。 "" 
120                                                                                                                                                                                                                                                                                               一 "" 。 "" 

      
080                                                                                                                 
匝國 。 "" 。 " 。 。   。 。 """"" 。   ' 。               回                                                                             

040   0% 

Q 托 1 ㏄ 2Q Ⅹ 30% 40% 5Q 援 6 ㏄ 70X ㏄Ⅱ 90% l10 ㎝ 
cQs 雙里 

2.00                                                                                                                   

040 

0 払 10 帖 20 話 30% 40 拍 50 Ⅹ 60 Ⅹ 70 打 ㏄ 苦 90% 10 ㎝ 0 芙 l0)6 20K 30 打 440 笘 5 ㎝ 60X 70 話 80 括 90% l10 ㏄ 
cGs 寄せ " 糞呑里 

図 3 一 3. ]2 地域 熱 COP(CASE ① :CGS 総合効率 0 ・ 65 受電端 効率 0 ． 36) 

3)  C02 排出削減率 

ここでは、 各類型における C02 排出削減率の 算出結果を示す。 2) 、 3) では CGS 容量の変動 

に伴 う 指標の動向を 検証したが、 この項では CGS 容量を 100% の場合のみを 掲載した。 C02 は 排 

出 削減率という 指標は、 COP のような CGS 容量を決定する 効率的な指標とは 異なり、 どの程度の 

C02 削減効果があ るかを検証するための 目安だと考えたためであ る。 よって、 CGS 容量が年間の 

時刻 別 最大需要を 100% としたときの 100% として、 C02 削減効果を見た。 なお、 比較対象シス 

テム は個別式 (PAC) システムであ る。 
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図 3 一 3. 13  C02 排出量 (CGS 容量 100%) 

                        

  

Ⅰ O 弘 lo 苦 

                        

・ 日 - 酊 無主 - 田一 GT 電 圭 一十 +GE 拙生 ・Ⅰ・ QT 典主 一廿一 GT 宮主 + 十 @  GE 無主 
や一 GE 宜 生 キ電気式 (HP) や一 GE 安生 一 栄一電気式 (HP) 

図 3 一 3. 14  C0, 排出削減率 (CGS  容量 100%  対 個別式と ヒ較 ) 

C02 排出量はト一タル COP の優劣に類似し、 個別式 (PAC) システムが最も 多い結果となっ 

た 。 日本の年間の C02 排出量が約 13 億 t/ 年 24) であ ることを考えると、 今回のモデル 地区程度 
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0 分散型エネルギーシステムひとっを 導入した際の C02 排出削減量は、 2 万 セ / 年 程度であ る。 た 

だし、 これが、 東京都区部あ るいは主要都市に 広がったときの、 業務や家庭から 排出される C02 

排出削減効果は 大きなものとなることが 期待される。 

また、 分散型エネルギーシステム 導入による C02 排出削減効果は、 すべての類型において、 

かつすべての 機器において 見られた。 特に、 GE の無主 電従 運転及 び 電気式 ( ℡ ) システムの削 

減効果は非常に 大きいことが 明らかとなった。 これは、 (2) で述べたことと 同様の要因であ ると 

考えられる。 

4)  cGS 発電効率と受電 端 効率の相関， 性 

ここでは、 CGS 発電効率と受電 端 効率との相関性を 検証していく。 検証方法として、 CGS 発 

電効率を設定した CGS 総合効率から 0.01 引いた値から 0 ． 01 まで変動させ、 そのときのト 一 タル 

COP  の動向を見ていく。 CGS  総合効率が 0.65  の場合、 CGS 発電効率を 0 ・ 64 ～ 0 ・ 01  まで変動きせ 

るということであ る。 そのときの CGS 排 熱効率は 0 ． 01 ～ 0 ． 64 となる。 

なお、 CGS 発電効率が 0 ・ 64 などは現実としては 考えられないが、 ト一タル COP がどのよ う 

な 動向を示すのかという 研究的な視点として、 本研究では検証を 試みた。 

cGs 発電効率と受電 端 効率との相関性を 見るためト一タル coP という観点に 注目する。 グラ 

フの X 軸は受電 端 効率から CGS 発電効率を引いた 値であ る。 よって、 X 軸が右にいくほど、 CGS 

発電効率は大きくなるということであ る。 また、 各類型及び 各 CASE において、 ト一タル C0P が 

発散しているため、 その上限を載せることは 意味がないと 判断し、 次図 ( 図 3 一 3. 13) のように 

掲載した。 

各類型ともに、 あ る cGs 発電効率に達するとト 一タル cop が発散していることが 判る。 ト一 

タル COP とは、 分母の熱需要 + 電力需要は各類型において 一定であ るため、 分子に要因があ るこ 

とは明白であ る。 注目すべきは、 烈士 電従 運転の場合のみが 発散しており、 電 生熟 従 運転は発散 

していないということであ る。 無主震 従 運転とは、 熱 需要に合わせて 運転し、 余剰電力が発生し 

た場合には、 系統電力に売電するという 運転方法であ る。 発散しているのは、 X 軸 方向に進んだ 

場合、 つまり発電効率が 上昇し、 排 熱効率が下降した 場合であ る。 排 熱効率が低い 状態で熱主震 

従 運転を行った 場合、 CGS への投入エネルギー 量が増加し 、 併せて CGS 発電量も極端 [ こ 増加する。 

そして、 あ る CGS 発電効率に達したとき、 ト一タル COP の分母であ る余剰電力 / 受電端 効率が、 

全投入エネルギー 量を上回り ( 分母がマイナスになり ) 、 ト一タル COP が発散するのであ る。 

電 生熟社運転のときにト 一タル COP が発散しないのは、 電 生熟 従 運転は余剰 排 熱を発生させ 

ない運転方法だからであ る。 仮に、 排 熱効率が高 い 場合であ ると必ず余剰 排熱 が発生してしまう 

が、 その時間帯は 熱主震 従 運転を行い、 余剰 排 熱を発生させない 設定としている。 つまり、 電主 

黙従運転は制限がかかっており、 いかなる機器効率の 場合においても、 ト一タル coP が発散する 
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図 3 一 3. 13 菱蟹 端 効率と CGS 機器効率の相関性 
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3 一 4  結論 

3 章では、 本研究で対象とする 地区 ( 高密度 熱 需要期待 地 団を撰定 し 、 さらに撰定され 

た地区を 6 つに類型化し、 対象地区を一般化した。 本章で示した 6 類型及び 649 地区について、 

4 章。 5 章で、 分散型エネルギーシステムを 導入した際の 影響解析及びバランドデザインを 行っ 

ていく " 

以下に、 本章の結果を 示す。 

東京都区部町丁目 3,134 地区における 高密度 熱 需要期待地区は 649 地区であ る。 

高密度 熱 需要期待地区を 熱特性に基づいて 類型化したとき、 業務地区と住宅地区は 相反する 

用途構成を示す。 

既存 DHC の存在する全地区において、 高密度 熱 需要期待地区が 重なっている。 

高密度 熱 需要期待地区は 東京都心部 ( 山手線 内 。 山手線沿線 ) に多く分布している。 

理論武にょり 算出した搬送動力は、 実測による試算値の 約 1 ～ 1/10 程度であ る。 

CGs の 熱 主震 従 運転による売電効果は、 cop に非常に大きな 影響を与える。 特に、 ガス エン 

ジンを導入した 際の、 cop 上昇効果は顕著であ る。 

住宅中心地区においては、 ガスエンジンの 無主震 従 運転の cop が非常に高い。 逆に、 業務中 

心地区においては、 ヒートポンプの COP が非常に高い。 

機器効率の上昇は、 COP に大きな影響を 与える。 特に、 地域 熱 COP に与える影響は 大きい。 

地域エネルギーシステム 導入による C02 排出削減効果は 10 ～ 40% であ る。 

熱 負荷密度が高い (10 以上 ) の地域では、 年間の時刻 別 最大需要の 30% 程度でト一タル C0P 

が一定となり、 熱 負荷密度が低い (3 ～ 4) の地域では、 年間の時刻 別 最大需要の 20% 程度で ト 

一 タル COP  が一定となる。 

機器効率の高 い 高性能 cGs を導入した場合、 地域 熱 cop だけでは評価が 難しいため、 地域 発 

電 cop や 一次エネルギー 補正評価など 様々な観点からの 評価が必要であ る。 

高密度 熱 需要期待地区は、 熱 負荷密度が高い 地区であ るため、 都心部及び東京湾岸に 分布す 

ることほ必然と 考えられ、 本章の結果でもその 傾向が見られた。 類型化した際には、 業務中心地 

区 が都心部に分布するなど、 GIS を用いて現実的な 分布状況を示した。 また、 全既存 DHC と高密 

度 熱 需要期待地区が 重なっていた。 これらのことにより、 本研究における 高密度 熱 需要期待地区 

の 妥当性と現実性が 確認ほれたと 考えられる。 

3 一 42 



第 8 車、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

[ 参考文献 ) 

プロジェクト 2010  日本全国地域冷暖房導入可能性調査研究 平成 6 年度報告書 

2) 木暮大介 : 高密度業務集積地域における 分散型エネルギーシステム 導入に関する 研究， 

建築学会， 2005 

3) 東京ガスパンフレット     産業用ガスコージェネレーション (4 ～ 7 Ⅷ 級 GT) 

め川崎重工業 HP  : http:/ ル WW.khi.co.jp/gasturbine/products/120a/haichi.html 

5)  三菱重工 H  P      http://" 柵   mhi ・ co ， jp/ydmw/gaseng/ 
6)  関西電力 H  P  :http ッル ww.kepco.co,jp/p 「 essre/2005/0530-lj.html 

料 ( バルチラガスエンジン ) 

8)  省エネルギーセンター :http: Ⅳ WW,eccj.or.jp/qanda た ndeX.html 

9) 田中俊六 : 環境保全 と 省エネを実現するヒートポンプ・ 蓄熱 システム， 0 ㎞ sha,2005.7 

10) 東京電力 : 数値で見る東京電力， H16 年度 

11) 都市基盤整備公団臨海部再生に 係るエネルギー 供給基盤整備検討調査報告書， H13 年 3 

月 

12) 毒 新京 : 省エネルギー 性・環境性からみた 既存地域冷暖房の 可能な供給範囲に 関する 研 

究 ，建築学会， 2001 

13) 章 新京 : 東京駅周辺における 既存熱供給事業のネットワーク 化に関する研究，建築学会 

計画論文集 pp49-56,2002 年 8 月 

14) 吉田聡 : 日本における 熱 併給発電 (CHP) を組込んだ広域熱供給システムのエネルギー 

評価に関する 研究， 日本建築学会計画系論文集，第 529 号， 2000 年 3 月 

15) 地域冷暖房ヒアリンバデータ 

16) 日本熱供給事業協会 : 熱供給事業 便 

17) 資源エネルギー 庁 : エネルギー源別標準発熱量表の 改定について ， H14 

18) 大阪大学下田研究室 ; 地域冷暖房の 実態分析， 2003,11 

19) 空気調和・衛生工学会 : 都市ガスによる CGS 計画・設計と 評価 

20) 地域冷暖房協会 ; 「プロジェクト 2010  日本地域冷暖房導入可能性調査研究平成 6 年度 

報告書」， 1995.3 

21) 環境省 : 温室効果ガス 排出量算定法検討会報告書， H12 年 

22) 日本建築学会 : 建物の LCA 指針， 2003.2 月 

23) 佐々木俊文 : 都市エネルギーシステム 構築のための 地域需要特性分析，建築学会， 2005 

24) 全国地球温暖 ィヒ 防止活動推進センター HP     

http://www ． jccca ． org/education/datasheet/03/data0303.html 

25)  各地域冷暖房パンフレット 

26) 東京ガス株式会社ヒアリンバデータ 

 
 

 
 

 
 

 
 

8 一 43 



第 8 車、 都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究 

27) 都市ガスによるコージェネレーション 減刑計画・設計と 評価 : 空調学会 

28) 尾島、 建築の光熱水 費 、 丸善、 1984.8 

29) 佳士庶 聡 、 東京都区部における 地域冷暖房導入地区の 選定に関する 研究、 1986.12 

4
 
4
  
 

3
 

 
 

  

 
 

 
 



第 4 章地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区におけ 

る 省エネルギー 性に関する研究 
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4 一 2  新規尊人地区の 地域エネルギーシステムの 状況及 び 周辺地域の特性検討 
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第 4 車 地域エネルギーシステムの 新規 大地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

円 概要 

東京都区部のマクロ 的評価を行った 前、 実際に日本橋エリアやガス 式地域冷暖房の 整備され 

ている大手町。 丸の内。 有楽町 ( 以下、 大丸盲地区 ) において詳細検討を 行 う 。 既存蒸気配管を 

利用したコージェネレーションシステム 熟金 電従 運転の有効性を 明らかにし、 業務施設が集積す 

る 地域におけるエネルギーシステムのあ り方、 サステ ナ ビリティの実現を 目指す。 

4 一 2 新規導入地区の 地域エネルギーシステムの 状況及び周辺地域の 特性検討 

4 一 2 円 分析対象の概要 

1)  日本橋の現状 

日本橋川に限ったことではない 

が、 河川は汚水で 汚され、 さらに多く 

の ゴミ が捨てられるよ う になった。 高 

度経済成長や 東京オリンピックなど 

が 要因となり、 首都高速整備が 急務と 

なり、 日本橋の上に 首都高速が掛けら 

れた。 江戸時代の中心であ った日本橋 

は、 その美しさや 賑わいを失った。 

400 年の歴史の間、 周辺地区は 

様々な都市機能を 失った。 日本銀行や 

日本証券取引所などの 機能は現在も 

残されているが、 当時のような 活気や賑わいは 見られない。 しかし、 最近になって 日本橋復興の 

動きは見られる。 都市整備や新たなデパートの 計画・開発が 進み、 日本橋を覆いかぶさっている 

首都高速の地下化という 話も聞くことができるよ う になった。 日本橋周辺は 注目を集め始め、 そ 

の 美しさや活気を 取り戻そうとしている。 

GIS ( 地理情報システム ) を用い、 視覚的に日本橋周辺地区を 調査する。 調査する項目は 、 

建物使用用途、 建物指数であ る。 

建物指数は、 地域冷暖房周辺から 北側エリアには 9 階以上の建物が 多く存在する。 3 階以下 

の 建物はエリアの 東側に多く存在する。 
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建物使用用途   

凡例 

日あ 叫喬 建物   
                                                        くその他のⅠ直す ぺてノ 

TVI6 

官公庁 

事務所 

商業施設 

住宅 

八室 洲 DHC エリア 

日本橋周辺エリアの 東には、 か きな住宅・商業施設・ 事務所が混在しており、 八重洲日本橋 
地域冷暖房周辺の 南西エリアには 大規模な業務・ 商業施設が多く 見られる。 

建物 階数 

て
 
l
 

 
 

4 一 3 



第 4%  地域エネルギーシステムの 新規 蝉 大地区および 投備 更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

4 一 2 一 2  日本橋地区都市再生 提 

1)  日本橋周辺計画 

本研究対象地域における 日本橋川沿いの 空間を緑地。 親水空間として 整備する。 現在、 そこ 

にあ る建物の容積を 移転し、 本研究対象地により 高 な ビルを計画する。 きらに、 その周辺環境 

整備により得られる 容積も加える。 

建物以外は詳細な 提案は行わない。 日本橘地区で 注目を集めている 項目を中心に、 日本橋の 

あ るべき姿をまとめることとする。 

一 都市内緑地の 整備 

日本橋川沿いは 火通 な水辺空間を 創造し、 さらにはそこを 基点とした日本橋川緑のネット ヮ 

一クを 広げる。 都市内に緑のネットワークを 創造することにより、 人問と自然のふれあ いが可能 

となり、 さらには人問と 人間のふれあ いも生まれる。 さらに都市内に 緑を多く存在させることで、 

都市環境の改善。 都市防災機能の 向上。 人間の健康状態への 役割などにも 大きな 影 

あ ろう。 

の み 、 ソ トワークの形成 

図 4 一 2, 3 日本橘周辺地区整備計画提案 

一 川沿いの景観整備 

緑地の整備を 行 うと 共に、 水辺に配慮した 建物配置・計画を 行い、 美しい街並みを 創造する。 

東京都区部におけるビルと 川の関係は 、 決して良好ではない。 それが隣接していても、 そのほと 

んどが「ビルの 裏 側に川が流れている」といったものであ る。 水辺を整備し 、 人々がそこを 魅力 

と感じる空間が 生まれ、 より水辺に密接したビル 建設の計画をする。 エントランスを 川沿い側に 

設けることや、 大きな窓や休憩室。 社交 室 を川と向き合わせる 形で計画する。 

日本橋川に沿ってそのような 計画が進み、 カフェやラウンジなども 多く生まれ、 サンアント 
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二才 市 に見られるようなリバーウォークを 誕生させる。 

一 首都高速地下化 

現在、 日本橋は首都高速により 隠蔽されている。 高度経済成長期の 日本経済の下、 整備が急 

務であ った。 しかし、 水と人間の良好な 関係を形成するためには、 これら首都高速を 移転させる 

必要があ ると考える。 また、 大深度地下 法 により道路のような 公共施設を地下の 深いところへ 作 

ることが可能となった。 

このような背景のもと、 首都高速を地下へ 移転させることが 必要であ る。 当然、 様々な障害 

があ るが、 本研究対象地域だけでなく、 日本橋川沿いをより 魅力のあ る空間、 賑わいのあ る空間 

のため、 このような空間整備は 必要であ り、 それにより生まれるメリットは 少なくないと 考える。 
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第 4%  地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギ ね 性に関する研究   

4 一 2 一 3 地域エネルギーシステム 導入建物の概要 

本研究において 大規模コージェネレーションシステムを 導入する建物 ( 以下、 モデル建物 A 、 

B) について、 その詳細を設定する。 

八重洲日本橋地区地域冷暖房エリアの 北に位置する。 大丸 有 地区地域冷暖房はガス 式がほと 

んどであ り、 蒸気配管が整備されている。 そのため、 大規模コージェネ、 レーションシステムプラ 

ント との 熱 融通の可能性があ る。 

  ル 建物 A, B 計画工 リ 三コ 

図 4 一 2. 4 モデル建物 A と周辺 DHC マップ 

本研究において、 モヂル 建物を計画するエリアを モヂル A 、 B 地区とする。 

また、 モデル A 地区に隣接するエリアを B 地区とし、 モヂル A 地区と同様に 整備する。 
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モデル A 、 B 地区における 建物の詳細設定は 次にしめす。 

一 モデル A 地区建物詳細設定 

。 開発手法 都市再生侍 医 

。 敷地面積 9,400  ㎡ ( 資料による ) 

。 緩和容積率 1, 100% 

。 建物給起床面積 103,400  ㎡ 

。 指数 25F 

。 建築面積 4,136  ㎡ 

。 育成用途 150% 以上 

モデル建物 A 育成用途については、 宿泊施設とする。 モヂル 建物 A には大規模 CGS が導入さ 

れる。 その際に重要なのほ 発電の際に発生する 排 熱の受け入れ 先であ る。 宿泊施設は年間を 通じ 

て温熱 需要があ り、 CGs の高い効率を 維持することが 期待できる。 また大丸盲地区は 宿泊の需要 

が 増えることも 考えられる。 

育成用途を 150% 以上確保するため、 4 フロアを育成用途に 充てる。 残りの 21 フロアは競争 

力 のあ るオフィスを 誘致する。 

。 業務施設 86,856m2@ (924%)      ・ 21  フロア 

。 ィ旨グ師 億段 16.544m2@ (176%)      ・ 4  フロア 

モデル建物のエネルギー 負荷を以下に 示す。 グラフはその 月の代表的な 一日の合計の 値であ 
  
る 。 
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Wh     

 
 

300.000 60,000 

250.000 50,000 

200,000 40 ・ 0 ㎝ 

1SO ． OOO 30,000 

100,000 20 ． 0 ㏄ 

50,000 l0.0 ㏄ 樹 何 % 男 

      給湯 

                            8 月 口 冷熱 
一 - 電カ   

図 4 一 2,5 モチル建物 A ェ ネルギ一輔翼状況 (MJ/ 日 ) 

一 モデル B 地区建物詳細設定 

 
 

開発手法 都市再生時 区 

敷地面積 11,864 ㎡ (G15 データに よ る ) 

1,100% 

建物給起床面積 130,500  ㎡ 

階数 25F  建築面積 5,220  ㎡ 

育成用途 150 。 ん 以上 

モデル建物 B 育成用途については、 宿泊施設とする。 建物指数については、 モデル建物 A 

と同様 25 階と設定し、 それに合わせて 建築面積を設定した。 

育成用途を 150% 以上確保するため、 4 フロアを育成用途に 充てる。 残りの 21 フロアは競争 
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第 4 章地域エネルギーシステムの 新規導入地区およ ぴ 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

4 一 2 一 4  地域エネルギーシステムの 活用効果分析 

コージェネレーションションプラント 隣接街区における 開発と熱融通の 効果を検討する。 

1) 電 生熟 従 運転 ( 蒸気連携 ) 

  系統電力 

。 CGS プラントから、 A には冷温 

熱、 発電電力を供給 

  B には蒸気を供給し、 需要家側に 

て冷温熱を製造 

。 CGS プラント熱源システムは 、 

GT または GE . Sbo . D 蛆 
  A 不足分電力， B 電力需要は系統 

から買窩 

図 4 一 2. 7  連携のイメージ 

本節における 電 生熟 従 運転は、 モデル建物 A の電力需要に 合わせて運転を 行 う 。 また、 ガス 

タービンの場合、 モヂル 建物 A.B の 熱 需要に必要な 蒸気量を超える 場合には、 その時間に限り 

熟金 電従 運転とし、 余剰熱発生を 抑制する。 ガスエンジンシステムの 場合には、 単一ビル供給 と 

同様に、 温水はコージェネレーションプラント 導入建物の温然需要のみに 利用し、 蒸気を不足 分 

温 熱、 冷熱製造熱源とする。 ガスタービンシステムと 同様に、 余剰熱発生が 起こらないように 電 

生熟 従 運転を制限する。 

発電機及び補助ボイラからの 蒸気をモデル 建物 B へ 供給し、 熱交換器と二重効用蒸気吸収 式 

冷凍機により 温熱 ，冷熱を製造する。 建物 B 内に設ける蒸気吸収 式 冷凍機は、 コージュネレーシ 

コ ンプラント内に 導入するものと 同じ機器効率・ 機器特性・補機動力とする。 

ここでのト一タル COP は、 モデル建物 A,B の総エネルギー 負荷に対しての 計算によって 算出 

する。 

 
 

ト一タル COP Ⅰ建物 A+B の 絵 エネルギー負荷 ( 電力を含む ) / 必要一次 E 
  

次回に結果を 示す。 ガスタービンは 値の向上率が 比較的一定しているのに 対し、 ガス エンジ 

ン では向上率の 減少が見られる。 これは、 蒸気のみをモデル 建物 B に供給しているため、 ガス エ 

ンジン稼働量が 制限されていることによる。 
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第 4 車 地域エネルギーシステムの 新規 溥 大地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 
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また、 ト一タル COP 、 地域 熱 COP ともに、 供給範囲拡大による 値の低下が見られる。 これは、 

電力供給をモデル 建物 A に限定しているため、 コージェネレーションシステム 稼働量が制限きれ 

るためであ る。 また、 モヂル 建物 A のみに熱供給している 場合に見られた 発電機容量増加に 伴 う 

coP の逆転は見られない。 どの容量のケースにおいても、 ガスタービンに 有効性が見られた。 こ 

の 要因も双述したよ う に、 供給範囲拡大の 際、 その無媒体は 蒸気と設定していることに よ る。 

ガスタービン 利用システムでは、 発電率は供給範囲拡大による 増加が見られる。 発電率の分 

母はモデル建物 A の電力需要としているので、 発電量が増えていることがわかる。 ガスエンジン 

利用システムでは、 運転パターンが 単一ビルの場合と 異なっている。 温水による冷熱製造を 行わ 
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4 一 3 設備更新地区の 地域エネルギーシステムの 状況及 び 周辺地域の特性検討 

4 一 3 一 1 大丸 有 地区将来展望 

将来的な大丸 有 地区再開発 ( 現 進行開発も含む ) に伴 う 、 用途別 延 床面積の変化と 建替え 対 

鉄建物 ( 新規建物 ) の概要を表 4 円～ 3 に示し、 建物の建替え 状況を以下の 図 4 一 7 に示す。 こ 

こで対象としている 建替え建物は、 表 4 一 3. 1 で示した 7 地区の DHC に含まれる建物とする。 な 

お 、 新規建物概要については、 文献 4 一 1 ～ 7 により設定した。 

①
②
③
 

⑪
 

図 4 一 3, ] 大丸首地区再開発に 伴う建物建替え 状況 ( 開発後 ; 将来的展望 ) 
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第 4 車地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究   

表 4 一 3. 1 対象 DHC の用途別起床面積 ( 開発前 ) 

DHC の用途別 延 床面積 ( 開発後 ) 

4 一 3. 3 建替 え 建物 ( 新規建物 ) 概要 

本研究では、 新規建設される 有楽町駅双第一地区ビルについては、 隣接する東京国際フォー 

ラム DHC に加入するものとして 設定している。 

図 4 一 3. 1 の「 DHC 加入建物」とは、 八重洲日本橋 DHC (C) は実際の加入建物を、 その他 

の DHC エリアにおいては、 延 床面積 3,000m2 以上と設定した。 
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第 4%  地域エネルギーシステムの 新規尊人地区および 設備更新地区における 省エネルギ）性に 関する研究 

4 一 3 一 2  分析対象の概要 

1) 計算の流れ 

本節で行った 計算の流れを 図 4 一 3. 2 に示す。 詳細な計算過程については 次項で説明する。 

設定した 消 く ターンを墓に、 熱供給 
現実に思 間 エネルギー需要と 月月 

( 平成 1 
桁パタ   

 
 

 
 

  

図 4 一 3. 2 計算の流れ 

2)  開発後の対象地域冷暖房におけるエネルギー 需要算定 

(1)  現状の大丸 有 地区対象エネルギーシステムにおけるエネルギー 需要算定 

現状 ( 開発前 ) の大丸 有 地区対象地域冷暖房におけるエネルギー 需要を算定する。 

まず、 現状の延床面積とエネルギー 消費原単位から、 各地域冷暖房における 年間エネルギー 

需要と月別。 時刻 別 負荷パターンを 設定する。 

なお、 対象地域冷暖房のうち、 丸の内 l (E) . 丸の内 2 (F) . 有楽町 (G) については、 現 

状ではプラントからの 冷熱供給を行っていない。 本研究では、 その場合、 熱供給が行われている 

各建物に二重効用蒸気吸収 式 冷凍機 (DA 醸が設置されているものとし、 冷熱需要を DAR の 

COP=l.2 で除して蒸気需要として 算出し、 原単位による 年間エネルギー 需要と月別・ 時刻削負 

荷パターンを 設定した。 

ここで、 より現実に即した 状況を評価するため、 現状の年間エネルギー 需要については 熱供 

値 ( 平成 14 年度 ) を用いた。 月別 ・時刻削負荷パターンについても、 原単位から設 

定した月別。 時刻削負荷パターンの 流れのみを残し、 値については、 熱供給事業便覧値を 反映さ 

せた。 
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表 4 一 3. 5 年間エネルギー 需要 

TJ/ 丁 J/ 年 TJ/ 年 TJ/ 年 

八重洲日本橋 (C) 
大手町 D) 
丸の内 1( 弍 
丸の内 2(F) 
有楽町 G) 
東京国際 フ オーラム (H) 

内幸町㈹   117.69@   209.5011@ 117.69@|@ 209.50   
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第 4 章 地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

40,000                                                                                                                                                                                                                                                             
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5,000 
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図 4 一 3. 9 内幸町㈲ 

4) 考察。 まとめ 

本節では、 大丸 有 地区の対象 DHc におけるエネルギー 需要を算定した。 

以下に得られた 結果をまとめる。 

八重洲日本橋 DHC (0) . 大手町 DHC (D) . 内幸町 DHC ㈲については、 DHC 地区内に 

再開発がないと 設定したため、 今後、 エネルギー需要変化はない。 

丸の内 2DHC (F) . 有楽町 DHC (G) . 東京国際 フ オーラム DHC (H) については、 建物の 

建替えに伴 う エネルギー需要の 増減が顕著に 表れた。 

丸の内 lDHC(E) については前記したよ う に、 開発前はプラントから 蒸気供給のみであ るが、 

開発後は オアゾ 地区については 冷熱供給が開始されると 設定したため、 他の地区と比較して、 冷 

熱 需要の伸びが 大きい。 
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第 4 車地域エネルギーシステムの 新規洋人地区 おょぴ 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

1) ガスタービンを 用いたエネルギーシステム 導入効果検討 

前項において 検討したコージェネレーションによる 八重洲日本橋エリア 連携システムでは、 

ガスタービンを 用いた 熱 主震 従 運転に有効性が 見られた。 本節では、 東京駅周辺に 位置するガス 

式 地域冷暖房に 対し、 本 システムを導入。 運転する場合の 計算を行 う 。 

大丸 有 地区地域冷暖房におけるボイラの 役割を、 ガスタービンの 排 熱回収によって 補い、 そ 

の際 発生する電力をプラント 設置建物内で 使用し、 余剰発生電力は 系統電力に逆潮流する。 今ま 

での計算と同様に、 余剰発生電力量の 一次換算値 な エリア投入エネルギー 量から減算し、 ト一夕 

ル cop  を算定する。 

図 4 一 3. 10 大丸 有 地区地域冷暖房位置と 年間エネルギ 一 

表 4 一 3. 6 大丸首地区地域冷暖房の 現状調査 ( 文献り 
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第 4 車 地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギ）性に 関する研究   
Ⅰ． 4 

  

0 ・ 2                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

0 刀                 

  200 400 600 800 l1000 Ⅰ r200 1,400 Ⅰ 1600 Ⅰ， 800 

販売熱愛 (T ① 

図 4 一 3. Ⅱ東京圏 と 大丸 有 地区の地域冷暖房システム COP( 文献り 

表 4 一 3. 6 、 図 4 一 3. 11 は、 平成 14 年度熱供給事業便覧から 作成した。 大手町エリアにお 

ける販売熱量と 東京国際 フ オーラムエリアにおける COP の高さが顕著に 見られる。 有楽町地域冷 

暖房は供給開始が 1996 年と比較的新しいため、 システム COP が高いとも考えられる。 参考に 、 

供給開始年別に 並べ替えたシステム CoP 散布図を示す。 設備更新年を 考慮していないため、 最新 

0 機器を用いているかを 判断することは 困難であ る。 
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図 4 一 3. 12 供給開始年別システム COPO 文献り 
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第在 車地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギ）桂に 関する研究 
    

ト一タル CoP を求める際、 エリア 内 電力需要量が 必要となる。 各地域冷暖房エリア 熱 需要は 

第 3 章で算定した 通りであ る。 
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図 4 一 3. 13 軒 其の流れ 

前章によって 求めた年間熱需要量は、 熱供給事業 便 を べ ー スに作成したものであ るため、 

設定した地域冷暖房加入建物 延 床面積と原単位からも 求めた年間然需要には 大きく差があ る ェ 

リアも存在した。 需要側の年間熱電比が 大きく異なってしまう 可能性があ るため、 図 4 一 3. 囲 

0 流れにて電力需要を 算定した。 以下は設定した 年間電力需要の 値であ る。 

表 4 一 3 。 7 補正後年間電力需要 

    

前項において、 現在蒸気のみの 供給を行っている 地域冷暖房エリアでは、 需要家側に吸収 式 

冷凍機を設置していると 設定した。 そのため、 冷凍機は既存のものを 利用するとし、 詳細検討は 

行わないために、 機器効率を 1.2 と設定した。 プラントから 冷水を供給するケースでは、 冷凍機 

0 機器更新も同時に 行 う ものとし、 冷凍機効率を 第 2 章にて設定した 値を用いるものとする。 

現状との比較のため、 ボイラ 十 吸収 式 冷凍機システムを 現状システムと 設定し 、 省エネルギ 

一量 計算を行 う 。 その際、 吸収 式 冷凍機の効率は 現状の機器を 用いるため、 前述した 1.2 の値を 
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用いて計算を 行 う 。 現状システムは、 発電機を設置していないとするため、 電力需要は全て 系統 

電力を買 電 する。 

熱 主震 従 運転ガスタービン 利用システムでは、 発電電力はプラント 設置建物内にて 使用し 、 

余剰発生する 時間においては、 その量をその 時間における 系統電力 受電端 効率で除算した 値を減 

算し、 ト一タル coP 及び省エネルギー 率を算定する。 

プラント設置建物選定方法は、 現状のセンタープラント 及び第一プラントの 導入されている 

建物、 或いはそれに 隣接する建物とした。 プラント設置建物電力需要は、 延 床面積と建物使用用 

途を用い、 エネルギー消費原単位により 算定した。 

1) から 6) において、 各地域冷暖房エリアのプラント 建物位置 と熱 主震 従 運転ガスタービ 

ン 導入効果の計算結果を 示す。 売電量に関しては、 時刻別の算定結果も 示す。 掲載順序は以下の 

通りであ る。 

1)  大手町エリア 

2)  丸の内一丁目エリア 

3)  丸の内二丁目エリア 

4)  有楽町エリア 

5)  東京国際 フ オーラムエリア 

6)  内幸町エリア 
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第 4 車 地域エネルギーシステムの 新規津人地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

1)  大手 W エリア 
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図 4 一 3. 14 プラント 溥入 設定建物 

表 4 一 3. 8 計算結果 
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図 4 一 3. 15 月刊詳細グラフ 
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第 4 草地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究   
2)  丸の内一丁目エリア 

  

  

    

図 4 一 3. 16  プラント導入設定建物 

表 4 一 3. 9 計算結果 
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図 4 一 3. 17 月 別 詳細グラフ 
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3)  丸の内二丁目エリア 

  

  

 
 
 
 

 
 

  

 
  
 

 
  
 
 
 

  

 
 

 
 

図 4 一 3. 18 プラント導入設定建物 

表 4 一 3. 9 計算結果 
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図 4 一 3. 20 月 別 詳細グラフ 
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り 有楽町エリア 

 
  

 

 
 

 
  

 
 
 
 
  
 

 
 
 
 

 
 

図 4 一 3. 20 プラント導入設定建物 

表 4 一 3. 10 計算結果 
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表 4 一 3. 21 計算結果 
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第 4 章 地域エネルギーシステムの 新規津人地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

5)  東京国際 フ オーラムエリア 

  

      
  
  

図 4 一 3. 22 プラント導入設定建物 

表 4 一 3. Ⅱ計算結果 
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図 4 一 3. 23 月 別 詳細グラフ 
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第 4 章地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

6)  内幸町エリア 

  

図 4 一 3,24 プラント導入設定建物 

表 4 一 3. 12 計算結果 
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図 4 一 3. 25 月刊詳細グラフ 
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表 4 一 3. 13 エリア 別 計算結果 

表 4 一 3. 14 八重洲日本橋計算結果 ( 第 6 車 ) 

全負荷相当運転時間は 出力最大値を 機器容量として 求めたものであ り、 省 E 率は現状熱源、 

システムをボイラ 十 吸収 式 冷凍機と設定し、 それに対する 省エネルギー 率であ る。 算定方法は以 

下の通りであ る。 
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前項の八重洲日本橋エリア 連携システムとは 冷凍機効率が 異なるエリアもあ るが、 ト一タ 

ル coP では前項で見られた 数値と類似した 結果となった。 また、 現状と比較した 省エネルギー 率 

も 全てのエリアにおいて 15% 程度を記録した。 

エネルギー負荷が 多少ことなる 縫 っかの業務集積エリアにおいても、 ガスタービン 熱 主震 

従 運転ト一タル coP の維持や高い 省エネルギー 率を記録した。 ガス式地域冷暖房整備エリアに 対 

する 木 システムの有効性を 確認することが 可能となった。 
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第 4 章 地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネルギー 性に関する研究 

4 一 4  地域エネルギーシステム 連携効果検証 

ガスタービン 熱 主震 従 運転利用地域冷暖房の 連携効果を考察する。 地域冷暖房プラントを 蒸 

気配管で接続することで、 プラント問の 熱融通を可能とするものであ る。 本節では、 大手町 ェリ 

アと 丸の内一丁目エリアの 連携を考える。 

連携することによる 数値の変化を 表 4 一 4. 1 に示す。 

表 4 一 4. 1 連携効果 

全ての値が二地区の 間となった。 これは当然の 結果であ り、 各地区のガスタービン 容量を 

変化させ、 各プラントの 蒸気製造割合を 変動させても 同様の結果となる。 その際、 変化があ るの 

は 総売電量であ る。 プラント導入建物の 電力需要は異なり、 また余剰発生量も 蒸気製造割合によ 

り 操作することができる。 単純に、 年間を通して 同じ蒸気製造割合にて 運転を行った 場合の年間 

売電量結果を 以下に示す。 

  
0 ． 0 O. Ⅰ 0 ． 2 0 ． 3 0 ． 叫 0 ． 5 0 ・ 6 0 ． 7 0 ． 8 0 ． 9 l.o 

大手町 GT 蒸気製造割合 

図 4 一 4. 1 蒸気製造割合変化による 売電量推移 

グラフは年間を 通しての値であ るが、 時刻 月 りに運転を制御することによって 余剰発生電力量 

を 操作することが 出来る。 系統において 電力を多く必要とする 時間帯には丸の 内一丁目に設置し 

た ガスタービンにより 熱供給をすることにより、 多くの余剰電力を 発生させ、 なるべく余剰電力 

を 少なくしたい 時間帯においては 二つのガスタービンを 運転させる、 しかし、 この運転を可能と 

するには、 丸の内一丁目測ガスタービンを 、 二つのエリアの 熱 需要を賄える 分の機器容量に 設定 
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第 4 車 地域エネルギーシステムの 新規尊人地区および 設備更新地区における 省ヱ ネルギー性に 

することが必要で、 全負荷相当運転時間が 小きくなってしまう。 つまり、 設備投 

ルギ一発生量が 小さくなることが 予想いれる。 

既存配管を利用することが 前提であ り、 イニシャルコストを 最小限に抑えることで 多くの 

メリットを整理してきた。 しかし、 連携にはプラント 問を繋ぐ新規蒸気配管が 必要となる。 また、 

全負荷相当運転時間が 大きくなる事は、 ガスタービン 導入にかかるイニシャルコストの 回収困難 

という結果を 招く恐れがあ る。 しかも、 丸の内一丁目側でも 全ての 熱 需要を賄 う ための運転を 可 

能とするためには、 それだけ新規配管の 口径を大きくしなければならない。 

連携によるバックアップ 効果 や 、 詳細なコスト 計算が必要ではあ るが、 連携による 

効果は小さいことが 容易に予想できる。 
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第 B 牽 既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネジメントに 関する研究   
5 一 1  概要 

深刻化している 地球および都市の 環境問題から cop3 による国際公約であ る c02 の削減目標 

達成年度が近づく 中、 エネルギー消費 重 の内、 増加の一方であ る民問 用ェ ネルギ一の省エネルギ 

一や 高 効率は重要なエネルギー 消 削減の対案になっている。 

エネルギー需要量が 高い地域では 省エネルギ一政策として 地域エネルギー 供給システムを 

導入し、 また 高 効率運転を図るための 研究が行われている。 しかし現在の 地域エネルギー 供給 シ 

ステムの運転状況はエネルギー 需要側に合わせた 運転方式であ り、 低負荷運転および 余剰 ェ ネル 

ギ 一などからの ヱ ネルギ一の無駄な 使用には対応されてない 一面があ る。 

従って実際のエネルギー 供給システムの 運転データを 基に、 エネルギー需要の 状況を明らか 

にすると共に、 エネルギー供給側の 能動的なエネルギー 供給可能性を 把握し、 より効率的な 運転 

方式を考える 必要があ る。 

本研究では需要側に 供給する ェ ネルギ一の質や 供給側の能動的に 運転方式を提案すること 

により 高 効率化を実現すること、 それを踏まえてエリアエネルギーマネジメントサービスの 可能 

性を検討することを 目的とする。 
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第 5 章既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネジメント @ こ 関する研究 

5w2  エネルギーマネジメント と は 

マネジメントとは 目標を達成するために 行かう活用の 意味であ り、 ①直接的な生産活動、 ② 

この協同的な 生産活動を計画・ 統制する活動の 二つの辞書的な 意味を持っている。 ①を「作業」、 

②を「管理」というとマネジメントとは 広 い 意味では管理を 称する。 

このような管理の 活用範囲が全般的であ るか、 部分的であ るかによって 全般管理や部分別管 

理と大別される。 また、 アドミニストレーション (a 血 injstration) の概念と対比する 場合には、 

アドミニストレーションは 最高管理を意味するが、 マネ 、 ジメントは部分別管理あ るいは中間管理 

を意味し、 これをマネジメントの 狭小的ないみといえる。 

これらの概念を 踏まえ、 ェ ネルギ一の対するマネジメント 対象は 、 大きくエネルギー 供給・ 

エネルギー需要管理の 分けられる。 また、 それぞれに合わせて①生産活動、 ②計画・統制の 観点 

からはシステムの 運転方式や補機動力・ 搬送動力などで 細分 ィ 出される。 ェ ネルギ一の需要・ 供給 

は 総合的・複合化であ り、 マネジメントの 対象に対して 内容を明確に 区分するのは 難しいが、 主 

な 管理概念を中心として 整理してみると 表 5 一 2. L のように考えられる。 

表 5 一 2, 1. マネジメントの 対象と範囲 

  生産活動 1 計画・統制・ 制御 

マネジメント 段階 

マネジメントの 対象 

エネルギー需要管理 

エネルギー供給管理 

作業 

，ンステムの 設 
置・運用 

  

需要に合わせ 
て供給する作 

業、 そのままの 
意味 

供給可能範優先運転 囲指定など冷温、 機器など ( 電熱、 )  活用時間制御など 変温度、 方式など 変 流且 供給 

さらに能動的なマネジメントの 意味とし、 自らの制御・ 積極的制御といえるが、 ェ ネルギ一 

の質を著しく 低下させない 限りの供給側の 制御運転を示すことにする。 エネルギー供給の 安定， 性 

は 維持するが、 冷暖房需要のピーク 時には供給する ェ ネルギ一の質を 少し落とすことにょり 省エ 

ネ性が図れるだろう。 そこで表 3 のように供給 側は 需要 側 とのエネルギー 供給条件を契約してい 

るものの、 供給条件を守る 責任もあ るが、 最高温 日 ・最低温目などの 負荷が大きい 日は第 2 の 供 

給 条件を提示、 需要 側 と供給側の協力が 必要と思われる。 本研究では設置されているエネルギー 

供給システムに 対し、 統制・制御段階での 供給条件内のマネジメント と 能動的なマネジメントに 

分け、 能動的なマネジメントの 可能性について 分析することにする。 分析対象は熱源機器、 補助 

機器、 補機動力の 3 つ を中心としそれぞれのマネジメントの 行 う 。 
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第 B 軍 既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネ 、 ジメントに 
  

5 一 3 運転条件によるエネルギーマネジメント 

5 一 3 一 1  研究の流れ 

まず、 エネルギー供給マネジメントの 概念について 考察することからはじめ、 既存地域エネ 

ルギー供給システムの 運転 ヂ 一タ や 需要側へのエネルギー 供給量などの 実績データを 基に、 需要 

側の季節別のエネルギー 需要パターンを 把握、 それに伴う供給側の 現状を把握することから 初め、 

地域エネルギー 供給システムの 運転効率を求める。 

また、 供給側の現在の 設備条件を生かした 能動的な供給の 可能性をみるため、 シミュレーシ 

ョンを行い、 分析することにする。 シミュレーションを 行 う 際には、 対象供給設備の 仕様、 性能 

などを地域エネルギー 供給システムのパンフレットなどに 示された数値と、 実績 ヂ一タ から算出 

した数値を中心とし 行 う 。 

5 一 3 一 2 対象地域エネルギー 供給システムの 概要 

分析対象となる 地域エネルギー 供給システムは 1984 年、 現在供給地域の 一部分から供給を 

初め、 1997 年には全地域を 対象とし供給している。 地域冷暖房センタ 一のメインプラントと、 

別の建物内のサブプラントで 構成されたシステムによって、 地域内の各ビルに 0 ・ 78%a の飽和 蒸 

気と 7 での冷水を供給し、 冷暖房を行っている。 同時にガスタービンを 用いたコージェネレーシ 

ョ ンシステム設備が 導入きれ、 それぞれのビルに 電力を供給すると 共に、 ガスタービンの 排熱 蒸 

気を地域冷暖房にも 利用している。 また、 系統電力と 0 年間契約で足りない 電力を受電している。 

需要側の用途構成は 主に業務であ り、 対象建物は 6 棟、 延べ床面積 400.438m2 であ る。 図 5 

一 3, 1 は供給対象、 供給方式を簡略 ィヒ したものであ る。 

回 
      

図 5 一 3. ]  供給系統 

表 5 一 3. 1 はメインプラントやサブプラントの 設備概要を示したものであ る。 メイン・サブ 

プラントそれぞれのコージェネレーションを 持ち発電すると 共に、 コージェネレーションの 排熱 

を 用いたボイラ や 冷凍機、 温熱源としてボイラを 用いている。   
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プラントで製造した 冷水及び蒸気は、 地域配管， 受 入管、 受 八 施設を介して、 需要家側に私、 

需要側のエネルギーを 使用した後、 再びプラント ヘ 返送する循環方式であ り、 冷水の送り温度、 

還り温度を一定にする 交流量方式を 採用している。 プラントのエネルギー 供給条件 ( 標準値、 実 

際 値ではない ) を表 3 に示す。 

表 5 一 3. 2  供給条件 

冷水 @  往き温度。 圧力 @  7  土 1.O 。 C(0 ・ 80 ～ 1.05MPa) 
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5 一 3 一 3 エネルギー需要。 供給パター ン 分析 

本章では対象地域へのエネルギー 需要パターンや 供給方法、 供給に伴 う システムの効率など 

を 分析する。 ょり正確性を 求めるためには 一年を通した 全運転データを 基に分析する 必要があ る 

料の膨大な量の 間題や供給側の 全 料 提供の遠慮などで、 今回は 30 年 (1971 年～ 2000 年 ) 

の平均温度、 最高。 最低温度など ( 日本気象庁の ヂ 一タ参考、 表 5 一 3. 3) を参考 し 、 代表できる 

日のヂ一タを 墓に分析することにした。 

表 5 一 3. 3  平均気温 (1970  年～ 2000  年 ) 

40                                                                                                                                                                                                                 
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）
 蛆
臆
   

 
 

4 月 5 月 8 月 7 月 8 月 9 月 10 月 Ⅱ 月 12 月 ] 月 2 月 3 月 

戸別平均気温 (1971 羊 一 2000 年 ) 

図 5 一 3. 2 平均温度 ( 過去 20 年 ) と本稿で分析する 日付の温度 

季節別にエネルギー 需要パターンが 相当異なることから、 夏季・中間期・ 冬季に分け、 さ も 

に 平日と休日に 区分し代表できる 日を選定、 データを要求・ 入手した。 夏季は 6 ～ 8 月、 中間期 

 
 

    
5 一 6 

 
 



第 5 章 既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネ 、 ジメントに関する 研究 

であ る。 2004 年 4 月から 2005 年 3 月間の気温データで 平均値に近似する 日は夏季 (8 月 12 日 [ 平 

日 ] 、 9 月Ⅰ 2 日 [ 休日 ]L 、 中間期 (10 月 t8 日 [ 平日 ] 、 10 月 17 日 [ 休日 ]) 、 冬季 れ月 20 日 [ 平日 ] 、 

2 月 5 日 [ 休日 ]) であ る。 さらに最低気温 目 (7 月 20 日 [ 平日 ]L 、 最高気温 日 ( Ⅰ同 6 日 [ 平日 ]) を 

参考にする。 その日の気温 は 図 5 一 2 に示す。 

1) エネルギー需要パターン 

対象地域のエネルギー 需要量は図 3 、 4 の よう であ る。 冬季には平日の 温 熱 需要量が約 40GJ/ 

h 、 冷熱需要は約 20GJ/h 、 休日はその半分の 約 20GJ/h 、 l0GJ/h であ った。 中間期、 夏季は冷 

熱 需要が増加し、 中間期約 40GJ/h 、 夏季 70GJ/h まで要する。 温 熱の需要は申間期、 夏季とも 

l0GJ/ht こ 止まる。 

エネルギー供給対象地域が 主に業務施設であ り、 給湯などの 温熱 需要があ まりないこと、 冬 

季 でも冷熱の需要が 約 20GJ/h で温熱の需要量に 比べて低くないことが、 本 データからも 分かる。 

また、 電力は夏季、 中間期、 冬季に関わらず、 平日には 4500kW ～ 5000kW の需要量示してい 

る 。 夏季、 中間期の休日は 約 1000kW の電力需要があ ったが、 今回の冬季の 休日データでは 3000kW 

で、 比較的に大きい 値をみせている。 

また、 図 5 一 3. 3 は最低気温 日 (7/20) 、 最高気温 日 (1/6) のエネルギー 需要を示したもので 

あ る。 最低気温 目 には電力・冷熱の 需要の大きい 変化け見られなかったが、 温熱需要はピーク 値 

のときで約 20GJAh を増加し、 平均値の需要の 約 1.5 倍まで至る。 最高気温 目 には電力・冷熱 共 

に 大きい幅で需要量が 増えている。 電力は約 60OOkW 、 冷熱も約 92GJ/h まで至ることが 分かる。   

  
l 白 0 4:00 7.00 10:00 13:0 1600 19:0 22:00？our 0 

稔 0  4: ㏄ 7 ㏄ ]0: ㏄ 1300  ]6: ㏄ l9: ㏄ 22%  HOur 

キ一市 拙 ～ 一温熱 ( 臆俺 ) づ 一 % 力 
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図 5 一 3. 4 季節別，代表 口 の 熱 需要パターン 

2) 供給側の運転パターン 

ここでは 熱 需要の変動が 大きい夏季 (10/18) や冬季 (1/20) の平日のデータを 中心とし、 供給 

側の機器の運転パターンや 補機動力、 搬送動力などを 分析したのを 示す。 

図 5 一 3. 5 は夏季 (10 月 18 日 ) の運転パターンであ る。 蒸気はメインプラントとサブプラン 

トを連結し、 使用されており、 吸収 式 冷凍機はメインプラントの 5 台、 サブプラント 4 台、 電動 

式 冷凍機はメインプラントで 設置されている。 図 5 からも分かるように 主に吸収 式 冷凍機を用い 

た冷熱供給を 行っており、 吸収 式 冷凍機で賄えない 時期に限り電動式が 使われていた。 

主にガスタービンからの 発電量は需要側の 電力需要には 足りず、 系統電力から 買電 する。 ま 

た 、 冷熱・ 温 熱の需要量を 従い 排 熱回収蒸気量が 足りない場合には 4 台のボイラを 用い、 蒸気を 

供給する。 

ガスタービンの 発電平均効率 は 0 ・ 204 、 排 熱回収効率は 0.446 、 ボイラ平均効率 0 ・ 85 、 吸収 

式 冷凍機 1.15 であ った。 年中発電効率は 排熱回収効率の 変化様子は図 6 に示す。 また、 運転負 
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一 荷率 と発電効率、 一一 - 一一 排 -@- 熱回収率の関係を 示してみると 図 5 一 3. 6  のよ う であ る。 運転負荷が 70% 

の場合には運転負荷 98% の場合の発電効率に 比べ、 80% であ ることが分かる。 (10 れ 8 、 9/12 サブ 

プラント発電機の 運転なし ) 

80.0                                                                                                                                                                 

  

掘 托 60.0 -         人                                                                                                 
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図 5 一 3. 5 季節別の発電効率、 排 熱回収率 ( サブプラント ) 
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図 5 一 3. 6 運転負荷率と 発電効率， 排 熱回収率の関係 
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既存地域エネルギ （システムの 省ヱ ネルギーマネジメントに 関する研究 

季節別効率、 地域 熱 Cop 、 総合評価値を 次のように定義し、 日付別の数値を 算出してみた。 

評価指標とし、 需要家側の電力需要をも 含めた総合効率評価であ るト一タル coP 以外に、 地域 冷 

暖房の効率を 表す為のシステム CoP が頻繁に使われていることを 踏まえ、 コージ エ ネレーション 

システム導入地域冷暖房を 同じ土俵において 評価するための 指標であ る地域 熱 cop 、 またコージ 

ェ ネレーションからの 発電量を熱の 基準とし評価する 総合評価値であ る。 

1)  効率 ( ト一タル COP) 

=( 電力 + 総熱 需要 )/( 全投入エネルギ 一一余剰電力 / 受電端 効率 ) 

2) 地域 熱 Cop  三熱需要 /( 投入 E 一 CGS 発電量 / 受電端 効率 ) 

3) 総合評価値 = 

電力 x ト次エネルギー 換算 値 /2 次エネルギー 換算 値 ) 十惑 

導入 E 

10 月 17 日、 1 月 20 日のト一タル COP 、 地域 熱 COP 、 総合評価値を 図 5 一 3. 7 、 図 5 一 8. 8 

に 示す。 図 5 一 3. 7 ～ 8 の供給側の運転パターンと 比べてみるとガスタービンの 運転開始、 停止 

時間帯 ( 午前 7 時前後、 午後 23 時前後 ) の効率が低くなることが 分かる。 日付別の評価指標の 変 

化 様子は図 5 円 0 に示す。 全体的にシステムの 負荷が大きい 最高温日や最低温 日の ト一タル c0p 

が 他の日に比べて 高く、 地域 熱 cop は季節に問わず 平日の値が高くみられる。 
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図 5 一 3. 7 10 月 17 日の評価指標の 変化様相 
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図 5 一 3. 8 1 月 20 日の評価指標の 変化様相 
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2,0               令     2   Ⅱ 4                                                           Ⅰ地域 熱 COP  口 totalCoP  A 総合評価値 

型 埠 1.6                                                                                           や " 「 万 e                                                                                             せ ‥Ⅰ     59                 
2.4                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

屯 ‥Ⅱち 8                                         

                                                                        全 ‥ 4,2 年                                                       

  ざ TO0.6T                  止 口 -%: 0.64 立笠                                                                                                                 
  

0 ・ 0 

10 月 18 日 10 月 17 日 8 月 27 日 9 月 l2 日 7 月 20 日 ] 月 20 日 2 月 5 日 Ⅰ 月 6 日 

( 月 ) ( 日 ) ( 金 ) ( 日 ) ( 火 ) ( 木 ) ( 土 ) ( 木 ) 
最高気温 恩借気温 

中間 期 夏期 冬期 

図 5 一 3. 9 日付別の効率 ( ト一タル COP, 地域 熱 COP) 、 総合効率の変化様相 

5 一 3 一 4  運転条件によるエネルギーマネジメンのトケーススタ ヂィ 結果 

今回のエネルギーマネジメントはエネルギーシステムの 省エネルギー 率を高めるものであ 

@ これらを実現するための 方法として熱源システムとしてガスタービン と ボイラ、 搬送動力を 

中心とし分析することにする。 

1) 熱源機器 ( ガスタービン、 ボイラ ) 

本 エリアでは 11OOkW 容量のガスタービンが 2 つ ず つ 用いられている。 10 月 18 日のメイン 

プラント、 サブプラントのガスタービンの 運転状況や受電電力量は 図 5 一 3. 10 のよ う であ る。 

メインプラント 
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捕 GTO)             
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1:00  4:00  7:00  ]0:00  13:00  ]6:00  19:00  22:O0  h 
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図 5 一 3. 10 10 月 ]8 日の発電機の 運転状況および 受 電電力百 
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図 5 一 3. 6 からも示したよさに 排 熱回収率はやや か きくなるが、 季節別の効率の 変化は大き 

くない。 しかし運転負荷率による 発電効率は約 5% の低減がみられる。 

需要側の電力使用パターンをみると 夜間でも約 900kW 以上の電力需要があ ること、 冷熱 や 

温 熱の需要量が 約 20GJ であ ることから、 またガスタービンの 起動時、 起動負荷が大きいことを 

考慮し、 発電機の一台を 運転させメインプラントやサブプラントに 供給することが 考えられる。 

10 月 18 日のガスタービンの 運転状況や受電電力量は 図 5 一 3. 10 のよ う であ る。 

図 5 一 3.6 の運転負荷率と 発電効率、 排 熱回収率の関係式 (y 甘 8,7746X+12.23 、 y Ⅰ ヰ ， 0479X 

+48.555) を用いるとともに、 ガスタービン 一台を一日定格運転させることで 各評価指標の 変化 

を 把握するため、 シミュレーションを 行った結果は 図 5 一 3. 11 、 表 5 円・ 5 であ る。 休日は電 

力 や熱需要量が 小さいことから 除外とする。 

最低気温日の 場合、 地域 熱 CoP の増加率が一番高く、 全体的に約 5% ト一タル cop の増加が 

期待される。 
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単 2.0                                                                                                                   
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10 月 18 日 8 月 27 日 7 月 20 日 ] 同 20 日 1 月 6 日 

( 月 ) ( 金 ) ( 火 ) ( 木 ) ( 木 ) 
最高気温 最低気温 

中間 期 夏期 冬期 

図 5 一 3. Ⅱ・シミュレーション 結果 ( 各評価指標 ) 

表 5 一 3. 5 シミュレーション 結果 ( 各評価指標 ) 

%
 

卵
目
 

G
 

 
 

 
 
月
 

 
 日
 

8
 
 
 月
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

指
 
皿
 
'
 

気
 

 
 月

日
 

8
O
 2
 
月
 
7
 
] 月 20 日 ( 木 ) 

] 月 6 日 ( 木 ) 愚低 気温 

 
 

 
 

 
 

%
 

 
 

   
 店
 
6
 

C
O
 

 
 
 
 
 
 

 
 
6
 
せ
き
 

l
 

 
 

5.6% 

3,1 冊 

4.8% 

4.9 冊 

5.3% 

8.3% 

9.7% 

5.8% 

3.7% 

    

2
 
1
  
 

5
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2) 搬送動力 

本エネルギーシステムでは 温熱として蒸気を、 冷熱として冷水を 需要側に供給している。 今 

回は冷水の搬送動力を 中心とし分析してみることにする。 

メインプラントの 各ビルの冷熱供給人温度、 出温度、 流量を示したものが 図 5 一 3. 12 であ 

る。 7 。 C 供給、 14 。 C の回収が供給条件だが、 時間別の出温度の 変動が大きくなることが 分かる。 
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表 5 一 3 。 6 搬送機器 

温 熱源 

冷熱源 

ム
丁
 

  熱源 

  イラ給水ポンプ I@ 8m3/h@x@120mAd@x@7.5RW@I@ 2@ | 

搬送動力の省エネ 率を次のように 定義し 、 7 で供給、 w4 での回収を守った 場合の搬送の 省 工 

ネ 率を求めてかった 結果は図 5 一 13 であ る。 平日より 熱 需要量が少ない 休日の方が流量調節に よ 

る搬送動力の 省エネ率が高くなることが 分かる。 搬送機器の分割台数が 理想的の場合、 また 出温 

度 をちやんと守ることにより 搬送動力が削減できると 期待される。 特にビル C のように一日の 需 

要 量が一定な場合は 回収温度を 15 。 C とする大温度差冷房を 行 3 時、 50% までの搬送動力削減率が 

期待される。 

( 従来の搬送動力 ) 一大温度差冷房の 搬送動力 
ホ 搬送動力省エネ 率 <%) ニ 

従来の搬送動力 
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  0.9                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

惜舶 

  

  そ B  0.6                                                       %      52.3%                                                                                                                                       寺     49.8%                せ     54.2%                令   53.9% 
や 39.3%   金 ]9,7% 

せ ]3.3% 

0 ・ 0 

10 月 ]8 日 10 月 17 日 8 月 27 日 9 月 l2 日 7 月 20 日 ] 月 20 日 2 月 5 日 ] 月 6 日 

( 月 ) ( 日 ) ( 全主 ) ( 日 ) ( 火 ) ( 木 ) はゴ ( 木 ) 
高気温 趨低 気温 

中間 期 夏期 冬期 

図 5 一 3. 13 季節別、 大温度差冷房による 搬送動力の省エネ 率 
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第 5 章 既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネジメントに 関する研究 

以上、 本研究では実際のエネルギー 供給システムの 運転データを 基に、 エネルギー需要の 状 

況を明らかにすると 共に、 エネルギー供給側の 能動的なエネルギー 供給可能性を 把握し、 より 効 

率 的な運転方式を 考察してみた。 その結果をまとめると 以下になる。 

  季節別に代表口の 熱 需要を調べてみると、 図 5 一 4 のよ う であ った。 

。 ガスタービンの 定格運転により 全体的に約 5% ト一タル coP の増加が期待される。 

。 搬送機器の分割台数が 理想的の場合、 また 出 温度をちやんと 守ることにより、 既存 搬 

遊動力の約 30% まで削減できると 期待きれる。 

。 以上のことから 正の省エネ率が 期待されるケースが 多く見られたが、 不の値がみられ 

るケースに対してももっと 精密にシステムの 組み合わせ及び 運転方法検討することで 

改善できると 思い、 今後の課題とする。 
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第 5 車既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネ 、 ジメントに関する 研究 
  

5 一 4  補助機器を活用したエネルギーマネジメント 

都市の密集化、 建物のインテリジェント 化により、 建物の機能維持や 快適な 熱 環境を作るた 

めの冷暖房及び 電力の需要量が 大きくなっており、 冷暖房及び電力の 需要に応じる 様々な ェ ネル 

ギ一 供給システムが 工夫されている。 特に、 夏季においてパッケージェアコンや 電気式冷凍機の 

使用に伴い、 ピーク電力需要が 増加し、 電力使用のバランスを 重視したエネルギー 供給システム 

の 構築の必要性が 高まっている。 蓄電池は現在の 集中型電源システムにおいて 負荷平準化に 寄与 

すると考えられている。 従って、 本研究では分散型電源と 蓄電池の活用によるエネルギー 供給 シ 

ステムの電力及 び熱ェ ネルギ一の使用合理化に 関して考察する。 

5 一 4 一 1 蓄電池の活用に よ る地域構成 別 の 省ェ ネルギー 性 検討 

2)  パラメー タ 0 設定 

従来の地域エネルギー 供給システムでは 熱と電気の利用において 余剰熱エネルギーが 発生 

し 、 廃棄に よ る ェ ネルギ一の損失が 発生する。 そのため、 本研究では蓄電池を 十分活用し、 電気 

の 利用時間帯を 調整すると共に 熱の需要量に 合せて 熱 宝運転を行 う ことにする。 また、 系統電力 

に 売買が可能であ るとする。 

図 5 一 4. 1 を比較対象となる 従来システムとし、 系統電力と連携した 場合を CaseL 、 そこで 

蓄電地を活用した 場合を case2 とする ( 買電 のみ ) 。 発電機の容量を 設定せず、 発電効率 28% 、 熱 

回収効率 50% 、 系統電力の発電効率 ( 昼間 Q,..Qw00.070 、 夜間 38.7%) 、 蓄電池効率 77% ( 平均値 ) 、 熱 

補給機器効率 80% と設定した。 

電池システム 効率の比較 

システム № S 電池 キャパ シタ 鉛 電池 NAS+ キャパ シタ № S+ 鉛 電池 

効率 (%) 76 84 78 77. 5 76.4 

( 出典 墳 行平準 ィヒ 新手法実証調査最終報告書・ ト 新エネルギー・ 産業技術総合開発機構， 2000 ． 3) 

熱及び電力の 需要量は地域における 用途構成 別 床面積及 び エネルギー需要原単位を 墓にし 

求める。 用途は一般的に 8 つ ( 住宅、 医療、 業務、 商業、 宿泊、 娯楽、 文化、 教育 ) に分けられる 

が 、 本研究ではそのうち、 ェ ネルギ一の需要量が 大きい医療、 業務、 商業、 宿泊の 4 つの用途を 

中心に分析することにする。 延べ床面積の 合計 値 30 万 m2 、 各用途は 10% ず つ 刻みで変化きせ 

(11*11*11*11) 、 14,641 のケースに対し 検討する。 
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第 5 章 既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネジメントに 関する研究 

蓄電池の運転方式は、 特定の時間帯に 熱需要が大きくなる 際、 発生する余剰電力を 貯蔵 した 

後、 電力が不足する 時間帯に放電する。 ( 図 5 一 4. 2 参考 ) 

0  6  12  18  24 時 1  7  13  19  25 時 

図 5 一 4. 2 負荷平準化作用の 略図 

2) シミュレーション 結果 

用途構成を 10% ず つ 変化させ、 省エネルギー 率 (%) を求めた結果、 全体的に省エネ 率は ブ ラ 

スの 値を示した。 

( 従来の投入一次 E) 一 ( 蓄電池利用システムの 投入一次 E) 
ホ 省エネ 率 /nAW= 

従来の投入一次 E 

*  従来の投入一次 E 

二 電力需要 (kwh コネ 4.18[k  J]/  [kwh]/ 昼 35.8%  ( 夜 38.7%)  + 熱需要 [k  J コ /0 ． 8 

水 蓄電池利用システムの 投入一次 E 

二発電機投入一次 E+ 不足電力 [ ㎞ 川 *4.18[kJ]/[ ㎞ h]/ 昼 35.8%( 夜 38.7%)+ 熱不足 [kJ]/0.8 

医療の用途構成比率が 高くなるほど 省エネ率は増加し 、 省エネ率は約 2Q% となり、 その他の 

ケースでも約 10 ～ 20% の一次エネルギー 削減効果があ ると考えられる。 図 5 一 4, 3 は用途構成川 

0 省エネ率を示したものであ る。 

以上のシミュレーションの 結果、 電力平準化に 貢献できるのは 勿論、 それに伴 う 省エネの 効 

果 もあ ると，思われる。 

3) 熱電化 と省ェ ネルギー 率 

30 万 m2 の地域における 地域エネルギー 供給システムで、 蓄電池を用いた 場合の省エネ 性を 

検討した。 その中、 エネルギー需要量の 特性と省エネ 率の相関関係を 求めてみると 図 5 一 4. 3 

のようになる。 
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図 5 一 4. 3 用途構成 別 の省エネ 率 

熱電比は熱及び 電力の需要量だけで 求められるので、 用途構成による ェ ネルギ一の冷熱 地に 

よって省エネ 率にも影響があ ると考えられる。 特に、 熱電比が 0 ～ 2 の場合にはその 差が大きく 

見られる。 ( 図 5 一 4. 4 の矢印 ) 熱電比が 0 ・ 5 ～ 3.4 ではいずれのケースでもプラスの 省エネ 率 

であ り、 1.8 ～ 2 の場合は約 22.5% の省エネができると 思われる。 

温然優先運転 

20 

  
舶 0 
ⅡⅡ 

拠 -]0 

一 20 

熱電地 

図 5 一 4. 4 蓄電池を熱電化 と 省エネルギー 率 
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第 B 章 既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネジメントに 関する研究 

5 一 4 一 2  研究対象エリアに 導入ケーススタディ 

1) 概要 

本章では、 起床面積が 2,222,630 ㎡であ る新宿新都心地区 ( 新宿新都心地域冷暖房街区 ) を 

ケーススタディのモデル 地区とする。 このエリアは、 エネルギー需要密度が 大きい超高層のビル 

郡から構成され、 既に地域冷暖房システムが 導入されていることからその 熱供給エリアの 面積 や 

熱 負荷などの諸データを 活用し省エネ 性を検討する。 新宿新都心地域冷暖房街区の 概要は図 5 一 

4, 5 に示す。 

 
 
  
  

図 5 一 4. 5 新宿新都心地域冷暖房街区の 概要 

蒸気 

冷水 

電力 

図 5 一 4. 6 蓄電池を仮定したプラントシステム 
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第 5 章既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネ 、 ジメント @ こ 関する研究   
地域プラントは 新宿ビル A で設置きれており、 ビル A へ 蓄電池を活用した 場合のシステム 構 

成は図 5 一 4. 6 のように考えられる。 新宿新都心地域冷暖房のシステムではガスタービンを 用 い 

て 発電した後、 排熱を利用した 排熱 ボイラから蒸気を 供給し、 高温の蒸気により 背圧タービ、 タ 

ーボ冷凍機を 駆動させ冷熱を 生産しているシステムであ る。 また、 都市ガスを用い、 水管 式 ボイ 

うから蒸気を 生産、 供給している。 

本章ではビル A のみ電力を供給していることを 基にガスタービンの 容量は変化せず 蓄 転地 

の 容量を変化させ、 省エネ性を求める。 不足分の電力は 系統電力に任せる。 

2)  ケーススタディの 結果 

建物用途別エネルギー 需要原単位および 建物起床面積に 基づき、 各建物用途別合計の 最大工 

ネルギー需要量 と 年間エネルギー 需要量を想定した。 ( 表 5 一 4. け 

表 5 一 4. 2 冷温 比 および熱電とヒ 表 5 一 4. 3  効率設定 

ガスタービンのフル 運転状態でもビル A の電力需要量には 不足であ ったため、 蓄電池の容量 

別の省エネ性を 求めってみると 図 5 一 4. 7 のようになる。 ( 表 5 一 4. 4 、 図 5 一 4. 7 参考 ) 

5 一 20 
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図 5 一 4. 7 蓄電池の活用による 省エネ性 

3) まとめ 

以上、 本研究では余剰熱の 量を抑えることによるエネルギー 使用合理化を 図ることを目的と 

し 、 無主運転を墓に 発電された電力の 利用時間を蓄電池の 活用によって 調節してみた。 その結果 

をまとめると 以下になる。 

。 4 つの用途構成を 中心にシミュレーションを 行った結果、 約 0 ～ 15% の省エネ率が 期待 

できる。 

。 熱電比が 0 ・ 5 ～ 3.4 の場合には蓄電池の 活用による省エネ 率は正の値を 示す。 特に 、 熱 

電 比が 1.8 ～ 2 の場合は約 12.3% まで省エネが 期待できる。 

。 既存地域地域冷暖房 ( 新宿新都心街区 ) を対象とし、 ケーススタ ヂィ を行った結果、 ビ 

ル A のみ約 3.71% 、 全体約 0 ・ 32% の省エネ効果があ ると期待できる。 

。 正の省エネ率が 期待されるケース ( 図 2 、 3 参考 ) が多く見られたが、 不の値がみられる 

ケースに対してももっと 精密にシステムの 組み合わせ及び 運転方法検討することで 改 

善 できると思い、 今後の課題とする。 
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第 6 章低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用による ェ ネルギ 

一 合理的使用に 関する研究 

6 一 1 概要 

6 一 2 地域における 熱 需要の密度分析 

6 一 3 個別冷暖房システムの 状況及び効率検討 

6 一 3 円 実測 

6 一 3 一 2 CFD 解析対象および 評価方法設定 

6 一 3 一 3 CFD 解析結果 

6 一 4  結論 



  

6 一 1  概要 

第 6%  低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使用に 関する研究 

冷暖房方法を 大別すると中央集中方式と 個別方式になる。 近年、 コストおよび 維持管理の容 

易性からビルマルチ 氏 個別空調システム 以下、 マルチ式システム ) が多用されており、 中小規 

模 ではその採用の 割合が高く成りっ っ あ る。 また、 冷媒管長基準 熱 需要量が一定水準以下の 場合、 

中央集中方式および 地域熱供給より 高い効率も期待できるとされている。 

マルチ式システムに 関する研究は 様々な形で行われており、 性能評価或いは 室内環境形成を 

申， むとした研究が 多く見られる。 しかし、 熱 。 風の移動による 室内環境形成および 満足に関する 

考察は別の間 題 として扱っており、 性能評価も機器自体に 対する評価に 限っている。 機器の性能 

向上に関わるエネルギー 評価として、 機器周りの 熱 ・ 風 環境の影 を 分析・考察する 必要があ り、 

機器のみを評価することでは 不十分であ る。 

特に、 設置されている 機器を更新しない 場合、 運転方法によってシステム 自体の効率を 高め 

る 必要があ る。 従ってシステムの 性能を高めるためには、 ショートサーキット 現象 ( 吹き出す 空 

気の ショートサーキットの 影響により、 周辺平均温度より 低い温度が吸込まれる 現象。 空調能力 

が低下する ) の評価が不可欠であ る。 

本稿ではマルチ 式システムを 運転する時、 熱交換特性と COP の関係を明らかにすることを 目 

的とし、 まず実測を通じて 実際の COP やデータを収集、 その ヂ 一夕を基にして CFD 解析 (3 次元 

流体解析 ) を行って室内環境形成の 特徴を把握、 冷房メカニズムについて 分析した。 そこで ショ 

一 トサーキット 現象を改善した 場合、 期待きれる cop を算出した。 

6 一 2 地域における 熱 需要の密度分析 
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第 6 章低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使用に 関する研究 

6 一 3  個別冷暖房システムの 一 状況及び効率検討 

6 一 3 一 1  実測 

1)  研究の流れ 

まず、 東京の気象 ヂ 一夕を資料により 調査した後、 室内外の室温に 対して実測を 行い、 マル 

チ式 システムの室内温度調節パターンを 分析すると共に、 電力消費量を 測る。 ショートサーキッ 

ト現象による COP の変化を把握する 際、 その基準になる COP を算出し、 室内。 外の温然環境等の 

シミュレーションで 必要な情報を 得ることとする。 また、 ショートサーキット 現象を改善した 場 

合 、 期待される COP を算出する。 

このデータを 用い、 実測で測りにくい 部分はシミュレーション (CFD 解析 ) を行い、 ショート 

サーキット現象が 起っている特徴を 把握する。 運転方法および 炊 出し空気の室内冷却効果による 

cop 変ィヒ 状態を調べることにする。 
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図 6 円研究の流れ 

2)  施設・および 測定方法 

マルチ式システムの 熱 交換特徴を把握する 基礎作業で、 まず夏季の平均気候を 調べた。 東京 

周辺の 8 月平均温度 28.3 で 1 忙 近いと考えられる 8 月 23 日、 床面積約 204 ㎡の施設を検討対象 

とし、 室外温度測定と 共にマルチ式システムの 作動パターンを 測った。 COP を把握するため、 熱 

の 移動量を得ることに 必要な温度差、 湿度差、 風速を用いて 風 量などのデータを 測定した。 

また消費電力を 測定、 Cop を算出した。 

(1) 室内 

マルチ式システムはシステムの 効率や比較的広い 室の室温制御の 便利性を高めるため、 数 

個のマルチ式システム ( 以下、 室内に設置されているものは 室内機とする ) をゾーニンバ 形態で使 

用 する。 すな む ち、 数個の室内システムは 数個の屋上室外 機 にっながれて 稼動しており、 同じ 配 
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第 6%  低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使用に 

図 6 一 2 は同時に稼動する 7 個の室内システムの 室内配置 図 で、 現在、 区域により 3 個の室 

に 分け、 各々 120 ㎡、 56 ㎡、 28 ㎡の室で 4 台、 2 台、 1 台 ずっ設置されている。 

測定の便利性のため、 各 室の名称と室内システムの 番号は図 -2 とうに付与した。 

表 6 一 2 室および室内機番号 

室 番号 l                             G(8 一 3) 

(2)  屋外 

屋上に設置される 室外機の全体配置を 図 -3 で示す。 その中で測定対象とした 室内システム と 

連結する室外機は 四角い表示があ る所に位置し、 全部で 4 台で構成されている。 その室外 機 にも 

図 6 一 3 に示したよ う にそれぞれ番号を 付与した。 

測定基本事項は 室内と同様にした。 

(2-1)(2-2)(2-3)(2-4) 

図 6 一 3 屋上平面と室外機の 位置 
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第 6 章低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使用に 関する研究   
前述の通り、 温度、 湿度、 風速などの測定の 基本事項および 用いた熱電対、 湿度センサー、 風 

速 センサーとデータロ ガ は表 6 一 3 に示した。 

表 6 一 3 室内・屋上装置内容 

(l)T 熱電対 ;T-c キヤ ダック 21 
(2) 湿度センサゴⅧ -L18(DC  l.5 ～ 2.5V/0 ～ 10O%RH) 
(3) 風速センサー ;V-01 一 ㎝ D2h(0. ぬ /s ～ 20m/s 、 土 (5%+0    l  m ノ Ⅰ s ⅠⅠ 

その時、 一定の室内温度を 維持した状況で、 マルチ式システムが 比較的に安定している 運転 

パター ン であ る時間帯を選択し、 消費電力と共に 測定した。 

3)  実測結果 

(1)  室内 

東京地域の夏季、 昼間最高気温および 平均気温 と 一番類似している 日を選定し、 室内と屋上 

に設置されている 機器の運転状況を 考察した。 

図 6 一 4 は室内設定温度を 27 。 C 、 炊 出し角度は 45 。 に設定した時、 各室の室内機器ごとの 温 

度を示したものであ る。 (1 円 ) は室内機の番号であ り、 [ 吹 ] は室内機の 炊 出し温度、 [ 囲は室内 

機の吸い込み 温度を示す。 

各室内で設置されているシステムの 風量は室内制御パネルにより 1 分 き 各々 13m3 、 15m3 、 

12m3 で設定しているが ( 風景 を [ 強 ] に設定した時 ) 、 相当な温度差が 見られる。 一つの室内 サ 

一 モスタットによって 調節されているが、 運転パターンはそれぞれ 違うことがわかる。 室内設定 

温度を 27 。 C に設定した場合、 吹き出す温度は 最低約 15 。 C 、 最高約 25.5 でであ り約 10 ， 5 。 C の温度 

差が見られ、 吸い込む温度は 約 24 ～ 28 で 範囲で分布している。 

そこで各々に 対して 熱 移動量を求めることにする。 

6 一 5 
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図 6 一 5 室内機湿度変化状態および 室外湿度 
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また、 室外相対湿度は 68% で、 比較的高い数値が 見られる反面、 室内の湿度は 20% 前後であ 

る 。 

(2)  屋上 

室外 機 での排気や吸い 込み温度の変化の 様子は図 6 一 6 の通りで、 各室覚 機 によって吹き 出し 
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温度は異なり、 同時で最高約 5 。 C 、 最低約 0 ・ 2 。 C の差がみられ、 必要冷却 量 により各々の 運転 状 

態 が異なることがわかる。 室内機のように 室外機の場合にも、 運転パターンはそれぞれ 違 う こと 

がわかる。 

  
    
  
  

        

      
        
  

  

  
  

  
Ⅰ 6.19 16. 臼 33 16:48 17:02 17.16 17:31 17 「 45 18'CIO 18 「 14 

時 Ⅲ hm) 

図 6 一 6 室外 機 の 吸込 ・吹田温度 

4)  COP  の算出 

COP は 式ュ、 2 を用いるので、 室内機側あ るいは屋上室外機側、 いずれかで算出が 可能であ る。 

本稿では両方で CoP 値を求めてみた。 

A)  Ql=  Q2+E         (1) 

C0P=Q2 ノ E=  (Ql 一 E)  /E=  (Ql/E) 一ェ ‥‥ (2) 

Ql  ; 室外様での移動熱量 

Q2  ; 室内機での移動熱量 

E  ;  エネルギー消費量 

B) 仕事・エネルギー ・熱量 lkwh キ 860kcal=  3.6X  106J 

C  )  湿 空気線図 (Psychrometr 土 c  chart)  により ，‥。 (3) 

頭熱 q 。 。 =  1.005G  (t2 一 t 、 ) U/h] 

q 。 。 ; 冷却 量 U/ 円 
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第 6 車低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使用に 関する研究 

G  ; 空気量 ロ 7h]  ( 空気比重 0.0013g/cm3) 

t2 ; 吸 込み温度 [ 。 C] tr ; 炊 出し温度 陀 ] 

潜熱 q 。 。 =2499.07G(X, 一 X 、 ) LJ/h] 

X, ; 吸込み絶対湿度 [kg/kg(DA)] 

X2 ; 炊 出し絶対湿度 [kg/kg(DA)] 

木室外機は空冷式だが、 除湿により潜熱の 除 熱分 があ ると考えられ、 頭熱・潜熱に 分けて移動 

した熱量を算出した。 約 2 時間の間、 移動した熱量は 式上によって 約 67.545kJ( 表 4) で、 その 

電力量は約 5.97KW だった。 すな む ち、 室内を基準とし 算出する COP は 3.14 であ る。 

表 6 一 4 移動された 熱畳 

  

同時に、 室外機を基準とし 求めた COP は 3.32 であ る。 これは通気丈装置を 用いて温度を 測っ 

たが、 室内機と比べると、 完全に除去されなかった 日射影響など 実測上の誤差があ ると考えられ 

る 。 そしてシステムの COP  は 3.14 ～ 3.32  と考えられる。 
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第 6 章 低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使用に 関する研究 

5)  温度調節パターン 

(1)  温度調節状況 

室内設定温度を 26 で 、 27 で、 28 。 C  と設定し、 11:00 ～ 17  :00  まで 1 分ごとに測定した。 実測 

な 行った 室 G( 和 3) の約 500 ヂ一タ のうち、 炊 出し温度の出現頻度の 結果を図 6 一 7(-1 、 り 、 円 ) 

に示す。 主に 13 ～ 15 での 吸 出しと 24 ～ 27 での 炊 出し空気によって 温度調節が行われていること 

が 分かる。 特に、 低温分布は一定の 温度範囲内であ る反面、 高温分布は設定温度より 1 ～ 2 。 C 程 

度低い範囲で 分布し、 26 。 C に設定した時 24 ～ 25 。 C 、 27 でに設定した 時 25 ～ 26 。 C に分布する。 28 。 C 

に 設定した時 26 ～ 27@C の割合は高温側の 約 76% 前後となる。 
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図 6 一 7 円次出し温度頻度 ( 室内温度 26 。 C 設定 ) 
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図 6 一 7 一 2 吸 出し温度頻度 ( 室内温度 27 。 C 設定 ) 
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抵
     
11.0@ 13.0@ 15.0@ 17.0@ 19.0@ 21.0@ 23.0@ 25.0@ 27.0 

温度 ( 。 ， C) 

図 6 一 7 一 3 炊 出し温度頻度 ( 室内温度 28 。 C 設定 ) 

(2)  ショートサーキット 現象と COP 

ショートサーキット 現象がどのぐらい 起こっているのかを 知るため、 室内温度設定 27 。 C の ケ 

一スを中心として 分析した。 

室内設定温度を 27 。 C にしたが、 実際室内平均温度は 27 。 C より低い或は 高 い 場合があ る。 吸込 

み 温度が室内設定温度或いは 室内平均温度より 低い場合を「ショートサーキット」現象と 考え、 

そこで、 室内機の吸込み 温度を平均室内温度と 比べ、 以下・以上に 分けた。 その時、 吸込み・ 吹 

出し温度の分布と 頻度を示してみた。 そしてショートサーキット 現象を解消した 時を仮定し、 C0P 

を 求めた。 
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図 6 一 8 一 2 吸込み温度が 平均室内温度以下の 場合 
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図 6 一 8 一 3 吸込み温度が 平均室内温度以上の 蝿 合 

図 6 一 8-1 はその分布図であ り、 図 -8-2 と 8-3 はシミュレーションを 行った Case を表示する。 

Ca, 。 1 は吸い込み温度を 室内設定温度 (.27C) まで全般的に 順次に段々上げた 場合 ( 最大、 5C まで 

上げられる ) 、 Case2 は平均室内温度以下を 示した吸込み 温度を平均室内温度まで 段々上げた 場 

合 であ る。 

この点で、 27C 以下の吸込み 温度を 27 。 C まで順次的に 上げて室内機の COP 変化状態をみると、 

図 -9  のように COP  は約 4  まで上げられる (Casel)o  Case2  のようにショートサーキットと 考え ろ 

れる温度だけ 上げると 3.29 まで上げられる。 
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図 6 一 9 吸込み温度上昇による COP 変化 
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3 一 3 一 2 CFD 解析対象および 評価方法設定 

1)  検討ケース 

冷房メカニズムを よ り正確に把握するため、 実測を行った 室 G(8-3) を基に 図 -10 のように 再 

現し、 実測結果を用いて 吹出および 吸 込の温度と湿度、 室内機の運転状況などの 諸般事項を設定 

した。 室内初期温度と 湿度は覚気と 同じ 32 。 C 、 68% に設定する。 室内冷房設定温度は 27 じであ る。 

室 の 熱 負荷は事務所の 設定とし、 人数は 120  m2X  O.1  人 /m2%2  人 (62.79  W/ 人 ) 、 25.30 

cm の 内 ・外壁の熱通過率 (2.15l W/ (m2 。 k) ) 、 12 台のコンピューター (1.628 W/ 台 ) 、 窓の 

熱通過率 (6.61 W/ (mZ. kJ ) 、 窓からのすき 間風による外気負荷 (2,659  W; ( 式 -4 の結果 ) 

参考 ) 等 2) を設定した。 

図 -12 での 1 ～ 4 の室内機の位置を 示したものであ る。 また、 図 -13 での断面図の 方向を示し 

ている。 

 
 

図 6 日 0  シミュレーション モ チリング 

( 式 3  )  から 1.005  (J/kg. で )  * 空気比重量 1.2  (kg/m')  Ⅰ 0 ・ 29 

2499.070  (J/kg)  * 空気比重量 1.2  (kg/In3)  =716 

であ り、 窓からのすき 間風による外気負荷 屯 六 %,  +  耳 ， 

Q: 風量 (mv/h) Ⅰ B*A( 面積 法 ) 

B : 窓からのすき 間風の風 量 [m3/  m2-  h] 

A : 窓の面積 [ ㎡ ] 

そして、 Q,B  *A=7.4*  (3*3*2 。 1+2*1.2*2.4)  =182.48 

佗 。 - りの平均値 ( 実測値から ) Ⅰ 5.69 。 C 

ォク二 0 ・ 0196  kg/kg 

毛巨 0.0044  kg/kg 

を代入すると、 H 二 % よ苗 ， 宰 9,573.5  V ル ⅠⅠⅠⅠ (4) 

=  2,659W 

6 一 11 



室内空気の物性値は 表 6 一 5 であ る。 

    

シミュレーションの 結果は X 、 Y 軸 およびそれぞれ 4 つの室内機周辺熱気流移動の 様子を中 

心とし、 分析した。 

2)  条件設定および 評価方法 

ショートサーキット 現象の coP への 影 の時間的推移を 把握するため、 炊 出し量に対する 吸 

込み重の時間的遅れを 把握することが 必要であ るが、 空気の特性 ( 拡散、 混ざりなど ) 上 、 空気 

の量をはかるのは 技術的な制約があ る。 そこで、 本稿では粒子のかたちで 移動率を調べてみるこ 

とにする。 図 6 一 10 の ょう に 1 ～ 4 と名前が付いている 各室内機の 炊 出し口は 4 つす っあ り、 総 

吉士 16 口であ る。 

一口で 20 個の粒子を初期設定し、 一度に全部放出する。 炊 出し後の移動経路をみる。 ( 図 6 

一 11 参照 ) 

また、 炊 出し角度を天井面から 30 。 、 45 。 、 60 。 に設定し、 それぞれの 20 分後の気流およ 

び 温度分布の様子をみることにする。 ( 図 6 一 12 、 13 参照 ) 

0 個 

  粒子 20 個 @ 

 
 

図 6 一け 炊 出し ロ の粒子設定 

また、 炊 出し境界条件として 炊 出し部面積および 室内機の風景 ( メーカ一の機器諸元表によ 

る ) から 炊 出し風景 を 12m3M 分 (0.2m3/s) なる風速を吹出し 角度を考慮し 設定した。 

6 一 12 



第 6 車低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使用に 関する研究 

6 一 3 一 3  C ド D 解析結果 

1)  室内温度および 気流分布 

図 6 一 12 は 4 台の室内機別に 炊 出し角度による 温度分布の状態を 示したもので、 天井面から 

炊 出し角度が 30 。 より 60 。 のものの方が、 下降気流が強いことがわかる。 炊 出し角度を 30 。 で 

設定したものは 天井部分から 冷却され、 大きい円を画きながら 吸込みに吸収されている。 45 。 、 

60 。 で設定されたものより 早く吸収きれる 量が少ないと 考えられる。 また、 45 。 、 60 。 で設定し 

たものより下降・ 上昇気流が弱く、 床面まで到達する 冷却気流の量が 少ないので室内平均温度よ 

り天井部分の 温度が低い。 

60 。 で設定されたのは 吹き出す部分の 下降気流が強く、 天井部分はあ まり冷却されない 様 

子がみられる。 さらに吸い込みに 向かう上昇気流に 混ざり、 室内空気を冷却させずに 吸収されて 

しまう。 これは図 6 一 12 でよく見られるよ う に角度が大きくなればなるほど、 室内機があ る地点 

の 下降、 上昇気流 ( 矢印 ) すべてが強いことがわかる。 

45 。 の場合は 30 。 と 60 。 の中間的な性格を 持っていると 考えられる。 天井付近はあ まり冷や 

さないが、 金盤的に温度分布も 均一で、 上昇気流と下降気流もあ るが 60 。 よりは強くない 様子 

がみられる。 
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一 吹き出し角度 :a0 。 

 
 

    

  
  

12  各地点 別 気流および温度分布状態 

一 吹き出し角度 :80 。 X 柚 (1 一 2)   
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図 6 一 15 各地点 別 吸込み率 ( 各地点平均値 ) 
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図 6 一 16 各地点 別 吸込み率 ( 各地点平均値の 累積 ) 

2)  吸込み比率 

吹き出された 空気が 20 秒まで、 どのぐらいの 量が吸い込まされるのかを 調べてみた。 

図 6 一 14 は一つの 炊 出しの中で粒子 20 個を設定し 5 秒ごとに吸い 込まれた粒子数を 示したも 

ので、 1 ～ 4 と 名づけている 各室内機の中央部分を 基準として X 軸 、 Y 軸 ( 図 6 一 10 参照 ) にわけ 

ており、 (1 、 2 、 3 、 4 一 X 、 y) で表現する。 20 個を 100% とみると 20 秒まではすべてのケース 

6 一 15 



で、 50% 程度が吸収されることがわかる。 30 。 に設定したケースでは 初期 5 秒にはあ まり吸収さ 

れてないが、 10 秒以上で 吸 込み重の増加率が 高い。 60 。 に設定したのは 初期 5 秒と 15 秒以後、 

吸収される量がほぼ 同じであ る。 

しかし累積憤、 すな む ち 20 秒まで吸収される 全体量は目立った 差は見られない。 

図 6 一 15 は各地点別に 吸い込み率を 図 -14 に表現された 値の平均値を 基準として、 標準偏差 

1 でみたものであ る。 図 6 一 15 、 16 は累積値で示したものであ る。 平均値は表示されている 数値 

で、 60 。 の場合、 初期 5 秒吸収される 粒子は 30 。 の場合の約 2 倍であ るが、 どんどん差が 少な 

くなり、 最後 5 秒には逆に約 2/3 ぐらいであ る。 そして累積図で 見ると 15 秒まで吸収きれる 総 

量はほ ほ 同じ数値であ るが、 20 秒までは 30 。 の場合の汲込み 率が高い。 

そこで冷却空気が 何 秒 までで室内平均温度に 到達するのかが 問題となる。 もし室内の空気は 

混ざり、 吸 込まれる 15 秒までで 炊 出し空気が室内平均温度に 到達するなら 炊 出し角度が 30 。 の 

場合が一番有利であ る。 5 秒以内でも熱を 奪 う 能力が大きい 場合、 あ るいは 15 秒以後、 できれ 

ば 長い時間を吸収されない 場合は 60 。 で設定されたほうが 有利であ る。 

3)  吸込み率と COP の関係に関する 分析 

本 実測では 炊 出し角度を 45 。 に設定した場合、 COP は 3,14 だった。 これを基準とし、 図 6 一 

]6 のように吸込み 率が変化する 場合の COP を求めてみることにする。 

まず、 炊 出しの冷却空気と 室内空気の熱交換メカニズムが 明確でないため、 粒子 1 個が 吸 込 

まれる 20 秒まで粒子の ェ ンタル ピ 増加の傾向を 図 6 円 7-1,2 のように Casel 、 Case2 で設定した。 

直線の形で粒子 1 個の ェ ンタル ピ が増加する場合を ca, 。 1 、 ゆるやかなカーブの 形で変化する 場 

合を case2 とする。 

つぎに、 粒子 1 個が空気から 得る ェ ンタル ピ について任意の 4 つの値を仮定し、 図 6 一 16 の 

吸込み粒子数を 考慮して時間別総合 ェ ンタル ピ を求め、 図 6 一 17 を描いた。 Casel は 

Casel-1,2,3,4  に、 Case2  は Case2-1,2,3,4  に分けて示した。 粒子 1 個が空気から 得る ェ ンタル 

ピ で、 他の任意の値を 仮定すると、 計算結果は各々 4 つの図を結んで い る実線になる。 

そして最後に 、 8 つ Case (Casel-1 、 2, 3, 4, Case2-L,2,3,4) について 炊 出し角度 45 。 の 

COP を基準とし、 炊 出し角度 30 。 、 60 。 の場合の COP を求めた。 

その結果、 どの Case に対しても COP は 3.14 以下を示し、 基準になった 炊 出し角度 (45 。 ) 

に 設定した場合より cop は低い。 粒子 1 個当たり室内空気から 得た ェ ンタル ピ を高く設定するほ 

ど 、 あ る程度差はあ るが、 cop の差は大きくなる。 COp は択出し角度 45 。 、 30 。 、 60 。 の順に高 

い と言える。 

6 一 Ⅰ 6 
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3 一 4  結論 

以上、 室内に設置されたマルチ 式システムに 関した冷却能力とショートサーキット 現象につ 

いての結果をまとめると 以下になる。 

実測の結果、 

・ 個別冷房システムであ るマルチ式システムは 外気温度 32 。 C 、 湿度 68% 、 室内設定温度 27 で 

0 案運用環境下で、 COP は 3.14 ～ 3.32 であ った。 

。 各炊 出し角度による 気流および温度分布特性がわかった。 ( 図 6 一 12 、 図 6 一 13 参照 ) 

  炊 出し角度が大きいほど 上昇。 下降気流が強く 共に、 すぐ 吸 込まれる量も 大きくなるが 地 

面 までの冷却効果が 高いと考えられる。 

・ ショートサーキット 現象を完全に 改善した場合、 COP は 3,29 まで期待できる。 

また以上を踏まえて、 CFD 、 シミュレーションを 行った結果、 

  炊 出し角度を変化させながら 時刻別に吸込み 率をみると、 最初は 60 。 45 。 30 。 の 順 、 最 

後 20 秒までは 45 。 30 。 60 。 の順であ る。 

， 炊 出し角度 45 。 の COP3.14  を基準として 30 。 60 。 の COP  を求めると 3.14 以下になる。 COP 

は 炊 出し角度 45 。 、 30 。 、 60 。 の順に良い。 

最後に特記するが、 本研究では考慮していない 人間の熱快適感での 評価とショートサーキ 

ット 現象の改善を 両立した最適条件を 調べることが、 今後の大きな 研究課題であ る。 
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7 一 1  概要 

  

7 一 2 機器効率の将来的変化予測 

第 2 章の表 2 一 5. 7 で CGS 機器効率と受電 端 効率一 を 示した。 Case2v  Case4  の 受電端効 

率を 0 ・ 4 で設定する。 

受電端 効率 0 ・ 40 という値であ るが、 古 い ( 低 効率の ) 火力発電所の 更新時には、 ACc 等の 

高 効率の設備に 更新されている。 現在の受 電端 効率 0 ・ 36,) ～助から 0 ・ 40 に上昇するには、 既存 

火力発電所の 最新設備への 更新が必要であ り、 そのためにはかなりの 時間を要することは 必然で 

あ る。 本研究では、 受電 端 効率が 0 ， 40 に上昇する年を 2025 年と試算設定した。 なお、 分散型エ 

ネルギーシステムのバランドデザインは 何年先を見据えているのかという 具体的な設定は 行っ 

ていない。 大まかな数字で 表現すると、 100 年後を見据えたものであ る。 しかし、 現実的に考え 

て、 100 年後の機器性能等の 詳細設定を行 う ことは不可能であ り、 機器効率等については、 現在 

から約 20 年先を見据え 設定している。 ただ、 2025 年の都市形態や 機器性能は 、 必ず 100 年後に 

も 通じて い くと考えられ、 本研究で示したグランド ヂ ザインは 20 年後あ るいは 100 年後の流れ 

を示しているという 位置付けとなる。 

表 7 一 2. ] 東京電力発電 皿の 
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第 7% 、 将来的な地域エネルギーシステムの 

7 一 3 効率性評価指標による 首都 における地域エネルギーシステムの 導入効果 

1)  ト一タル COP 

第 3 一 3 章の地域エネルギーシステム や 受電 段 の 現 効率を用いたシミュレーション 結果を示 

したが、 ここでは将来的な 観点で CGS 容量を変動させた 場合のト一タル COP の動向を検証評価し 

ていく。 また、 参考として、 電気式 (HP) システムと個別式 (PAC) システムの値を 示しておく。 

結果は CASE ②から CASE ④の順序で示す。 
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第 7% 、 将来的な地域エネルギーシステムの 溥 大効果に関する 研究 

CGS 容量の変動による 墓木的なト一タル COP の動向は、 各 CASE ともに類似してもへると 言え 

る 。 しかし、 CGS 機器効率の上昇の 影 は 非常に大きいことが 分かる。 第 2 章で述べたが、 受電 

端 効率上昇には 相当時間を要すると 考えられるが、 CGS は既に CASE ③の機器効率 ( 総合効率 0 ． 73) 

程度の機器は 実用化されており、 早い段階での cGs 導入を考える 場合、 ここでの結果は 分散型 ェ 

ネルギーシステム 導入に目指して 注目すべきであ る。 

CASE ④ ( 図 7 一 3, 5) においては、 各類型ともに GE の無主簿 従 運転が非常に 高いト一 タル 

C0p を示している。 1 。 Ⅱ類型の業務地区でも、 電気式システムと 拮抗した値をとっており、 CASE 

③と同様に、 cGs 機器効率上昇による、 あ るいは高性能 CGs の導入効果が 明らかになった 結果と 

なった。 

2)  土均比蜜れ c0p 

ここでは、 CGS 容量を変動させた 場合の地域 熱 COP の動向を見ていく。 地域 熱 COP とは熱に 

特化した COP であ り、 CGS から供給きれる 電力の価値を 熱に換算し、 CGS の熱の価値を 正当 [ こ 育ギ 

価するための 指標であ る。 熱 という観点からのみの COP かっしシステム 内のみの評価範囲となる 

ため、 当然ト一タル Cop と比較して値は 大きくなり、 機器効率や用途構成比の 影響も大きくなる。 

ガスエンジンが 非常に高い地域 熱 COP を示している。 特に、 CASE ③におけるガスエンジンの 地域 

熱 coP は非常に高い 値を示している。 これは、 前述通りであ る。 
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第 7% 、 将来的な地域エネルギーシステムの 

各 CASE ともに、 ト一タル COP と同様の変化を 示している。 ただ、 CGS の機器効率上昇の 

影響 や 、 類型特性による 影響を大きく 受けており、 地域 熱 COP の値の幅の変動が 非常に大きい。 

CGS 容量が一定になる 値や傾向及びその 要因は 、 ト一タル COP の項で述べたとおりであ る。 

3)  CO, 排出削減率 

ここでは、 各類型における CO, 排出削減率の 算出結果を示す。 (2L 、 (3)  では CGS  容量の変 

動 もこそ 半ぅ 指標の動向を 検証したが、 この項では CGS 容量を 100% の場合のみを 掲載した。 CO, は 

排出削減率という 指標は、 COP のような CGS 容量を決定する 効率的な指標とは 異なり、 どの程度 

の C02 削減効果があ るかを検証するための 目安だと考えたためであ る。 よって、 CGS 容量が年間 

の時刻削最大需要を 100% としたときの 100% として、 coz 削減効果を見た。 なお、 比較対象シス 

テム は個別式 (PAC) システムであ る。 
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図 7 一 3.  10  CO, 排出削減率㏄ GS  容量 100%  対 個別式と ヒ較 ) 

CO, 排出量はト一タル COP の優劣に類似し、 個別式 (PAC) システムが最も 多い結果となった。 

日本の年間の Co, 排出量が約 13 億 t/ 年 ") であ ることを考えると、 今回の モヂ ル地区程度の 分散 

型 エネルギーシステムひとつを 導入した際の e(M2 排出削減量は、 2 万 け年 程度であ る。 ただし、 

これが、 東京都区部あ るいは主要都市に 広がったときの、 業務や家庭から 排出される co, 排出 判 

減 効果は大きなものとなることが 期待される。 

また、 分散型エネルギーシステム 導入による co, 排出削減効果は、 すべての類型において、 

か つ すべての機器において 見られた。 特に、 GE の無主震 従 運転及び電気式 ( 皿 ) システムの 削 

減 効果は非常に 大きいことが 明らかとなった。 これは、 (1) で述べたことと 同様の要因であ ると 

考えられる。 

3) CGS 発電効率と受電 端 効率の相 M,h 生 

ここでは、 cGs 発電効率と受電 端 効率との相関，性を 検証していく。 検証方法として、 cGs 発 

電 効率を設定した CGS 総合効率から 0.01 号 l いた値から 0 ・ 01 まで変動させ、 そのときのト 一タル 

COP の動向を見ていく。 CGS 総合効率が 0 ・ 65 の場合、 CGS 発電効率を 0,64 ～ 0 ・ 01 まで変動させ 

るということであ る。 そのときの CGS 排 熱効率は 0 ・ 01 ～ 0 ・ 64 となる。 

なお、 CGS 発電効率が 0 ・ 64 などは現実としては 考えられないが、 ト一タル COP がどのよう 

な動向を示すのかという 研究的な視点として、 本研究では検証を 試みた。 
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㏄ ASE ④ : CG$  総合効率 0 ・ 73  隻 電端 効率 0 ． 40) 

各類型ともに、 あ る cGs 発電効率に達するとト 一タル cop が発散していることが 判る。 ト 

一 タル COP とは、 分母の熱需要 + 電力需要は各類型において 一定であ るため、 分子に要因があ る 

ことは明白であ る。 注目すべきは、 無主震 従 運転の場合のみが 発散しており、 電 生熟 従 運転は発 

散していないということであ る。 熱 主震 従 運転とは、 熱 需要に合わせて 運転し、 余剰電力が発生 

した場合には、 系統電力に売電するという 運転方法であ る。 発散しているのは、 X 軸 方向に進ん 

だ 場合、 つまり発電効率が 上昇し、 排 熱効率が下降した 場合であ る。 排 熱効率が低 い 状態で熱 主 

電従 運転を行った 場合、 cGS への投入エネルギー 量が増加し 、 併せて cGS 発電量も極端に 増加す 

る 。 そして、 あ る cGS 発電効率に達したとき、 ト一タル COP の分母であ る余剰電力 / 受電端 効率 

が 、 全投入エネルギー 量を上回り ( 分母がマイナスになり ) 、 ト一タル COp が発散するのであ る。 

電 生熟 従 運転のときにト 一タル cop が発散しないのは、 電 生熟 従 運転は余剰 排 熱を発生さ 

せない運転方法だからであ る。 仮に、 排 熱効率が高い 場合であ ると必ず余剰 排熱 が発生してしま 

ぅが 、 その時間帯は 熱主震 従 運転を行い、 余剰 排 熱を発生させない 設定としている。 つまり、 電 

生熟 従 運転は制限がかかっており、 い かなる機器効率の 場合においても、 ト一タル COP が発散す 

ることはない。 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

7 一 4  熱源機器効率による 有効熱源の変化 

1) 設定条件 

ここでは、 各類型において、 CGS 機器効率がどうなったときに、 有効熱源がガス か 電気かと 

いう 判別を行った。 判別指標はト 一タル COP であ る。 評価対象は、 GT ( 無主・ 電主 ) 、 GE ( 烈士。 

霞ま ) 、 冊 、 PAC であ り、 それぞれのト 一タル COP の優劣を比較する。 なお、 GT 。 GE がガス式、 

HP 。 PAC が電気式とした。 検証方法は 3 章と同様であ り、 CGS 発電効率を総合効率から 0.01 9 円、 

た値 ～ 0 ・ 0 互の範囲で変動させた。 仮に、 CGS 総合効率が 0 ・ 65 であ れば、 CGS 発電効率は 0.64 ～ 

0.01 であ る。 

2) 機器効率による 有効熱源の変化 

CGS 機器効率が変動した 際の有効熱源の 変移を以下に 示す。 

表 7 一 4. 1 機器効率による 有効熱源の変化 (1 類型 ) 

表 7 一 4. 1 機器効率による 有効熱源の変化 0 Ⅱ類型 ) 

      一 - " @   一 
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第 7% 、 将来的な地域エネルギーシステムの 洋人効果に関する 研究   

表 7 一 4 。 3 機特効率による 有効熱源の変化 (T 類型 ) 

表 7 一 4.4 機器効率による 有効熱源の変化 (1v. 類型 ) 

  
CASE ④ 0.73  0.34  0.35  0.39  0.38  0.34  0.35  0.39 0.38 

表 7 一 4. 5 機器効率による 有効熱源の変化 (V 類型 ) 

  表 7 一 4. 6 機器効率による 有効熱源の変化 eVI 類型 ) 

W 類型 ( 住宅地区 ) にむかっていく 程、 cGs 発電効率が低い 場合でも、 有効熱源がガス 式 

となっている。 これは、 住宅割合が増加する 程 熱電 ょヒ が大きくなり、 熱 需要が大きくなるため、 

CGS 排 熱効率が効いてくるのだと 考えられる。 逆に CGS 機器効率と受電 端 効率が上昇した㎝ SE 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 漣 大効果に関する 研究 

④においては、 現状と比較してガス 式が有効熱源となる 場合の CGS 発電効率はすべて 上昇してい 

る。 これほ、 受電 端 効率の上昇が 大きく影響していると 考えられ、 受電 端 効率が 0 ・ 04 上昇した 

とき、 CGs 発電効率は 0 ・ 05 ～ 0 ・ 06 上昇する必要があ ることが分かる。 つまり、 系統轄 力 に比べ 

CGS 電力の価値が 若干低いと言える。 

3) バルチ ラ エンジン導入の 影 

設定条件 

ここでは、 バルチ ラ エンジンを導入した 際の影響評価を 行 う 。 このバルチチェンジンは 、 

非常に発電効率が 高く 、 既に稼動実績もあ るなど、 近 い 将来のガスエンジンとして、 非常に期待 

と可能性の大きい CGs であ る。 近 い 将来、 非常に高性能の CGS が普及して い くであ ろう中で、 現 

状の評価指標では 評価できないという 限界もでてきている、 ここでは、 高性能なガスエンジンの 

導入効果を検証するとともに、 評価指標の再検証及 び 多角的な評価を 行い、 今後の評価のあ り方 

を 模索していく。 なお、 本研究では、 バルチチェンジンはバランドデザインの 対象としていない 

ため、 本節で評価した。 

以下に、 バルチチェンジンの 性能を示す。 

日立造船株式会社によるバルチラガスエンジンの 機器効率を設定する " 排 熱回収効率は 低下 

するものの、 発電効率は系統電力 受電端 効率に匹敵するものであ る。 カタログには、 高 効率仕様。 

低 NOx 仕様・特殊仕様とあ るが、 本研究では 省ェ ネルギー性の 評価を申 心 に行 う ため、 高 効率 仕 

様の値を用いて 設定する。 

表 7 一 4 。 7 パルチ ラ エンジン仕様 
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図 7 一 4. ] バルチ ラ エンジンの発電出力と 発 穏 効率の相 

大容量 CGS として 6,0OOkW のエンジンを 考え、 本研究では効率を 以下のように 設定した。 

なお、 補機の考え方は 3 章に準ずるものとする。 

表 7 一 4, 8 バルテラエンジン 

「     % 亀 効率   0.41   

  排 熱効率   0 ， 28   
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(1) ト一タル COP 

ここでは、 バルチチェンジンを 導入した際のト 一タル COP の動向を検証していく。 CGS 容 

量の設定は、 これまでと同様とする。 また、 今回は高性能の CGS 導入効果を検証することが 目的 

であ るため、 1 類型 ( 業務 ) と W 類型 ( 住宅 ) の対照的な類型特性時の 結果を示した。 
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図 7 一 4. 2  ト一タル COP ( バルテラエンジン ) 

ト一タル COP は、 1 類型においては、 本研究で設定した 4CASE とそれほど変わらない 結果 

となったが、 W 類型においては、 非常に高いト 一タル cop を示す結果となっている。 これは、 低 

い排 熱効率による 熱 主 震従 運転のため、 発電効率の高いバルチチェンジンは 余剰電力を大量に 系 

統電力へ売電するため、 その影響が大きく 効いてきていると 考えられる。 

また、 ト一タル CoP は、 機器効率の高い CGS を導入した場合においても、 その効率を正当 

に 評価できることが 明らかとなった。 

地域 熱 00p 

以下に地域 熱 coP の結果を示す。 設定条件は 、 ト一タル cop と同様であ る。 

4. ㏄                                                                                                                                                                                                                               

宕帥                                                                                                                                                                       

0 ．㏄ 
    l0%  2 ㎝ 30%  4 ㎝ 50 帖 60K  7 ㎝ B0%  9 ㎝ l ㏄ 托   一 2.m                                                                                                                                                                         

離 邸 -4 ㏄                                                                                                                                                                             
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Ⅱ・㏄                                                         

一 l0. ㏄                                                                                                                                                                             
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4.00                                                                                                                                                                                               
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報 軽 -4.00                                                         
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-8.00                                                         

-10.00                                                                                                                                                                                                                               
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図 7 一 4. 3  地域 熱 COP ( バルチラガスエンジン ) 

1 類型・Ⅵ類型ともに、 熱 主震 従 運転時では地域 熱 COP が発散している。 地域 熱 COP とは、  
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第 7% 、 将来的な地域エネルギーシステムの 尊大効 尉 こ関する研究 

CGS の電力の価値をすべて 熱に換算して、 CGS の熱の価値を 正当に評価するための 指標であ る。 

cGs 発電電力を地域に 供給することで、 系統電力からの 供給量が減少する、 という考え方であ る。 

地域 熱 cop の分母はシステム 投入一次エネルギー 量から CGs 発電量 / 受電端 効率を引いた 値とな 

る。 発電効率と排熱効率の 差が大きく、 かっ発電効率の 高いバルチ ラ エンジンの場合、 熱主震 従 

運転を行ったとき、 大量の余剰電力が 発生してしまい、 分母がマイナスとなり 発散してしまうと 

考えられる。 

(2)  地域発電 00p 

本研究においては、 ト一タル C0P と地域 熱 C0P を主な評価指標としている。 ト一タル C0P 

は 、 地域需要特性に 応じた有効熱源を 判別する指標として 確立されている。 しかし、 地域 熱 cop 

においては、 近年の高効率 CGS い か チチェンジン ) の登場により、 地域 熱 COP がのに発散して 

しまうという 矛盾が生じてしまっている。 そのため、 バルチ ラ エンジンを別の 観点から捉えるた 

めの新たな指標の 構築が必要だと 考えられる。 

そこで、 地域発電㏄ p という指標を 仮に確立し、 試算を行った。 地域発電 cop は、 発電に特 

化した COP であ る。 バルチチェンジン 等 高 効率 CGS の値が高くなる 指標ではないが、 受電 端 効率 

(0.36) と比較することにより、 CGS 、 の発電能力と 受電 端 効率の優劣を 評価することができる。 

以下に、 地域発電 COP の定義と位置付けを 確認しておく。 

[ 本研究での位置付け ] 

バルチラガスエンジン 等、 発電効率の高い cGs の電力優位，畦を 正当に評価するための 指標。 

[ 定劃 

発電に特化した COP 。 CGS から供給される 電力を一般 瑚こ 評価し、 地域発電 COP を用いるこ 

とにより、 受電 端 効率との相互比較が 可能となる。 

電力需要 
地域発電 CO ゃコ システム投入一次エネルギー 量一 C ㏄ 排 熱量 / 困 二空効率一 C ㏄余剰電力 ICGS 発電効率 

          (7 一 4.  1) 

なぜ、 上記の式のような 考え方に設定したかという 理由であ るが、 この地域発電 COP の 電 

力 需要の評価範囲が 大きな要因として 挙げられる。 仮に、 売電することのできるオープンシステ 

ムを考えたとき、 電力需要は無限大となる。 計算上、 仮に 1,000.000 と設定した場合において、 

電力需要に合わせて 運転した場合、 電力需要が熱需要と 比較して大きすぎるため、 すべての時間 

帯で余剰 排熱 が発生する。 つまり、 どんな場合でも 無主 電従 運転 ( オープンシステム ) になって 

しまう。 また、 電力需要を無限大とすることは、 あ る地域の COP とは言えない。 地域 熱 COP と同 

様の評価価値を 見出すのであ れば、 やはり、 あ る地域に限定し、 上記の式で考えることが 望まし 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

いとここでは 考え、 その結果を以下に 示していく。 結果は、 1 類型 ( 業務地区 )  とⅥ類型 ( 住宅 

地区 ) という対照的な 地区のみを示した。 

仮に、 電力需要を無限大 ( 電力需要 ノ熱 需要 ) と仮定した場合、 CGS の運転方法はすべて 熱 

主震 従 運転になる。 そのため、 電力需要に対し、 CGS のシステム投入 E ( 分母 ) が非常に小さく 

なり、 地域発電 COP の値が極めて 大きくなる。 
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図 7 一 4. 4  地域発電 COP (/ くノレチラ エンジン ) 
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第 7 車、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

 
 

  

め 300,000 Ⅳ 年 ]   一                                                                                                                                           
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      A-B-C( 余剰考慮 ) 

図 7 一 4,  5  地域 発 COP 算出現要因 ( パルテラエンジン ) 

CGS 容量が増加するに つ れて、 システム投入一次エネルギー 量 及 び CGS 供給排熱量 /STB 

効率は増加する。 しかし、 システム投入一次エネルギー 量の増加薬の 方が、 CGS 供給排熱量 /STB 

効率よりも大きく、 電 生熟 従 運転では、 地域発電 COP は低下する。 一方、 熱主震 従 運転では、 余 

剰 電力が効いて、 余剰電力発生と 同時に地域発電 COP は上昇していく 結果となった。 つまり、 電 

力の価値という 観点のみからバルチ ラ エンジンを捉えた 場合、 CGS 容量は年間の 時刻 別 ピーク 需 

要 030 ～ 40% が望ましく、 また、 熱中電 従 運転が理想的であ ると言える。 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

7 一 5 適正発電容量における 安全性の検討 

ここでは、 東京都区部における 分散型エネルギーシステム 導入のグランドデザインを 行 う 。 

各町丁目における 有効熱源の判別は 、 ト一タル COp の優劣で判別する。 また、 CGS については、 

電 生熟 従 運転と熱主震 従 運転を行い、 高いト一タル COP を示した運転方法を 有効熱源判別の 対象 

とした。 

機器効率や対象システム 等は第 2 章で述べた通りであ り、 ガス式とはガスタービンとガス エ 

ンジンであ り、 電気式とは全ヒートポンプシステムのことであ る。 対象地区の地区面積や 延床面 

積 等の地区椿山 掛ま 、 GIS 東京都区部の 実際の値を用いた。 導入する DHC 供給面積は、 第 4 章と同 

様に 8ha とした。 ここでは、 機器効率を 4CASE 、 CGS 容量を 30% 。 50% 。 70%.100% 。 の 4 パタ 

一ンの グランドデザインを 行った。 この容量設定は、 第 4 章の解析結果を 墓に設定した。 

GIS 図表の判例の 見方であ るが、 「 30% 。 一 ㎝ SE ① ( ガス ) 」の場合、 ㏄ S 容量が年間ピーク 

需要の 30% で機器効率は㎝ sE ①、 かつガス式有利地区ということであ る。 
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第 7% 、 将来的な地域エネルギーシステムの 尊人効果に関する 研究 

1) 分散型エネルギーシステム 導入のグランドデザイン 

(l)CGS 容量 30% 

ここでは、 年間の時刻 別 最大需要の 30% 容量の CGS と電気式 (HP) システムを導入した 際 

の 、 有効熱源を判別する。 判別は 、 ト一タル cop ( 年間 値 ) の優劣により 行った。 

;E ② ( 俺俺 ) 

図 7 一 5.  1  30%-CASE ① 図 7 一 5.  2  30%-CASE ② 

30 Ⅱ -CASE8 Ⅱガス ) 

図 7 一 5.  3  30%-GASF ③ 図 7 一 5.  4  30%-GASE ④ 

CGS 容量がピーク 需要の 30% では、 圧倒的に電気式システムが 有利であ る。 ただし、 CGS 

機器効率が上昇した 場合、 ガス式システムが 全地区において 有利であ る。 また、 ガス式とほ 、 す 

べて ガスエンジンであ り、 以降も同様であ る。 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

(2)CGs  容量 50% 

ここでは、 年間の時刻削最大需要の 50% 容量の CGS と電気式 (HP) システムを導入した 際 

の 、 有効熱源を判別する。 判別は 、 ト一タル cop ( 年間 値 ) の優劣により 行った。 
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図 7 一 5.  5  50%-GASE の 図 7 一 5.  6  50%-CASE ② 

0 Ⅰ 2                                                             
km   め %-CAS iEQl 

    E の ( 宙 ㈱ 

    E ④ @     ガス ) 

    ガス ) ね拍 
0 1 2 4 6 ;. ぷ                                                                                                             

  
' 鰹黎 。 。 """' 。 " 。 "" 

図 7 一 5.  7  50%-CASE ③ 図 7 一 5.  8  50%-CASE ④ 

CGS 容量が年間の 時刻 別 最大需要の 50% の場合、 現状の機器効率では、 大半の地区で 電気 

式 が有利となった。 また、 cASE ④においては、 住宅中心地区でガス 式有利地区が 増加した。 これ 

の 要因は、 第 4 章で述べた通りであ る。 
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(3)CGS 容量 70% 

ここでは、 年間の時刻 別 最大需要の 70% 容量の CGS と電気式 (HP) システムを導入した 際 

の 、 有効熱源を判別する。 判別は 、 ト一タル cop ( 年間使 ) の優劣により 行った。 

  

  
  

 
 

 
 

①
 
o
 

 
  
 

 
  
 

イ
 

O
 

Ⅱ
 
Q
 

 
 

 
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

図 7 一 5.9  70%-GASE ① 

  
km 70%-CASE 

    枇淋 " 」 "" 
0@ 1@ 2     

km 鰯綴 ，。 """", 。 。 。 9" 

  E
 
A
S
 

ハ
り
 

胚
 

7
0
 

O
 
 
 
5
  
 

7
 図
 

②
 

③ W ガス ) 

 
 

 
  
 
 
 

図 7 一 5.  11  70%"CASE ③ 図 7 一 5.  12  70%-OASE 

④ 

CGS 容量が年間時刻削最大需要の 70% の場合でも、 現状の機器効率 ( ㎝ SE ① ) では、 圧倒 

的に電気式システムが 有利であ る。 ただ、 cAsE ④になると、 有効地区数は 約半数同モになるが、 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 尊人効果に関する 研究 

業務中， む 地区では電気式システムが 有利であ る。 
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図 7 一 5.  13  100%JOASE ① 図 7 一 5.  14  100%-CASE ② 
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図 7 一 5.  15  100%-CASE ③ 図 7 一 5.  16  100%-GASE ④ 

CGS 容量が年間時刻削最大需要の 100% の場合、 現状 CASE では、 まだまだ電気式システムが 

有利であ る。 CASE ④では、 ガス式有利とする 地区 数 が電気式を上回る 結果となった。 ただ、 CGS 
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容量がピーク 需要の 100% のケースは、 cGS の負荷率が低く、 実際には難しいのではと 考えられ 

る 。 

5) バルチチェンジン 

バルチチェンジンを 導入した際の、 グランドデザインを 以下に示す。 受電端 効率は 0 ． 40 で 

あ る。 なお、 バルチ ラ エンジンは、 非常に高性能なエンジンであ り、 本研究の最終的なグランド 

デザインとしては 考慮しないことにした。 
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6) 東京都区部における 熱媒別 有効熱源 数 

第 7 率、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

5.1.1 ～ 5,1.5 で判別した有効熱源 数を以利 こまとめる。 バルチ ラ エンジンを導入した 際 

の受 電端 効率は 0 ・ 40 とした。 よって、 通常の有効熱源と 比較する際は、 CASE ④と比較評価する 

と 良い。 

表 7 一 5. ] 東京都区部における 無媒 別 有効熱源 数 

表 7 一 5.2 パルチ ラ エンジン梓人の 有効熱源 数 

現状の機器効率 ( ㎝ SE ① ) では、 CGS 容量が年間時刻削最大需要の 100% の場合でも、 電気 

式システムが 圧倒的に有利であ る。 受電端 効率のみが上昇した CASE ②では、 全地区において 電 

気丈システムが 有利であ り、 CGS 機器効率のみが 上昇した CASE ③では、 全地区においてガス 式シ 

ステムが有利となった。 CGS 機器効率及び 受電端 効率が上昇した㎝ SE ④においては、 CGS 容量が 

ピーク需要の 70 ～ 100% で、 ガス式システムと 電気式システムの 有効地区 数 が半数ずつとなった 

が 、 ガス式システムが 有利とする地区は、 基本的に住宅中心地区が 多い。 逆に、 電気式システム 

を有利とする 地区は、 業務中心地区が 多い。 また、 ガス式システムは、 すべてガスエンジンが 有 

効 となった。 ガスタービンシステムが 有利なる地区はなかったが、 これ性ガスタービンの 発電効 

率が低く、 売電を可能とした 場合のガスエンジンのト 一タル COP と比較しても 明らかに低くなる 

ため、 有効熱源として 抽出きれなかった。 

現状の既存 DHC は、 基本的には業務中心地区が 多く、 その多くがガス 式システムを 導入して 

いるが、 本研究の結果を 矛盾が生じている。 システム ( 熱媒 ) を変えるということは、 不可能か 

っ 現実的ではないが、 ここでの結果と 現状を踏まえ、 今後、 分散型エネルギーシステムを 導入す 

る 際には、 極めて詳細な 精査が必要であ る。 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

7) まとめ 

本章では、 東京都 E 部の高密度 熱 需要期待地区において、 分散型エネルギーシステム 導入の 

グランドデザインを 行った。 以下に、 結果を示す。 

。 ガス式システムが 有利となった 地区は、 すべてガスエンジンであ る。 

。 CGS 容量が、 年間時刻削最大需要の 30% の場合、 電気式 (HP) システムが有利であ る。 

。 受電端 効率が上昇した 場合 (CASE ② ) 、 全地区において 電気式 (HP) システムが有利で 

あ り、 cGS 機器効率が上昇した 場合 ( ㏄ sE ③ ) 、 全地区においてガス 式 (GE) システム 

が有利であ る。 

。 業務中心地区は 電気式 (HP) システムが有利であ り、 住宅中心地区はガス 式 (GE) シ 

ステムが有利であ る。 このため、 既存 DHC のシステムとの 矛盾が生じている。 

。 バルチチェンジンは、 現状では、 全地区において 導入推進すべきであ り、 受電 端 効率 

0 ． 401 こも、 対等に比較評価できる。 

以上のように、 まだまだ電気式 (HP) システムが有利であ る。 電気式システムは CGS と比 

鼓 して高い機器効率であ り、 必然の結果と 言える。 逆に言えば、 ヒートポンプと 比較して低い 機 

器 効率でも、 cGS が最適と判別された 地区が多数あ り、 運転方法や妥当容量の cGs を導入するこ 

とで、 電気式システム 以上に高い COP を示すことができることが 明らかとなった。 

本論では直接的に 提案は ィ 〒わないが、 バルチチェンジンは 既に導入実績があ るなど、 早勾 、 

な 導入が可能であ る。 よって、 バルチチェンジンという 特定のケースを 考えれば、 どのような 地 

区 においても、 導入を考える 際には、 必ず検討を行 う べきであ る。 
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7 一 6 地域の自立， 性 

以上、 環境性を考慮し 分析したケースのうち、 従来の状況を 示す case ①と将来的な 観点で 

の case ④に対して分析を 行 う 。 

表 7 一 6. ] CQS 機器効率と受電 端 効率一 

以上、 環境性を考慮し 分析したケースのうち、 従来の状況を 示す case ①と将来的な 観点で 

の 。 ", 。 ④に対して分析を 行 う 。 
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第 7 章、 将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究 

0
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図 7 一 6, 1 地域の自立性とシステム 別 既存 DHC と有効無媒分布図 ( 現状 ) 

米 機器効率 CASE ① CQS 容 

従来の機器効率 (CASE ① ) で環境性を考慮した 既存 DHC と有効 熱媒 分布図をみると、 電気式の 

システムが有利であ る地区が多い。 しかし、 地域の自立性が 要求される地域では 非常電源設備と 

しての自家発電設備が 有効でることから、 電気。 ガス式の併用システムの 構築が望ましい。 

また、 非常電源設備として 蓄電池などのバックアップ 設備を用いることによる 電気式システ 
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ムの 構築も考えられるが、 図 7 一 6.2 のように将来の 機器効率 ( ㎝ 5E ④ ) で環境性を考慮した 有効 

熱媒 分布を求めてみると、 コージェネレーションなどの 自家発電設備は 地域の環境性と 共に自立 

性の確保にも 大きい役割を 果たすと期待される。 
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図 7 一 6 。 2  地域の自立性とシステム 別 既存 DHG と有効無媒分布図 ( 将来像 ) 

米 機器効率 CASE ④ GGS 容且 ]00% 

例えば、 千代田区 ( 図 7 一 6. 3 、 ぅす 青色 ) の場合には環境的には 電気式システムが 有利であ 

るが、 区役所、 病院など、 災害時に防災拠点として 役割を果たすビルがほとんどであ り、 地域の 
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自立，性を持っためには 分散型エネルギーシステムの 構築に工夫が 必要であ る。 

JR23 

医療施設 は 000m2 以上 ) 

官公庁施設 (3000m2 以上 ) 

既存 DHC( ガス式 ) 

既存 DHC( 穐気式 ) 

l00% 弍ム SE ④ ( ガス ) 

]00% 弍八 5E ④ ( 理気 ) 

l00% 弍汎 SE ④ ( 竜黛 ) 

図 7 一 6. 3 地域の自立性を 考慮すべき地区 

東京都区部は 日本の首都として 心臓部の機能だけではなく、 全世界的にも 重要な役割を 果た 

している。 このような大都市域のサステ ナ ビリティ実現に 向け、 非常時に避難場所として 機能を 

持っ施設が集中している 地域や避難場所などであ れば防災性を 備え、 機能を自立させることが 求 

められていることから、 分散型エネルギーシステムを 構築する際には 環境性だけではなく、 地域 

の 自立性を考慮するのは 極めて重要であ る。 すな む ち、 信頼度ニーズをべ ー スとしたエネルギー 

供給に対する 環境性を分析することが 望ましい。 

従って、 地区の環境性や 自立性の特性に 応じたエネルギーシステムの 将来像を、 より現実的 

か つ 総合的なグランドデザインを 示すことが必要と 言える。 
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第 7 車、 将来的な地域エネルギーシステムの 溥 大効果に関する 研究   
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第 8 車、 結論と展望 

8 一 1 研究成果のまとめ 

本研究では、 都市のサステ ナ ビリティ実現に 向け、 エネルギーシステム 構築のあ り方につい 

て 考察することを 目的とする。 まず、 サステ ナ ビリティの概俳を 定義した ぅえ 、 文献調査、 アン 

ケート調査、 シミュレーション 分析などを行い、 将来的な都市のエネルギーシステムのあ り方に 

ついて論じるものであ る。 そこで、 エネルギー供給信頼性を 考察することで 都市の自立性を 満た 

すことからはじめ、 エネルギー需要特性。 需要密度 軸 と都市空間の 時間軸を考慮することから 都 

市 空間構成を分類し、 地域の特性に 相応しい地域エネルギーシステムの 構築やマネジメントを 行 

った。 

策士 章の 「従来研究と 本研究の位置づけ」では、 都市のあ り方やサステ ナ ビリティの概俳を 

定義することで、 本研究の基本的な 考え方を整理し、 それに基づく 本研究の位置づけを 示した。 

そこで、 都市のあ り方として環境性と 自立性の両立を 提案した。 

第 2 章は、 「都市機能密集地区における 供給信頼性を 考慮した地域エネルギーシステムの 構 

築 に関する研究」の 題 として、 アンケート調査を 通じ、 建築設備の状況や 備え状況、 備えに関す 

る認識調査、 エネルギ一品質のニーズなどを 把握した。 また、 法律面でのエネルギーシステムの 

あ り方を把握し、 都市機能密集地区における 供給信頼性を 考慮した地域エネルギーシステムの 構 

築が必要とする 地区を抽出した。 

第 3 章は、 「都市空間構成と 地域特性の分類に 関する研究」の 題 として、 都市のあ り方とし 

て環境性の向上を 目的とする地域類型 ィヒ の分析を行った。 エネルギー形態によるエネルギー 特性 

や 概念を明確にし、 熱 需要密度と熱利用形態により 分析対象になる 都市空間構成や 地域特性の分 

類した。 その際、 都市空間構成はエネルギー 需要密度 軸 と都市空間の 時間軸を考慮するとともに、 

未利用 ェ ネルギ一の活用について 考察を行っている。 本章で分類された 都市空間構成や 地域特性 

を 考慮し、 4 章から地域エネルギーシステムの 構成による運用方式を 検討した。 

第 4 章は、 「地域エネルギーシステムの 新規導入地区および 設備更新地区における 省エネル 

キー 性に関する研究」の 題 として、 新規開発地区における 望ましい地域エネルギーシステムを 提 

案し、 その効果を検討した。 また都市は時間の 経過に伴い再生地区が 発生することから、 このよ 

う な再生地区を 対象とし、 地区の再生に 伴 う 地域エネルギーシステムの 導入や活用方法に 関して 

考察を行った。 さらに、 地域エネルギーシステムの 連携効果に対する 検討を行うなど、 地域 ェネ 

ルギーシステムのより 効果的な運用について 分析を行い、 効果を明らかにした。 

第 5 章は、 「既存地域エネルギーシステムの 省エネルギーマネジメントに 関する研究」の 題 

として、 都市空間の時間変化の 中、 既存地域エネルギーシステムにおける 省エネルギーマネジメ 

ントについて 考察した。 新規・再生地区に 比べて新たなエネルギーシステムの 構築が困難であ り、 

現在のエネルギーシステムの 運用方法に関して 精密に検討することが 必要を挙げられた。 従って 、 

本章ではエネルギーシステムに 対するマネジメントの 概念整理からはじめ、 需要側や供給側の 能 

動的な制御を 反映した地域エネルギーシステムの 構築・あ り方を提示した。 

第 6 章は、 「低密度地区における 個別エネルギーシステムの 活用によるエネルギー 合理的使 

用に関する研究」の 題 として、 エネルギー利用低密度地区における 個別 m ネルギーシステムの 効 

率 的な活用を目的とし、 実測・ CFD 分析・数値シミュレーションを 行った。 その結果、 個 兄り E, ・ ネ 

ルギーシステムの 熱 交換特性を把握する 共に、 運転マネジメントなどの 分析を行い、 省エネ 性運 

用方法を明らかにした。 
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第 8 章、 結論と展望 

第 7 章は、 「将来的な地域エネルギーシステムの 導入効果に関する 研究」の 題 として、 以上 

の 考察結果を踏まえ、 東京都心部を 中心とした都市の 未来像を展望。 描いた。 将来的に地域エネ 
ルギーシステムの 機器効率の変化予測も 視野に入れ、 核となる地域の 提案も併せて 行っている。 

その際、 2 章の地域の自立性と 3 章から分析を 行った環境性を 十分考慮した 分析結果となった。 

第 8 章は「結論と 展望」で、 本論文の全体内容を 総括し、 本研究で得られた 成果を要約した。 
また、 今後の展望を 述べた。 
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第 8% 、 結論と展望 

8 一 2 今後の課題と 展望 

本研究の課題として、 以下の事項が 挙げられる。 

分散型エネルギーシステムのバランドデザイン 及び地域需要特性に 応じた最適な 分散型 ェ 

ネルギーシステムを 提案した。 しかし、 具体的な導入方策を 提示しておらず、 その際のステーク 

ホルダ一間の 役割等も検証していない。 よって、 実際に導入する 際の事業スキームの 提案が必要 

であ る。 

本研究では、 あ るモデル地域における 分散型エネルギーシステム 導入の詳細な 影響評価を行 

っ たが、 さらに現実性を 高めるため、 あ る実際の地域における 分散型エネルギーシステム 導入の 

検証を行うべきと 考える。 そのとき、 機器効率や機器容量、 及 び 機器台数等を 詳細に設定する 必 

嬰 があ る。 

グランド ヂ ザインにおいて、 人口などの時系列観点からの 都市形態変化を 考慮していない。 

これらの設定条件を 加味することにより、 より具体的な 将来像が提示できる。 

分散型エネルギーシステムを 導入する上で、 コストパフオーマンスの 評価は欠かせない。 本 

研究のきらなる 発展系としてコストを 詳細に解析し、 コスト指標からの 評価を行 う 必要があ る。 

さらには、 コストや Cod 排出量、 coP などの評価項目を 基に、 環境効率という 評価指標で分散型 

エネルギーシステムを 評価することで、 ょり総合的かっ 多角的な評価提案を 行 う ことができる。 

東京都区部における 未利用 ェ ネルギ一のポテンシャルは 非常に大きい。 これらの ポ テンシャ 

かな 数値評価し、 分散型エネルギーシステムとの 連携を具現化した 解析が必要であ る。 
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